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第1章 緒論 
1.1 研究背景 
(1) 既設 PC 道路橋における維持管理の現状 
国内初のプレストレストコンクリート（以下，PC）橋は，1952（昭和 27）年に架けられ
た支間 3.6m，3 径間プレテンション桁の長生橋（石川県七尾市）である．また，ポストテ
ンション桁では，1954（昭和 29）年に架けられた支間 30m の第一大戸川橋梁（滋賀県甲
賀市）が最初である．昭和 30 年代以降，国内では PC 橋の建設が急速に拡大し，2014（平
成 26）年 4 月 1 日時点では，15m 以上の道路橋（約 16 万橋）の内 43.5%を占める1)に至っ
ている．  
PC 橋は，低い水セメント比の高強度・高耐久なコンクリートに，高強度鋼材である PC
鋼材を用いてプレストレスを与えた構造である．設計荷重作用時に有害な曲げひび割れが
発生することを防止することにより，RC 橋と比較して高耐久性が期待できることが特徴
である．一般的に，耐久性に優れた構造物であり，ライフサイクルコスト（以降，LCC）
が安価であると認識されている．前述の第一大戸川橋梁において，1984（昭和 59）年およ
び 2007（平成 19）年に品質の経年変化を把握することに着目した調査2)が実施されている．
その調査により非常に高品質なコンクリートであることが確認されており，同橋は現在も
供用されている．  
一方，国内外においてポストテンション方式 PC 橋について，重大な損傷事例も報告さ
れている．イギリスでは 1985（昭和 60）年に，Ynys-y-Gwas 橋の落橋が発生した3)．落橋
の要因は，グラウト充填不良を起因とした PC 鋼線の破断と考えられている．その事故を
受けてイギリスでは，1992～1996 年までグラウト充填を行うポストテンション方式 PC 桁
の採用が禁止された．また，国内においても，一般国道 18 号に架かる妙高大橋（新潟県妙
高市）にて，PC 箱桁下床版部の PC 鋼線が破断（写真  1.1，写真 1.2）していることが判
明した4)．妙高大橋は 1972（昭和 47）年に完成した，橋長 300m の PC4 径間連続箱桁橋で
ある．2009（平成 21）年に行われた橋梁補修工事時に，第 1 径間の箱桁下フランジ部のコ 
 
   
写真 1.1 箱桁下床版部はつり状況 4) 写真 1.2 ドリル削孔によるシース内状況 4) 
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ンクリートにおいて，コンクリート表面の変色や錆汁，ひび割れ，浮き，鉄筋露出等が確
認されたことから，はつり調査が行われたところ，主ケーブル PC 鋼線の著しい腐食と破
断が発見された． その後，橋梁全体にわたるドリル削孔によるグラウト充填状況調査が行
われた結果，多数のグラウトの未充填箇所，および PC 鋼線の腐食と破断が確認された．
また，妙高大橋以外のポストテンション方式 PCT 桁橋においても，グラウト充填不良の事
例が多数報告5),6)されている．PC 鋼線の防食に大きく寄与することとなるグラウトが充填
されていない場合，ポストテンション方式 PC 橋には，本来有すべき耐荷性能・耐久性能
を期待することはできない．これらの損傷事例および多数のグラウト充填不良事例を受け，
従来耐久性が高いと考えられていたポストテンション方式 PC 橋について，その認識を改
める必要があると考えられるようになってきている．  
このように，ポストテンション方式 PC 橋に対して，予防維持管理の概念を踏まえた効
率的かつ効果的な維持管理手法を確立し長寿命化と LCC の大幅縮減を実現することが，社
会的な課題として重要視されている．  
 
(2) 道路橋における維持管理の現状 
我が国では，高度成長期以降に整備した社会資本が今後一斉に老朽化し，今後 20 年間
で建設後 50 年以上を経過する施設の割合が加速度的に高くなることが予測されている．例
えば道路橋については，その割合が 2013（平成 25）年の約 18％から，2023（平成 35）年
（10 年後）には約 43％，2033（平成 45）年（20 年後）には約 67％へと急増する（図 1.1）．
そのような状況の下，一斉に老朽化する社会資本を効率的・効果的に維持管理することが
求められている．  
 
 
図 1.1 社会資本の老朽化の現状7) 
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しかしながら，社会資本の急速な老朽化が進行する中で，道路施設の老朽化に起因した
事故の発生が社会問題化8)している．2007（平成 19）年 8 月 1 日に発生したアメリカミネ
アポリス高速道路崩落事故，2012（平成 24）年 12 月 2 日に発生した笹子トンネル天井板  
 
 
※橋梁点検：長寿命化修繕計画の策定に必要な基礎データを把握するため，橋梁定期点検要領等に基づく橋梁点検を実施したもの． 
※団体数ベース：橋長 15m 以上の橋梁を管理する団体で，橋梁点検に着手している団体の割合．  
※橋梁ベース：橋長 15m 以上の橋梁で，点検が行われた橋梁の割合．  
※H25.4 調査では岩手県陸前高田市，福島県広野町，楢葉町，富岡町，川内村，大熊町，双葉町，浪江町，葛尾村，飯館村は調査  
実施困難なため，H22.4 時点調査の数値．  
図 1.2 地方公共団体管理橋梁の点検状況の推移9) 
 
 
※長寿命化修繕計画：「長寿命化修繕計画策定事業費補助制度要綱 (H19~)」に基づき策定し，橋梁毎に定期点検，修繕・架替え時  
期および健全度等を記載したもの．  
※団体数ベース：橋長 15m 以上の橋梁を管理する団体で，計画を一部または全部策定している団体の割合．  
※橋梁ベース：橋長 15m 以上の橋梁で，計画が策定された橋梁の割合．  
※H25.4 調査では岩手県陸前高田市，福島県広野町，楢葉町，富岡町，川内村，大熊町，双葉町，浪江町，葛尾村，飯館村は調査  
実施困難なため，H22.4 時点調査の数値．  
図 1.3 地方公共団体の長寿命化修繕計画策定状況10) 
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落下事故は，記憶に新しいところである．国土交通省では，ミネアポリス高速道路崩落事
故を受けて，国および全国の自治体が管理する全ての橋梁について点検実施状況の調査を
行った（図  1.2）．その結果，2008（平成 20）年 4 月 1 日現在において，全国の自治体の
うち一部の県および大半の市町村においては橋梁の点検は全く行われていないことが報告
された．その後，国土交通省によって橋梁長寿命化修繕計画策定および橋梁点検実施が補
助事業化11)されると，2013（平成 25）年 4 月 1 日現在では 90%以上の自治体において橋梁
点検が行われるようになってきており，あわせて長寿命化修繕計画の策定についても進捗
率（（図  1.3））が向上してきている．  
このように，国内の自治体における橋梁点検および長寿命化修繕計画策定の状況は急速
に改善してきているといえる．  
 
(3) 自治体における維持管理の現状 
2013（平成 25）年 4 月 1 日現在の，全国橋梁の老朽化による損傷や旧設計条件の使用等
に伴う重量制限や通行止め橋梁数の推移を図  1.4 に示す．近年，橋梁点検の進捗率が向上
するに伴い，特に市区町村が管理する橋梁においてこれまでは把握されていなかった通行
規制等が必要な橋梁の存在が明らかになってきている．  
土木学会が橋梁の維持管理に携わる都道府県・政令市の実務担当技術者へのヒアリング
を踏まえ，橋梁維持管理に関する課題と展望を取りまとめている12)．そこでは，橋梁点検
の実施が進むことにより深刻な損傷を受けている橋梁は減少するなど成果が上がっている 
 
 
※高速・直轄・地方自治体が管理する道路橋の合計．  
※通行規制等には，老朽化による損傷や旧設計条件の使用等に伴う重量制限や通行止め．  
※対象橋梁は 15m 以上．  
※H25.4 調査では岩手県陸前高田市，福島県広野町，楢葉町，富岡町，川内村，大熊町，双葉町，浪江町，葛尾村，飯館村は調査  
実施困難なため，H22.4 時点調査の数値．  
図 1.4 全国橋梁の通行規制等橋梁数の推移（15m 以上）13) 
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一方で，維持管理に係わる人材の確保・育成における課題や，各自治体が個別に維持管理
システムを構築・運用していることに対する課題，および小規模な自治体における土木系
技術職員不足の課題等が指摘されている．  
国土交通省の社会資本整備審議会・交通政策審議会は 2013 年に，今後の社会資本の維
持管理・更新のあり方答申14)の中で，現地視察や地方公共団体へのヒアリング・アンケー
トによる現場や地方の実情を踏まえ，市町村における持続的な社会資本メンテナンス体制
を確立するための，今後の方向性と実施すべき具体的施策について取りまとめている．そ
こでは，都道府県や政令市と比較して，中小規模の市町村では土木系技術職員の不足など
組織体制の脆弱さなど多くの課題があることを指摘し，国は中小規模の市町村も含めて社
会資本の戦略的な維持管理・更新を今後行えるよう，財政的支援や技術的支援に努めるべ
きであることを示している．  
このように，道路橋の維持管理においては，自治体内部の橋梁点検，長寿命化修繕計画
策定および修繕対策実施における組織体制を強化することにより，維持管理の信頼性向上
を図ることが肝要であると指摘されている．  
 
(4) 道路橋のマネジメントサイクル 
道路橋を含む一般的な構造物の維持管理の手順を図 1.5 に示す．構造物の維持管理とは，
予定供用期間中における構造物の各種性能を，所用の水準以上に保持するための行為の総
称であり，維持管理計画の策定，点検実施，劣化機構の推定，性能低下の予測，対策実施 
 
 
＊）対策として解体・撤去が選択された場合には，記録を行った後に終了する．  
図 1.5 構造物の維持管理の手順15) 
6 
 
ならびにそれらの記録から構成される．自治体が管理する道路橋のマネジメントサイクル
を図 1.6 に示す．道路橋の維持管理は，点検の計画を策定し点検を実施することから始ま
り，点検結果をもとに将来修繕費用の需要予測を行い，LCC 最小化を図るための長寿命化
修繕計画を策定し，対策工事を実施し，データベースへの入力・蓄積に至るマネジメント
サイクルが基本となる．ここで，通常の目視点検では劣化機構を推定することができない
損傷を発見した場合には，詳細調査を踏まえた性能評価・対策要否判定を行い，その結果
を長寿命化修繕計画に反映させることとなる．このようなマネジメントサイクルを導入す
ることにより，定期的な点検と予防的修繕対策を行うことが可能となり，その結果として
橋梁の長寿命化，LCC の縮減および維持管理費の平準化を実現することができる．管理者
である自治体の土木系技術職員はこのマネジメントサイクルの全体像を把握し，各段階の
進捗管理と記録を行う責務がある．  
 
 
図 1.6 道路橋のマネジメントサイクル 
 
これまで説明したように，ポストテンション方式 PC 橋に対して，予防維持管理の概念
を踏まえた効率的かつ効果的な維持管理手法を確立し長寿命化と LCC の大幅縮減を実現
することが，社会的な課題として重要視されている．しかし，橋梁の点検・診断，特にポ
ストテンション方式 PC 橋の性能評価に関する技術は，これまでのところ確立されていな
い．道路橋のマネジメントサイクルにおいては，予防的修繕対策工事の実施時期と，対策
費用の予測についてある程度の精度が求められる．既往の研究において劣化予測式等が提
案されている部位・部材（例えば，鋼桁塗装劣化，鋼橋 RC 床版ひび割れ，RC 桁のひび割
れ等）については，点検により把握した橋梁の健全度より将来の劣化進行を予測し，予防
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的修繕対策工事の実施時期および対策費用を予測することができる．また，既往の研究に
おいて性能評価手法が提案されている部位・部材については，橋梁全体の性能低下の影響
を適切に評価することにより，橋梁の性能評価結果を踏まえた修繕対策や，必要と判断さ
れる場合には通行止めや交通規制等の判断を行うことができる．しかしながら，凍結防止
剤使用環境下にある既設ポストテンション方式 PCT 桁道路橋における，主ケーブルのグラ
ウト充填不良および PC 鋼線での局部腐食が確認された場合の，PC 鋼線の劣化・破断現象
については，劣化メカニズムおよび性能低下の評価手法が明らかになっていないことから，
予防的修繕対策工事の実施時期および対策費用の予測が困難であり，長寿命化および LCC
の縮減を実現するための修繕対策を検討することができない状況にある．  
また，例えば仮に，ポストテンション方式 PC 橋の性能評価が可能であったとしても，
これまで説明したように，自治体，特に市町村においては橋梁の維持管理体制が脆弱であ
ることから，適切な時期に適切な修繕対策を実施することは困難な状況にある．その理由
の一つとして，自治体，特に市町村において，土木系技術職員の不足および財政的な制約
などの理由により，橋梁の維持管理組織体制が確立されていないことが挙げられる．例え
ば，市町村において維持管理に係る土木系技術公務員の配属数は少なく，幅広い内容を少
人数にて担当する必要があることから担当者への負担が大きくなっており，点検発注につ
いては対応しているものの，修繕工事発注までは対応できない状況にある．またもう一つ
の理由として，土木系技術職員の技術面での経験不足が挙げられる．自治体が管理する橋
梁に重大な損傷を把握した際には，土木系技術職員が橋梁の性能評価結果を踏まえ，橋梁
が位置する路線の重要性や橋梁の規模等を考慮し，修繕対策の必要性を道路管理者として
総合的に迅速かつ適切に判断する必要がある．しかし，土木系技術職員の技術面での経験
不足から，そのような判断を行うことは，困難な状況にある．  
 
1.2 目的 
これまで述べたように，既設ポストテンション方式 PC 橋においては，グラウト充填不
良に起因した塩害劣化により鋼材の腐食・破断といった深刻な損傷が生じている．しかし
ながら，橋梁の診断に関する技術が確立されておらず，さらに，自治体，特に市町村にお
いては維持管理組織体制が脆弱であることから，橋梁点検においてに重大な損傷を把握し
た場合においても，速やかに修繕対策が行われることは困難な状況にある．つまり，既設
ポストテンション方式 PC 橋の維持管理においては，既設構造物の構造安全性評価技術の
信頼性向上を図るとともに，管理者である自治体内の組織体制を強化することにより，道
路橋維持管理の信頼性向上を図ることが肝要であるが，その方法は未だ確立されていない． 
本研究は，このような問題に対処するため「市町村管理道路橋の維持管理マネジメント
サイクル全体」としての信頼性を高めることに着目し，そこに劣化した既設 PC 道路橋の
診断技術の信頼性に関する課題と，自治体内の組織体制の信頼性に関する課題を抽出した．
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本研究において抽出した背景と課題，および塩害劣化した既設 PC 道路橋の構造安全性評
価および維持管理の信頼性向上に関する提案の関係性を図 1.7 に示す．  
まず，社会的な課題となっている既設 PC 道路橋の長寿命化および LCC の縮減を実現す
るための基礎的な検討として，これまで劣化メカニズムが明らかになっていない凍結防止
剤使用環境下のグラウト充填不良を有する既設ポストテンション方式単純 PCT 桁道路橋
の PC 鋼線の腐食および破断の発生現象を対象に，構造安全性評価手法の信頼性を向上さ
せることを目的に研究を行った．  
また，自治体における道路橋梁を取り巻く組織体制，特に維持管理段階における組織体
制に着目し，府県と市町村内部組織のマネジメントシステムにまで踏み込んだ実態を分析
し，問題点を明らかにするとともに，橋梁維持管理の実践事例を示し，道路橋の維持管理
体制の信頼性を向上させることを目的に研究を行った．  
最後に，これらの研究結果を取りまとめ，「市町村管理道路橋のマネジメントサイクル
全体」としての信頼性向上策について提案した．  
 
道路施設の老朽化に起因した事故の発生が懸念
自治体において橋梁点検実施と，長寿命化修繕計画の策定は進捗
市町村では修繕工事が進捗しておらず
通行規制等の橋梁数は増加
劣化した既設PC橋の性能評価ができてお
らず，長寿命化・LCC縮減を図れない
しかしながら，市区町村管理橋梁において通行規制等の橋梁数は増加
しており，既設PC橋においては著しい損傷が顕在化
組織体制の脆弱さの課題
（市町村の職員不足，経験不足）
既設PC橋の診断技術が
確立されていない課題
計画策定～対策実施のマネジメントサ
イクルの信頼性が低い
既設PC橋の診断技術
の信頼性が低い
既設PC橋診断技術および構造安全性
評価の信頼性向上を図る
自治体内部の組織体制を強化すること
により，維持管理の信頼性向上を図る
塩害劣化した既設PC道路橋の構造安全性評価
および維持管理の信頼性向上
課題１ 課題２
提
案  
図 1.7 既設 PC 道路橋の構造安全性評価および維持管理の信頼性向上 
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1.3 構成 
本論文は，７章から構成される．  
 
z 第 1 章「緒論」では，本論文の背景，目的について述べた．  
 
z 第 2 章「既往の調査研究と本研究の位置づけ」では，本研究に関する関連研究につい
て整理し，現時点における道路橋梁維持管理における問題点を明らかにするとともに，
道路橋梁維持管理の現状について整理した．  
 
z 第 3 章「自治体道路橋梁維持管理の現状と対策の検討」では，自治体における道路橋
梁を取り巻く組織体制，特に維持管理段階における組織体制は様々であり，これまで
府県と市町村内部組織のマネジメントシステムにまで踏み込んだ現状と課題が取りま
とめられた事例はないことから，道路橋梁の合理的な保全管理・運用を行うことが求
められている中で大きな課題となっている地方自治体における維持管理組織体制につ
いて，特に府県の組織体制と市町村の組織体制を比較する視点から整理し，自治体の
橋梁長寿命化修繕計画策定の流れを通してマネジメントシステムの実態を分析し問題
点を明らかにした．また，兵庫県内市町管理橋について，集約された橋梁点検結果を
整理・分析し，特徴的な損傷発生傾向を抽出した．また，兵庫県内市町において実施
されている合理的な維持管理体制の実践事例を示し，その成功要因を取り上げ，今後
の対応内容を示した．  
 
z 第 4 章「グラウト充填不良部を模擬した促進腐食試験における PC 鋼線の局部腐食発生
状況の分析」では，既設ポストテンション方式 PCT 桁道路橋において考えられる複数
の塩害劣化メカニズムの中から，直接的に PC 鋼材に影響があり，破断まで早期に至
る可能性が高い凍結防止剤による塩害劣化に着目し，グラウト充填不良部を模擬した
促進腐食試験を行い，腐食した PC 鋼線について除錆やグラウト除去を行った上で，
局部腐食発生状況の詳細評価を行った．そして，凍結防止剤使用環境下における PC
鋼線束および PC 鋼線素線毎の局部腐食の進行モデルを構築した．  
 
z 第 5 章「局部腐食を考慮した PC 鋼線の腐食環境下における遅れ破壊特性評価」では，
PC 構造物は PC 鋼線に緊張力が作用しているため遅れ破壊（応力腐食割れ，水素脆性
割れ）により脆性的な破断に至る可能性が指摘されており，また，著しい塩害劣化を
受けた既設 PC 道路橋の PC 鋼線が脆性的に破断した事例が報告されていることから，
腐食した PC 鋼線について遅れ破壊（活性溶解型応力腐食割れ，水素脆化割れ）に関
する実験的検討を実施し，遅れ破壊の感受性について評価した．そして，局部腐食を
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有する PC 鋼線素線の遅れ破壊評価モデルを構築した．また，それぞれの実験後 PC 鋼
線の破断面について，走査型電子顕微鏡（SEM）を用いて観察し，破断メカニズムに
ついて考察した．そして，一般的な環境下における既設ポストテンション方式 PC 道
路橋主桁内部の PC 鋼線において生じる遅れ破壊メカニズムについて考察した．  
 
z 第 6 章「塩害劣化した既設 PC 道路橋の遅れ破壊を考慮した構造安全性評価および維持
管理の信頼性向上」では，第 4 章で示した PC 鋼線束および PC 鋼線素線毎の凍結防止
剤使用環境下における局部腐食の進行モデル，および第 5 章で示した局部腐食を有す
る PC 鋼線素線の遅れ破壊発生確率モデルを用いて，凍結防止剤使用環境下における
遅れ破壊を考慮した既設ポストテンション方式 PCT 桁道路橋の構造安全性を信頼性指
標 β にもとづいて評価し，構造安全性評価手法の信頼性の向上方策を提案した．  
また，市町村が管理する道路橋のマネジメントサイクルに着目し，橋梁維持管理の実
践事例を踏まえたマネジメントシステムの改善策を示し，市町村管理道路橋の維持管
理の信頼性の向上方策を提案した．  
 最後に，これらの研究結果を取りまとめ，「市町村管理道路橋のマネジメントサイク
ル全体」としての信頼性向上策について提案した．  
 
z 第 7 章「結論」では，本研究で得られた結論を示す．  
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本研究のフローを図 1.8 に示す．  
 
 
図 1.8 本研究のフロー 
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第2章 既往の調査研究と本研究の位置づけ 
2.1 橋梁の維持管理体制に関する取り組み 
本節では，国内の橋梁管理機関における橋梁の維持管理に関する取り組みについて，概
要を述べる．  
 
2.1.1 自治体における維持管理体制 
自治体管理橋梁の維持管理体制に関する報告としては，土木学会が橋梁の維持管理に携
わる都道府県・政令市の実務担当技術者へのヒアリングを踏まえ，課題と展望を取りまと
めた報告1)がある．ここでは，橋梁点検の実施が進むことにより，深刻な損傷を受けてい
る橋梁は減少するなど成果が上がっている一方で，橋梁の維持管理に携わる人材の確保・
育成や，各自治体が個別に維持管理システムを構築・運用していることに関して課題があ
ることを指摘している．  
国土交通省では，2013（平成 25）年 12 月に社会資本整備審議会・交通政策審議会より，
今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について答申2)を公表している．ここでは，現
地視察や地方公共団体へのヒアリング・アンケートにより把握した地方の実情を踏まえ，
都道府県や政令市と比較して中小規模の市町村では土木系技術職員の不足など組織体制の
脆弱さなど多くの課題があることを指摘している．そして国は，中小規模の市町村におい
ても戦略的な維持管理・更新を今後行えるよう，財政的な支援や技術的支援に努めるべき
であることを指摘している．  
大阪府では，2015（平成 27）年 2 月に大阪府都市基盤施設維持管理技術審議会より，「大
阪府都市基盤施設長寿命化計画」の策定に向けての答申3)を公表している．ここでは，近
い将来，多くの府技術職員が退職時期を迎えるため，早急に技術を持った職員を育成する
必要があること，また，府と市町村が管理する地域全体のインフラ機能を適切に維持する
ために，管理者の連携体制を強化する必要があることを指摘している．さらに，専門の分
野技術に優れたスペシャリストを計画的に養成し，他の職員の技術指導を担わせることで，
継続的な技術の継承を図る取り組みを提案している．  
稲垣ら4)は，自治体の橋梁維持管理の実態調査をアンケート調査およびヒアリング調査
により行っている．アンケートからは，各自治体が保有する橋梁資産と比較して維持管理・
更新関連の予算は非常に少なく，データの整備状況や橋梁点検実施に関しても全般的には
進捗していない機関が多いことを指摘している．またヒアリングからは，データ整備状況
に関して，諸元や点検結果の保存状況と比較して，修繕対策履歴等に関する整備が非常に
遅れている現状を指摘している．  
石田ら5)は，山口県における計画的な橋梁維持管理の取り組みとして，山口県橋梁維持
管理基本方針および橋梁点検マニュアルを紹介している．ここでは，地方自治体の限られ
た予算内で投資効果や効率を高めるための，県職員を中心とした合理的で効果的な点検お
14 
 
よび維持管理体制のあり方について提案している．  
また水野ら6)は，インフラストラクチャのメンテナンスにおいては，現場レベルのメン
テナンスサイクル（現場実務領域）と，マネジメントサイクル（マネジメント領域）の 2
つのサイクルがあり，それらの両輪が関連しながら機能することが肝要であることを指摘
している．そして，それぞれのサイクルについて，国内外の先進的な取り組み事例を紹介，
分析し，国内自治体に対する道路・橋梁維持管理モデルを提案するとともに，今後の展望
を示している．  
 
2.1.2 NPO 法人関西橋梁維持管理－大学コンソーシアムにおける取組事例 
関西橋梁維持管理－大学コンソーシアム7)（Kansai Infrastructure Sustainable Station，略し
て KISS）は，社会インフラ特に道路構造物に関する維持管理上の課題・問題点を指摘し，
解決へ導くことを目的として設立された NPO 法人である．KISS では具体的な取組課題と
して，経済的問題，労働力問題，データ不足問題，技術問題および制度問題を取り上げて
おり，地方自治体・企業・コミュニティ・市民等に対して，専門技術者の豊富な経験と知
識を活用し，社会資本の長寿命化に関する開発研究，政策提言，調査および情報共有化と，
それに伴う審査，指導，教育，各種サポートおよび技術の継承・普及，人材育成，講習会，
資格，広報活動等に関する事業を，活発に実施している．  
 
2.1.3 橋梁の包括的維持管理契約に関する取組事例 
国土交通省では，2014（平成 26）年に公共施設管理における包括的民間委託の導入事例
集8)を取りまとめている．ここでは，下水道，道路，河川，公園，空港，港湾の各事業分
野における公共施設管理の民間委託等に関する法制度を整理しており，さらに各分野にお
ける取り組み事例を示すとともに，導入効果等を取りまとめている．それら他分野での先
行事例より維持管理の効率化による経費の縮減や民間事業者のノウハウ蓄積によるサービ
スの向上等の効果が期待できると示している．  
土木学会では，2012（平成 24）年に包括的道路修繕・維持管理 PFI に関する調査研究報
告（中間報告）9)を取りまとめている．道路事業に関する PFI への適用性について法制度
を整理するとともに，道路橋梁について海外における包括型維持管理契約に関する取組事
例を紹介している．橋梁の大規模な修繕を含めた包括的維持管理契約に関する国内への適
用性については，必要性・効果も大きいことが期待できる反面，道路施設の瑕疵の問題や
構造物劣化診断と対策等の技術的な課題，およびリスク分担如何による官民双方の負担増
加等多くの検討課題が残っていることを，指摘している．  
また青森県10)では，橋梁の日常点検，清掃，緊急対応および小規模な長寿命化補修工事
等を出先管内毎に包括的に発注する取り組みを行っている．工期は 1 年間に設定されてお
り，地域の建設会社が受注している．受注者にとってはまとめて受注することにより年間
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の計画がたてやすくなり，発注者にとっては細かな発注業務が軽減されるというメリット
を示している．また今後の課題として，複数年契約について取り上げている．  
これまでの国内における橋梁を含む包括的維持管理契約の取組事例では，橋梁の老朽化
対策などの大規模修繕を行った事例は報告されていない．  
 
2.2 既設 PC 道路橋の点検方法と性能評価 
本節では，既設 PC 道路橋の点検方法と性能評価について，概要を述べる．  
 
2.2.1 既設 PC 道路橋の性能評価11) 
コンクリート標準示方書［維持管理編］12)で取り上げている性能の一覧と評価技術の現
状13)を表 2.1 に示す．これらの性能は，中性化，塩害，アルカリシリカ反応，化学的侵食，
凍害，疲労，すりへりなどの劣化機構により，鉄筋腐食，ひび割れ，表面劣化などが生じ
て低下することになる．これらの性能低下について，精度上の課題はあるものの現状にお
いて定量的に評価できるのは，安全性および使用性である．しかし，腐食した鉄筋を有す
る部材の耐荷力やたわみなどの算定については，まだ十分に精度が確保されているとは言
い難い現状にあるため，その評価は慎重に行わなければならない．  
コンクリート構造物の維持管理における性能評価の概念を図 2.1 に示す．まず，点検結
果をもとに，点検時と予定供用期間終了時において，構造安全性等を評価し，要求性能と
の比較により照査する．性能評価手法は，評価対象構造物の種類や評価すべき性能に応じ
て，図 2.1 に示す 3 つの手法による方法から適切な手法を選定する．  
構造物の外観上のグレード等による方法は，あらかじめ設定した構造物の外観上のグレ
ードと評価すべき性能の関係を基準にして維持管理のための評価・判定を行う方法である．
この性能評価手法によると，劣化予測や点検によって，点検時や予定供用期間終了時の構 
 
表 2.1 性能の一覧と評価の現状 13) 
性能の  
種類  具体的な内容  
性能低下
の主な  
要因  
定量評価
の可否の
現状  
定量評価に対する  
課題  
検証試験
の可否の
現状  
安全性  耐荷性能（含耐震性能）
疲労破壊抵抗性能  
鉄筋腐食
ひび割れ
表面劣化
疲労  
等  
可  精度向上と  
安全係数の設定  否  
使用性  使用上の快適性  
諸機能から定まる性能
可  精度向上と  
安全係数の設定  可  
第三者  
影響度  
コンクリート片落下の
防止等  一部可  
評価方法構築と  
安全係数の設定  一部可  
美観  
ひび割れ，錆汁，エフロ
レッセンス等による汚
れの防止等  
一部可  主観的要因の  
考慮の方法  否  
耐久性  供用期間中，要求性能を
満足する性能  一部可  
劣化予測する  
精度の向上と  
安全係数の設定  
一部可  
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図 2.1 点検方法と性能評価方法との関係14) 
 
造物の性能を照査しながら維持管理を行うことが可能となる．  
設計での性能評価式による方法，および非線形有限要素法に代表される数値シミュレー
ション手法による方法では，その手法に適合するように構造物およびその変状をモデル化
することになる．構造物や部材を構成する材料の特性，変状の程度等は構造物や部材内で
大きなばらつきを示すのが通常であるため，構造物や部材内でこれらのばらつきを精度よ
く定量化できるだけの点検データを取得できなければ，精度の高い性能評価は実現できな
い．したがって，対象とする構造物に応じた評価手法を選定するとともに，その評価手法
が要求する十分な量と質を備えたデータを点検および詳細調査において取得する必要があ
る．ISO 1382215)などの国際標準もこの点について重要視しており，既設コンクリート橋の
性能評価においては，ばらつきや不確定性を合理的に取り扱うことが必要となる．  
 
2.2.2 既設 PC 道路橋の点検・詳細調査方法 
(1) 概要 
実橋梁の材料特性，劣化特性および構造特性を点検・詳細調査において把握することに
より，性能評価における不確定性は排除できることになる．また，実橋梁の材料特性や劣
化特性の分布は様々な状況であることを考慮すると，限定された点検結果・詳細調査結果
より把握した情報を合理的に取り扱い，性能評価における適切な安全余裕を設定すること
が重要である．  
既設 PC 道路橋については，外観の目視点検を行った後に，損傷・変状等が確認された
部位について非破壊検査と検証のための局部破壊検査を併用して行い，劣化特性および構
造特性を把握することで，性能評価を行うことができる．  
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(2) 点検方法 
国土交通省では，2014（平成 26）年に橋梁定期点検要領案16)を改訂し，直轄管理国道の
道路橋点検を行っている．損傷種類については，鋼部材の損傷，コンクリート部材の損傷，
その他の損傷，共通の損傷に分類しており，また損傷程度については点検の対象とした部
材について，a～e の 5 段階で評価される．さらに点検後に，損傷程度の評価結果，損傷原
因や将来の劣化進行性，橋全体の耐荷性能等へ与える影響，当該部材周辺の部材の状況，
および必要に応じて同環境と見なせる周辺の橋梁の状況等をも総合的に考慮した，対策区
分の判定を行っている．  
例えば，コンクリート部材の損傷ではひび割れ，剥離・鉄筋露出，漏水・遊離石灰，抜
け落ち，コンクリート補強材の損傷，床版ひび割れ，およびうきが損傷評価の対象となっ
ている．コンクリート部材の代表的な変状であるひび割れに関する損傷評価基準の例を表 
2.2 に示す．損傷程度は表 2.3 に示した最大ひび割れ幅と，表 2.4 に示した最小ひび割れ
間隔に着目して評価される．またひび割れ損傷程度の判定に加え，上部構造（RC・PC 共
通），上部構造（PC のみ），下部構造の 3 種類に分けて例示されている損傷パターン（図  2.2）
についても，該当するものを記録することとなっており，ひび割れの位置および形状が橋
梁の安全性能に与える影響度が異なることを意識したものとなっている．  
 
表 2.2 ひび割れ損傷程度の評価区分 
区分  最大ひび割れ幅に着目した程度 最小ひび割れ間隔に着目した程度  
a 損傷なし  
b 小  小  
c 小  大  
中  小  
d 中  大  
大  小  
e 大  大  
 
表 2.3 最大ひび割れ幅に着目した損傷の程度 
程度  一  般  的  状  況  
大  ひび割れ幅が大きい（RC 構造物 0.3mm 以上，PC 構造物 0.2mm 以上）  
中  ひび割れ幅が中位（RC 構造物 0.2mm 以上 0.3mm 未満，  PC 構造物 0.1mm 以上 0.2mm 未満）  
小  ひび割れ幅が小さい（RC 構造物 0.2mm 未満，PC 構造物 0.1mm 未満）  
 
表 2.4 最小ひび割れ間隔に着目した損傷の程度 
程度  一  般  的  状  況  
大  ひび割れ間隔が小さい（最小ひび割れ間隔が概ね 0.5m 未満）  
小  ひび割れ間隔が大きい（最小ひび割れ間隔が概ね 0.5m 以上）  
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①支間中央部 主桁直角方向の桁下面 ②支間中央部 主桁下面縦方向 
 
⑳シースに沿って生じるひび割れ 
図 2.2 PCT 桁橋の損傷パターン例 
 
(3) 詳細調査方法 
外観目視点検において損傷・変状等が確認された部位等については，設計もしくは解析
により構造安全性等を評価し，要求性能と比較することにより性能評価は可能となる．対
象とする構造物に応じた評価手法を選定するとともに，その評価手法を適用するに十分な
量と質を備えたデータを，詳細調査により取得する必要がある．  
塩害により劣化した既設ポストテンション方式（以降，ポステン）PCT 桁橋は， PC 鋼
材の腐食に伴う機械的性能低下により PC 鋼材が破断することで，構造安全性が大きく低
下することが明らかとなっている．前章にて示したとおりに，既設ポステン PCT 桁橋にお
いて，グラウト充填不良を起因とした PC 鋼材の破断を要因とした，落橋事故が発生して
いる．つまり，既設ポステン PCT 桁橋の詳細調査においては，グラウト充填状況ならびに
PC 鋼材の腐食程度の両者を，適切に把握しておく必要がある．  
既設ポステン PCT 桁橋において適用する詳細調査方法の事例を表 2.5 に示す．外観目視
点検において，ひび割れや遊離石灰を確認した箇所を抽出し，まずは非破壊調査によりグ
ラウト充填状況を確認する．グラウト充填不良が確認された場合には，該当場所を中心に
削孔調査を行い，PC 鋼材の腐食状況や破断状況を目視にて確認し，局部腐食の発生状況を
評価する．ここで，PC 鋼材の腐食状況を目視で確認する場合においても，PC 鋼線束もし
くは PC 鋼より線の外周側面のみが確認できるものであり，PC 鋼線束内部の腐食状況を評
価することは困難であることに留意する必要がある．  
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表 2.5 既設 PC 道路橋の詳細調査方法事例17) 
調査項目  得られる情報  調査手法  
PC 鋼材  
の腐食  
PC 鋼材の腐食，  
断面欠損，  
破断状況  
微破壊
調査  削孔調査  
桁側面を削孔し，PC グラウトの充填状
況を確認する．また，PC 鋼材の表面を
ブラシで磨くなどし，PC 鋼材の状態を
目視する．  
PC 
グラウト  
の充填  
状況  
PC グラウトの  
充填状況  非破壊
調査  
放射線透過法
コンクリート表面から X 線等を使って
放射線透過写真を撮影する．  
衝撃弾性波法
（インパクト
エコー法）
コンクリート表面に鋼球打撃により弾
性波を入力し，反射波を受信し周波数
スペクトル解析を行う．  
広帯域  
超音波法  
高強度で広帯域の超音波を入力し，起
生波を収録する．収録した起生波をフ
ィルタリングし，特定シースからの反
射波特性を分析する．  
 
2.2.3 不確定性を考慮した塩害劣化既設 PC 道路橋の劣化予測や構造安全性評価に関
する既往の研究 
塩害により劣化した既設ポステン PCT 桁橋の構造安全性を評価するにおいては，まず建
設当時の設計で考慮されていた構造安全性を，復元設計により把握する必要がある．その
後，対象橋は塩害劣化により構造安全性低下が生じている可能性があるため，PC 鋼材の腐
食状況を点検・詳細調査によりできる限り詳細に把握し，実状に即した評価モデルを構築
することが求められる．そして構築した評価モデルを用いて耐荷力を算定し，現行の設計
荷重と比較して要求性能以上の構造安全性が確保できているかを評価することとなる．設
計荷重に対する安全性の判断基準としては安全率が考慮される．道路橋を例に取ると，式
（2.1）により安全率が算定される．  
( )
1M
MMrγ du −=   · ······································································  （2.1）  
ここで，  γ ：安全率  
r ：たわみまたは鉄筋ひずみの実測値に対する計算値の比  
M1 ：設計活荷重による曲げモーメント  
Md ：設計死荷重による曲げモーメント  
Mu ：桁の破壊抵抗曲げモーメント  
塩害により劣化した既設ポステン PCT 桁橋が保有する現状の安全性は，建設当初の設計
では考慮されない種々の要因の影響を受ける．例えば，PC 鋼材に発生する腐食程度のばら
つきや腐食 PC 鋼材の機械的性能低下のばらつき等が挙げられる．特に限界状態に近い場
合には，耐荷力および断面力のばらつきを考慮することが重要となる．このような，ばら
つきを考慮した評価手法としては，信頼性指標（安全性指標）による方法がある．信頼性
指標を用いることにより，構造物の安全性の余裕度を種々のばらつきの大きさを基準とし
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て評価することができる．信頼性指標 β の算定にはばらつきの分布形状を必要としないた
め，現行レベルと同等の点検・詳細調査によるデータ収集により評価可能であるといえる． 
対象とする性能関数が線形の場合で，確率変数が互いに独立でかつ正規分布または対数
正規分布にしたがう場合には，Cornell18)により提案された 1 次近似 2 次モーメント法（式
（2.2）および式（2.3））により信頼性指標 β は算定できる．  
M
M
σ
μβ =   · ·············································································  （2.2） 
SRM −=   · ·········································································  （2.3） 
ここで， β ：信頼性指標  
μ ：平均値  
 σ ：標準偏差  
M ：安全余裕  
 R ：耐力  
 S ：断面力  
一方，対象とする性能関数が非線形性を有している場合には，Hasofer & Lind19)により提
案された破壊面上での展開にもとづく信頼性指標 β（式（2.4））を適用することができる．
宮本ら20)および森川21)は，この手法を既設 RC 橋の信頼性評価に対して適用している．  
2
1
1
2min ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛= ∑
=∂∈
n
i
iwZ
zβ   · ··································································  （2.4） 
ここで， 
i
i
X
Xi
i
X
z σ
μ−= ，i=1,2,･･･,n 
X=(X1,X2,･･･,Xn) ：基本変数  
∂w ：z 座標系における破壊面  
また近年，材料特性，荷重作用等の安全性に影響を及ぼす因子等の各パラメータの分布
形状を正確に反映させたモンテカルロシミュレーションを行うことにより，安全余裕 M を
直接算定する手法が提案されている．松崎ら22)は，モンテカルロシミュレーションの試行
回数を十分に多く設定することにより，安全余裕 M<0 となる確率，つまり破壊確率を算定
し，その破壊確率を信頼性指標 β に変換し，評価している．一方，森川ら23)は，モンテカ
ルロシミュレーションにより算定した安全余裕 M の分布が正規分布にしたがうことを確
認したうえで，1 次近似 2 次モーメント法により信頼性指標 β を算定し，評価している．  
信頼性解析にもとづいた PC 橋の安全性評価に関する検討事例は少ないが，ここでは塩
害劣化した PC 橋の耐荷力評価に関する既往の研究について概観し，課題について整理す
る．  
松崎ら 22)は，プレテンション方式 PCT 桁橋を対象に，実橋梁の交通データを解析した活
荷重と塩害環境のハザードを考慮し，各パラメータの不確定性を反映させたモンテカルロ
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シミュレーションによる構造安全性評価を行っている．その中で，新設時の当初設計にお
いてはそれら 2 つのハザード特性を適切に考慮することが必要であることを指摘している．
鴨谷ら24),25)は，塩害劣化したポステン PCT 桁橋を対象に，超過重量車両の通行を考慮した
活荷重と，既往の塩害劣化した道路橋において得られた PC 鋼材腐食量と塩化物イオン濃
度の関係を用いて，信頼性指標 β にもとづいた安全性評価を行っている．ここでは，腐食
PC 鋼材の機械的性能低下と，ばらつきを詳細にモデル化した耐荷力評価手法を構築し，塩
害劣化が既設ポステン PCT 桁橋の安全性評価に与える影響について詳細に評価している． 
また，腐食した PC 鋼材の遅れ破壊の影響を考慮した信頼性解析の事例としては，建設
コンサルタンツ協会26)において著者らが行った検討がある．ここでは，塩害劣化したポス
テン PCT 桁橋を対象に，既往の塩害劣化した道路橋において得られた PC 鋼材腐食量と塩
化物イオン濃度の関係を用いて劣化予測を行うとともに，グラウト充填不良部における PC
鋼材の遅れ破壊現象をワイブル分布確率モデルとして考慮し，信頼性指標 β にもとづく安
全性評価を行っている．ここで，ワイブル分布確率モデルとしては，進展期開始からの経
過年が 200 年後に，20%の PC 鋼線が破断するものと仮定したモデルを採用している．  
一方，Izquierdo ら27)は，塩害劣化した鋼コンクリート合成 PC 箱桁において，8 年間継
続的に鋼材の腐食量を測定することにより，腐食進行確率モデルを作成している．また，
応力腐食割れ室内試験結果より，応力腐食割れ確率モデルを作成している．それらの確率
モデルをモンテカルロシミュレーションにより考慮した PC 箱桁の非線形解析を行い，終
局限界状態について時間軸を考慮した信頼性評価を行っている．  
さらに Darmawan ら28)は，PC 鋼より線について促進腐食試験を実施し，最大局部腐食に
着目した腐食進行の確率モデルを作成している．PC 鋼より線の腐食は，より線外周に位置
する 6 本の PC 鋼線が互いに独立に腐食が進行すると仮定している．また，局部腐食の進
行および応力腐食割れを考慮した PC 鋼線毎の破断モデルを採用しており，1 本の PC 鋼線
が破断した場合に残りの PC 鋼線へ応力が再分配される効果を考慮している．それにより
PC 鋼線の逐次破壊が起こることを指摘している．ここで，応力腐食割れについては，
Izquierdo ら 27)が設定した確率モデルを考慮している．それらの劣化モデルをモンテカルロ
シミュレーションにより考慮したプレテンション方式 PC 桁の非線形 FEM 解析を行い，終
局限界状態および使用限界状態について，時間軸を考慮した信頼性評価を行っている．  
既往の研究では，塩害に関する各種パラメータの不確定性および遅れ破壊現象を考慮し
た PCT 桁橋の信頼性評価が行われている．これらの研究で示されるとおり，構造安全性や
耐久性に関わる各種パラメータの不確定性を同時に考慮したモンテカルロシミュレーショ
ンによる信頼性解析を行う手法は，劣化のばらつきが大きい塩害に着目した評価において
は合理的な手法といえる．しかし，より信頼度の高い構造安全性評価を行うためには，PC
鋼線束の劣化進行と PC 鋼線素線の位置毎の局部腐食の進行の関係，腐食した PC 鋼線の遅
れ破壊現象について PC 鋼線素線に生じた局部腐食形状が遅れ破壊感受性に及ぼす影響，
 およびグ
ることが
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生じている．建設省では，実構造物から採取したコアの調査，土木研究所の暴露実験，諸
外国の鉄筋コンクリート構造物に対する規制値及び総塩化物量の試算結果を踏まえ，1986
（昭和 61）年に塩分総量規制を実施した．1999（平成 11）年に行われた建設省・運輸省・
農林水産省合同の所管構造物の劣化実態調査結果29)では，塩分総量規制が実施されて以降
に建設された構造物においては，塩害による劣化構造物はほとんど認められていないこと
が報告されている．  
 
2.3.3 飛来塩分による塩害 
飛来塩分による塩害は，日本海側の海岸線付近など海洋からの飛来塩分量が多い地域に
おいて多数顕在化している．プレテンション方式 PC 橋の塩害は，桁表面に付着した飛来
塩分がコンクリート中へ侵入し，PC 鋼材周辺部コンクリートの塩化物イオン濃度が限界値
を超え，PC 鋼材の不動態皮膜が破壊され腐食が発生するために生じる．一方，ポストテン
ション方式の塩害は，同様なメカニズムでシースが腐食・損傷し，さらにシース内に塩化
物イオンが侵入することで PC 鋼材の腐食が発生するために生じる．PC 鋼材やシースの腐
食が発生すると，腐食生成物の体積膨張によりコンクリートのひび割れが発生する．  
海洋からの飛来塩分量が多い塩害環境下では，構造物表面に付着する塩化物イオン濃度
が高いことから塩化物イオンのコンクリート中への拡散が速くなり，供用後 10～20 年程度
という比較的早期に塩害が発生する事例が報告されている．例えば，日本海沿岸に位置す
る 1965（昭和 40）年に建設された既設ポステン PCT 桁道路橋30)では，建設後 10 年後頃に
は主桁に錆汁やひび割れが顕在化し，16 年後から補修が開始された．その後，補修，補強
が繰り返し施されたが，建設後 33 年が経過した 1998（平成 10）年に供用が停止された．
既設 PC 橋においては，曝露される表面積が大きい主桁形状である PCT 桁橋で塩害発生事
例が多く，構造安全性を担保する上で特に重要な主ケーブルに腐食が発生している場合が
多い．  
 
2.3.4 凍結防止剤による塩害 
凍結防止剤による塩害は，寒冷な内陸部で冬季に使用される塩化物系の凍結防止剤（塩
化ナトリウム，塩化カルシウム，塩化マグネシウム等）が溶解した塩水から，コンクリー
ト中に塩化物イオンが侵入し発生する塩害である．国内の道路においては，1993（平成 5）
年にスパイクタイヤの使用が禁止されて以降，凍結防止剤の散布量は年々増加傾向にあり
（図 2.4），凍結防止剤に由来する塩化物イオンがコンクリート橋に与える影響が懸念され
ている．  
小尾ら31)は，凍結防止剤が散布される路線の多数の橋梁を調査し，マクロ的に凍害や塩
害およびその複合劣化に対する影響を把握することを試みている．ここでは，凍結防止剤
を含んだ水が流れだす部位において，塩化物イオン濃度が高くなる傾向を確認しており，
 今後内部
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分的なグラウト充填不良が確認されている．  
過去のポステン方式 PC 桁橋において，グラウト充填不良が発生する原因としては，以
下の要因が挙げられる．  
1) 過去のグラウト充填方法によるもの  
2) 過去のグラウト充填材料の品質によるもの  
3) 過去のポストテンション方式 PCT 桁の構造形式によるもの  
過去のグラウトは，注入口から注入して排出口から排出されれば，その中間は完全に充
填されているとしてよいという考え方であった．しかし，グラウトの先流れ現象により，
残留空気が発生する（図  2.5）ことが明らかになり，その充填方法ではグラウトの完全充
填を補償できなくなった．  
 
 
図 2.5 グラウトの先流れによる残留空気発生のメカニズム36) 
 
1970 年代頃までのポステン単純 PCT 桁では，PC 鋼材として直径 7mm などの PC 鋼線を
12 本 1 束とされているものが多用されていた．この時，1 束あたりの緊張力が 60tf 程度と
なったことから，当時の技術ではその容量の定着部をすべて桁端部に配置しきれずに，一
部を桁高に応じて配置角度 20°から 25°に曲上げて主桁上縁に定着していた．1969（昭和
44）年制定のポストテンション非合成 T 桁橋の建設省標準設計においては，全ての支間長
に関して上縁定着ケーブルが採用されていた．1980（昭和 55）年に改定された建設省標準
設計図集では支間長 28m 超の場合に端部定着が原則であるが，28m 以下の場合には上縁定
着ケーブルを採用することが認められていた．その後，1994（平成 6）年に改定された建
設省標準設計図集において，全ての支間長に関して端部定着のみを採用することが原則と
されたことから，現在，上縁定着ケーブルは採用されていない．  
当時の PC 鋼材配置例（図 2.6）を見ると，PC 鋼線束の配置は，5 本が上縁に定着され
ており，大きく曲げ上げられている状況が確認できる．このような PC 鋼線配置がなされ
た T 桁においてグラウト充填時にブリーディングが多く発生した場合に，上縁定着部の近
傍にブリーディング水が抜けた後の空隙（図  2.7）が生じることが，グラウト充填不良が
発生する要因となっている．  
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ているが，グラウト充填が不完全な場合には水の浸入がない状況では PC 鋼材の腐食は認
められていないものの，過酷な塩害環境下では PC 鋼材の著しい腐食と素線破断が確認さ
れたことを報告している．  
シース内の空隙と PC 鋼材腐食の関係について，野島38)らはグラウトの空隙に着目し，
空隙内部の環境条件と鋼材腐食の関係について実験を行っている．その結果，空隙内部の
環境条件が湿潤に置かれた場合にマクロセル腐食を生じ，特に空隙に塩水が滞水していた
場合には著しい腐食が生じたことが確認されている．一方，空隙に水等を注入せず閉塞し
た状態では，3 年半暴露した供試体においても PC 鋼材は発錆していなかったことも報告し
ている．  
白川ら39)は，既設ポステン PC 道路橋の主ケーブルで多く採用されていた PC 鋼線束に着
目し，主ケーブル曲上げ部におけるグラウト充填不良部を想定した供試体を作成し促進腐
食試験を行っている．その結果，グラウトはブリーディンの影響も含め，素線間，素線と
シースの隙間に充填されない傾向にあり，素線と素線，シースと素線の接している箇所近
傍で，局部腐食が進行しやすいことを明らかにしている．  
 
2.4 腐食した PC 鋼線および PC 桁に関する既往の研究 
本節では，既設 PC 道路橋における腐食した PC 鋼材および PC 桁に関する既往の研究に
ついて，概要を述べる．  
 
2.4.1 腐食した PC 鋼線の力学的性能に関する既往の研究 
腐食した PC 鋼線は，腐食の進行とともに，最大荷重，破断伸びおよびみかけの弾性係
数等の各種力学的性能が低下することが知られている．  
岩城ら40)は，青森県内の塩害劣化により架替に至った PC 道路橋より採取した PC 鋼線（φ
7mm）を用いて引張試験を実施している．ここでは，最大荷重残存率および 0.2%耐力残存
率はともに鋼材質量減少率の増加に伴い直線的に低下した一方，破断伸びと鋼材質量減少
率の関係は鋼材質量減少率 10%までは急激に低下しその後は緩やかな減少に転じる傾向を
示したことを報告している．  
また廣江ら41)は，日本海沿岸部の塩害劣化により架替に至った既設 PC 道路橋 4 橋より
採取した PC 鋼線（φ5mm，φ7mm）を用いて引張試験を実施している．引張試験の結果
を図 2.8 に示す．ここでは， PC 鋼線の引張試験において，最大荷重残存率と 0.2％耐力残
存率はともに，鋼材質量減少率の増加に伴いφ5mm，φ7mm ともに同程度に直線的に低下
したことを示している．また，破断伸び残存率は，鋼材質量減少率 10%程度より小さな段
階において大幅に低下したという傾向を示している．なお，φ7mm の PC 鋼線はφ5mm の
PC 鋼線と比較し，破断伸び残存率の減少幅が小さい傾向も確認でき，破断伸びは PC 鋼線
の直径により減少傾向に差がある可能性があることを指摘している．  
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図 2.8 質量減少率と各種残存率との関係 41) 
 
2.4.2 腐食した PC 鋼線の遅れ破壊に関する既往の研究 
実構造物における PC 鋼線の破断事例を図 2.9 に示す．PC 鋼線の長手方向に亀裂が進展
している状況が確認できる．伸線加工を施した PC 鋼線および PC 鋼より線は，硬く脆い組
織であるセメンタイト相と軟らかく延性に優れたフェライト相の層状の多相組織であるパ
ーライト鋼で形成されている．活性溶解型の応力腐食割れの亀裂は，活性溶解型応力腐食
環境において PC 鋼線に引張応力が作用し，フェライト相で鉄が溶出することにより亀裂
が発生・進展し，その亀裂の進展をセメンタイト相が阻止し，セメンタイト相に沿って向
きを変え，PC 鋼線の長手方向に亀裂が進展することが知られている42)．一方，水素脆化割
れの破断性状はマクロ的にみると，ガラス棒が割れたような破断面となることが知られて
いる43)．  
 
 
図 2.9  PC 鋼線の破断事例 36) 
 
PC 構造物の場合，PC 鋼線に緊張力が作用しているため，遅れ破壊（応力腐食割れ，水
素脆化割れ）により脆性的な破断に至る可能性が指摘されている．U. Nürnberger44)は，種々
の PC 構造物用鋼材は通常の鋼材と比較し腐食の影響を受けやすいことから，外部の腐食
因子から保護する必要があることを指摘している．そして，PC 鋼材の脆性破壊のメカニズ
29 
 
ムについて，1)局部腐食による断面減少に起因した残存耐力の低下，2)応力腐食割れ（活
性溶解型応力腐食割れ，もしくは水素脆化割れ），3)腐食疲労割れ，の可能性があることを
説明している．  
白川ら45)は，電食切欠きを施した PC 鋼線について応力腐食割れ試験を実施している．
ここでは，電食切欠きのある PC 鋼線は，切欠きの無い PC 鋼線と比較し，破断時間が短く
なることを明らかにしている．また Sanchez ら46)は，同じく電食切欠きを施した PC 鋼線に
ついて，水素脆化割れ試験を実施している．そして，平均応力が同程度の PC 鋼線につい
て，応力拡大係数が大きな切欠き部においては破断しやすいことを示している．  
鈴木・中村・樽井47)は，米国で破断した吊橋のワイヤを入手し，その破面解析を行って
いる．その破面解析結果と，実験室で実施した水素脆化割れ破面および疲労破壊破面と比
較し，実破面は疲労破壊破面に酷似しており，水素脆化破面とは異なっていることを示し
ている．そして実破面は，孔食部を起点として，そこから疲労により亀裂が伝播して破断
に至っていること明らかにしている．  
鈴木・中村48)は，促進腐食させた橋梁用亜鉛めっき鋼線を用いて，鋼線中の水素濃度が
腐食の進行によりどのように変化するかを調べている．その結果，腐食の進行に対して拡
散性水素濃度は増加せずに，水素脆化の影響が顕著になる限界拡散性水素濃度に比べ十分
に小さく，促進腐食させた橋梁用亜鉛めっき鋼線については水素脆化の影響が小さいこと
を明らかにしている．  
竹内ら49)は，塩害劣化により架替に至った日本海沿岸部の PC 道路橋より採取した PC 鋼
線（φ5mm）を用いて疲労試験を実施している．疲労試験で得られた S-N 線図を図  2.10
に示す．試験結果から，腐食 PC 鋼線の疲労強度は，健全 PC 鋼線よりも低下する傾向にあ
ることが確認されている．腐食により断面積が減少した PC 鋼線の疲労試験では，繰返し
載荷において断面欠損位置に応力が集中し，静的な引張試験よりも大きな応力が生じたこ
とが，明確な疲労強度低下が生じた理由と推察している．さらに村越ら50)は，旧建設省の
標準設計とほぼ同形状のポステン単純 PCT 桁橋（支間 30m）において，活荷重作用時に  
 
 
図 2.10 健全・腐食 PC 鋼線の S-N 線図 49) 
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有効緊張力の損失は限定的なものであると考慮すると，主ケーブル内に残存した PC 鋼線
素線において引張力の再配分が生じることとなる．その場合，残存した PC 鋼線素線にお
いては引張応力の増加が動的に作用することが考えられる．  
 
2.5 今後の課題 
以上に，自治体等における維持管理体制，既設 PC 道路橋の維持管理の取り組み，既設
PC 道路橋における塩害発生要因，既設 PC 道路橋に関する詳細調査方法，腐食した PC 鋼
材の力学的性能，腐食した PC 鋼材の遅れ破壊，腐食した PC 桁の耐荷性能，アンボンド
PC 桁の耐荷性能および不確定性を考慮した塩害劣化 PC 橋の劣化予測や構造安全性評価に
ついて，現在までに明らかとなっている国内外の知見についてとりまとめた．しかし，こ
れまで取りまとめされていない自治体内部における橋梁維持管理組織体制や，橋梁維持管
理を行う上で明らかとはなっていない事象やメカニズムも数多くある．そこで本論文では，
これまで列挙した知見の中で，本論文において考えるべき課題について以下に整理する． 
 
1) 自治体における道路橋梁を取り巻く組織体制，特に維持管理段階における組織体制は
様々であり，これまで府県と市町村内部組織のマネジメントシステムにまで踏み込ん
だ現状と課題が取りまとめられた事例はない．自治体の橋梁長寿命化修繕計画策定の
流れをとおしたマネジメントシステムの実態分析を行うことが必要である．  
2) 既設 PC 道路橋においては，複数の塩害劣化メカニズムが考えられ，合理的な維持管
理を行う上では，劣化メカニズムを特定しそれに応じた対策を行うことが重要である．
既往の研究では，グラウト充填不良部を模擬した促進腐食試験が行われているが，除
錆やグラウト除去を行った上での局部腐食発生状況の詳細な評価がなされていないこ
とから，促進腐食した PC 鋼材について局部腐食発生状況の整理および詳細評価を行
う必要がある．  
3) PC 構造物は，PC 鋼線に緊張力が作用しているため，遅れ破壊（応力腐食割れ，水素
脆化割れ等）により脆性的な破断に至る可能性が指摘されている．また，著しい塩害
劣化を受けた既設 PC 道路橋の PC 鋼線が，脆性的に破断した事例が報告されている．
既往の研究では，電食切欠きを有する PC 鋼線の遅れ破壊試験が行われているが，腐
食した PC 鋼線について試験がなされていないことから，腐食した PC 鋼材について遅
れ破壊（活性溶解型応力腐食割れ，水素脆化割れ）に関する実験的検討を実施し，遅
れ破壊の感受性評価を行う必要がある．  
4) 塩害劣化したポステン PCT 桁橋については，腐食した鋼材の力学的性質の低下に加え
て遅れ破壊の発生が構造安全性の低下に直結することが明らかとなっている．塩害劣
化したポステン PCT 桁橋について，構造安全性や耐久性に関わる各種パラメータの不
確定性を同時に考慮したモンテカルロシミュレーションにもとづいた信頼性解析を行
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う手法は，劣化のばらつきが大きい塩害に着目した評価においては，合理的な手法で
ある．既往の研究では，塩害に関する各種パラメータの不確定性および遅れ破壊現象
を考慮したポステン PCT 桁橋の安全性評価は行われているが，腐食 PC 鋼線の遅れ破
壊現象について PC 鋼線素線に生じた局部腐食形状が遅れ破壊感受性に及ぼす影響を
詳細に考慮した評価はされていないことから，遅れ破壊感受性について詳細に考慮し
たポステン PCT 桁橋の安全性評価を行う必要がある．  
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第3章 自治体道路橋梁維持管理の現状と対策の検討 
3.1 橋梁維持管理の現状 
3.1.1 管理橋梁の状況 
我が国には道路橋は全国に約 70 万橋存在する．その内，高度経済成長期以降に集中的
に整備した橋梁が，今後急速に高齢化し 10 年後には建設後 50 年経過する橋梁が 4 割以上
になることが見込まれている．全国の橋梁の内，7 割以上となる約 50 万橋が市町村道にあ
り，大部分の橋梁は自治体の中でも市町村が管理している状況にある．  
 
3.1.2 長寿命化修繕計画の状況 
全国の自治体を対象として国土交通省が実施した実態調査1)によると，2013（平成 25）
年 4 月 1 日現在で定期点検はほぼ全ての自治体で実施されており，長寿命化修繕計画2)は
都道府県・政令市で 98%，市町村で 79%の策定率となっている．一方で，同計画にもとづ
く修繕の進捗率は都道府県・政令市で 26%，市町村で 5%に留まっている．また，通行止
めまたは通行規制されている橋梁は，全国で 1,380 橋あり，過去 5 年間で 580 橋増加して
いる．  
 
3.2 兵庫県内市町管理橋梁の維持管理状況 
3.2.1 点検進捗状況 
兵庫県内市町（神戸市除く）における，2013（平成 25）年 4 月 1 日現在での点検進捗率
を表 3.1 に示す．橋長 15m 以上の橋梁についてはほぼ 100%である．しかし，橋長 2m 以
上の橋梁を含めた点検は進捗しておらず，39 市町（神戸市，西宮市除く）の進捗率は，2015
（平成 27）年 4 月 1 日現在でも約 66%に留まっており，2015（平成 27）年度時点におい
ても鋭意点検が進められている．  
 
3.2.2 長寿命化修繕計画策定状況 
兵庫県内の全市町において，長寿命化修繕計画の策定は完了している．しかし，長寿命
化修繕計画において計画対象としてリストアップされている橋梁は，点検が完了している
橋梁のみであることから，対象橋梁数でみた場合の長寿命化修繕計画策定の進捗率は低い． 
39 市町（神戸市，西宮市除く）における橋長 2m 以上の橋梁を含めた長寿命化修繕計画，
の進捗率は，点検の進捗率と同じく 2015（平成 27）年 4 月 1 日現在でも約 66%に留まっ
ている．現時点で長寿命化修繕計画に計画対象としてリストアップされていない橋梁は，
点検が完了後，速やかに計画に反映される予定である．  
 
3.2.3 修繕対策実施状況 
兵庫県内市町（神戸市除く）における，2013（平成 25）年 4 月 1 日現在での，橋長 15m
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以上の橋梁に関する老朽化による損傷や旧設計条件の使用等に伴う重量制限や通行止め橋
梁数は，県管理橋（1 橋）と比較して，県内市町（神戸市除く）管理橋は 31 橋と数多く発
生している3)．  
 
表 3.1 兵庫県内市町の点検・長寿命化修繕計画・修繕進捗状況4) 
 
 
3.2.4 県内市町管理橋梁の損傷状況 
(1) 分析対象点検データ 
公益財団法人兵庫県まちづくり技術センターが運営する市町橋梁マネジメントシステ
ムより抽出した，兵庫県内 39 市町（神戸市，西宮市除く）の点検データを用いて，市町管
理橋の損傷進行状況および地域・構造特性などによる損傷発生傾向を把握することを目的
に，分析を行った．  
点検は 5 年に 1 回の頻度で行うことが基本となっており，一部の県内市町では 2015（平
成 27）年度より 2 巡目の点検を開始している．2 巡目点検からは評価基準が変更されてい
ることから，本分析では 2 巡目点検結果は使用せず，初回点検の結果のみを使用した．ま
た，評価基準には「基礎データ収集要領（○○市町版）」5)（以降，基礎データ収集要領）
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と「兵庫県簡易点検要領」6)が用いられているが，本分析においては，市町橋梁マネジメ
ントシステムに点検データが蓄積されている，基礎データ収集要領にもとづく点検データ
のみを用いた．県内市町毎の点検済み橋梁数および点検データ蓄積数の分布を図 3.1 に示
す．なお，県内市町では，今回のデータ分析に利用した初回点検以前に橋梁補修が行われ
た事例はほぼないことから，補修後に点検が行われたデータは含まれていない．  
 
表 3.2 管理橋梁数と点検データ蓄積橋数 
対 象  橋梁数  備 考  
管理橋梁数  約 2 万橋  橋長 2m 以上の全橋梁  
点検済み橋梁数  13117 橋  基礎データ収集要領と簡易点検要領  
点検データ蓄積橋数  8812 橋  基礎データ収集要領によるデータ蓄積数
 
  
(a)点検済み橋梁数           (b)点検データ蓄積数  
図 3.1 検討対象点検データの状況 
 
(2) 損傷評価区分 
基礎データ収集要領では，損傷の種類を 13 分類し，それぞれ発生することが考えられ
る調査箇所毎に近接目視もしくは遠望目視点検を行うこととしている．損傷度の評価とし
ては，「有・無」の 2 段階にて評価する損傷種類と，「a～e」の 5 段階にて評価する損傷（①
鋼部材腐食，⑤コンクリート部材ひび割れ，⑦剥離・鉄筋露出，⑨床版ひび割れ）がある．
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5 段階評価では，a が最も損傷度が低く，e が最も損傷度が高いと規定されている．  
ここでは，コンクリート部材の剥離・鉄筋露出に着目し，分析を行った．コンクリート
部材剥離・鉄筋露出の評価区分を表 3.3 に示す．  
また，初回点検では行われていないが，2 巡目点検からは点検における損傷判定区分を
もとに，健全性を『定性的』に診断することとなっている．健全性の診断は，国土交通省
道路局より示される判定区分7)（表  3.4）を用いることとなっており，健全性の診断におけ
る「Ⅳ」判定は，発生している損傷が橋梁の構造安全性に及ぼす影響の大きさにより判断
される．ここでは損傷判定区分「e」の判定に対して，損傷の規模，発生箇所，損傷要因，
橋梁構造，環境，通行車両の状況等を判断した上で判断される．  
また，基礎データ収集要領にもとづく点検データを集約した市町橋梁マネジメントシス
テムでは，部材種類毎に損傷度を重み付け評価した「健全度（100 点が健全，10 点以下が
深刻な損傷）」を算定している．  
 
表 3.3 損傷程度の評価区分（コンクリート部材剥離・鉄筋露出） 
評価の目安  区 分  
損傷なし  a 
 －  b 
剥離のみが生じている  c 
鉄筋が露出しているが，鉄筋の腐食は軽微である  d 
鉄筋が露出しており，鉄筋が著しく腐食している  e 
 
表 3.4 国土交通省による健全性診断の判定区分 
区 分  状 態  
Ⅰ  健全  構造物の機能に支障が生じていない状態  
Ⅱ  予防保全段階  構造物の機能に支障が生じていないが，予防保全の観
点から措置を講ずることが望ましい状態  
Ⅲ  早期措置段階  構造物の機能に支障が生じる可能性があり，早期に措
置を講ずべき状態  
Ⅳ  緊急措置段階  構造物の機能に支障が生じている，又は生じる可能性
が著しく高く，緊急に措置を講ずべき状態  
 
 
(3) データ分析における地域区分 
データ分析を行うにおいて，兵庫県の地理的特性，気象条件を考慮し，図 3.2 に示す地
域区分を設定した．紫色を日本海，緑色を山間 A，黄色を山間 B，青色を瀬戸内，赤色を
阪神，茶色を淡路島と分類した．  
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図 3.2 データ分析における地域区分 
 
(4) 上部工 PC 桁・RC 桁の健全度分布 
基礎データ収集要領に示される部材毎の健全度算定手法により算定した，PC 桁および
RC 桁のひび割れの健全度を，地域区分毎に塩分総量規制およびアルカリ骨材反応抑制対
策（以降，塩害・アル骨対策）前後（架設竣工年が 1986 年以前，1987 年以降）およびノ
ンブリーディングタイプの PC グラウト材料採用前後（架設竣工年が 1995 年以前，1996
年以降）の比較を行った状況を図  3.3～図  3.5 に示す．  
PC 桁について，塩害・アル骨対策前に建設された PC 橋の内，約 20%の橋梁において深
刻なひび割れ損傷が確認されている．しかし，塩害・アル骨対策後およびノンブリーディ
ング PC グラウト採用後は，深刻な損傷があると判断される健全度 10 点以下の橋梁が，阪
神地域を除き，明確に減少している状況がわかる．PC 桁は一般的に，RC 桁と比較して耐
久性に優れた構造物として認識されており，作用力による要因にて深刻な損傷が発生する
ことは少ない．すなわち，PC 桁内部の主ケーブルに変状が生じた結果として，ひび割れ損
傷が誘発されている可能性があることから，これら PC 桁のひび割れ損傷については，今
後，劣化状況を詳細評価し，PC 桁の性能評価を行う必要があると考えられる．また，比較
的架設年次が新しい PC 橋の損傷が阪神地域に集中する要因として考えられるのは，使用
材料による要因，環境による要因および施工状況による要因である．早期に損傷が進行す
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る要因を確認するために，今後，コンクリート圧縮強度試験，コンクリート含有塩分量試
験，グラウト充填度調査などの詳細調査を実施する必要があると考えられる．  
一方，RC 桁については，塩害・アル骨対策前後と健全度の関係について明確な傾向は
みられない．  
 
  
図 3.3 地域区分毎・塩害対策前後の PC 桁－ひび割れの健全度 
 
  
図 3.4 地域区分毎・ブリーディング対策前後の PC 桁－ひび割れの健全度 
 
  
図 3.5 地域区分毎・塩害対策前後の RC 桁－ひび割れの健全度 
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3.3 橋梁維持管理体制の現状 
これまで述べたように，国内の自治体における橋梁点検の実施や橋梁長寿命化修繕計画
の策定については進捗率が向上してきており，維持管理の状況は急速に改善してきている．
一方で，自治体内部の橋梁維持管理体制については，国，土木学会や各自治体において，
土木系技術職員の不足など組織体制の脆弱さなど多くの課題が指摘されている．しかし，
自治体における道路橋梁を取り巻く組織体制，特に維持管理段階における組織体制は様々
であり，これまで府県と市町村内部組織のマネジメントシステムにまで踏み込んだ現状と
課題が取りまとめられた事例はない．  
ここでは，自治体の橋梁長寿命化修繕計画策定を通して把握したマネジメントシステム
の実態を，内部組織にまで踏み込んだ分析を行い，問題点を明らかにするとともに，橋梁
維持管理の実践事例を示し，今後の対応策を示す．  
 
3.3.1 維持管理組織体制の状況 
府県の維持管理組織は，本庁組織と出先事務所組織に分けられている．本庁組織におい
ては，維持管理計画策定および予算確保・配分等を主に担当しており，個別橋梁の点検，
調査設計や工事発注等を直接担当することはない．一方，出先事務所組織においては，個
別橋梁の点検，調査設計や工事発注，工事監理等を担当している．それぞれの組織への土
木系技術職員の配属体制は府県の規模等に応じて状況が異なるが，一般的に本庁には 3~4
名程度，出先事務所には 3~5 名程度ずつ配属されている．例えばある県内に 10 箇所の出
先事務所がある場合には，橋梁維持管理に携わる土木系技術職員は県全体で 40~50 名程度
いることとなる．ただし，これらの人員は，橋梁維持管理の専属職員ではなく，別の土木
施設（舗装，トンネル，交通安全施設等々）の維持管理も兼任していることに留意する必
要がある．  
一方，市町村については，大規模な管理面積（管理道路延長）を有している場合には，
府県と同じく本庁組織と出先事務所組織に分けられているが，地方の小規模な市町村の場
合には本庁組織のみで橋梁の維持管理体制は構築されている．また，出先事務所がある場
合においても，個別橋梁の点検，調査設計や工事発注については全て本庁組織にて担当し
ており，出先事務所においては発注された工事の監理や日常的な点検等を担当している．
それぞれの組織への土木系技術職員の配属体制は，府県の場合と同じく市町村の規模等に
応じて状況が異なるが，一般的な市町村の場合には本庁には 1~3 名程度，出先事務所には
0~2 名程度ずつ配属されている．例えば地方のある小規模な町の場合，橋梁維持管理に携
わる土木系技術職員の人数は，町全体で 1~3 名程度ということになる．ただし，市町村の
場合においてもこれらの人員は，橋梁維持管理の専属職員ではないことに留意する必要が
ある．  
府県と市町村における維持管理組織体制毎の，一般的な担当内容と分担を表 3.5 に示す．
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府県においては，上位計画を策定する本庁組織と，個別現場を担当する出先事務所とに役
割分担がされている．一方，市町村においては，管理橋梁数が少ないという事情があるに
しろ，計画策定から工事発注（出先事務所が無い場合には工事監理）までの内容を府県と
比較して少人数の職員にて担当していることから，より幅広い知識が市町村の土木系技術
職員へは求められている状況がわかる．  
 
表 3.5 維持管理組織体制毎の担当内容（※市町村に出先事務所がある場合） 
担当内容  府県  市町村  
長寿命化修繕計画策定  
予算確保・配分等  
本庁組織  
(3~4 名程度) 本庁組織  
(1~3 名程度) 点検発注，監理  
出先事務所  
(出先毎に  
3~5 名程度) 
補修設計 ,工事積算 ,発注
工事監理  
出先事務所  
(出先毎に  
0~2 名程度) 
 
3.3.2 橋梁関連事業の組織体制の状況 
府県および市町村毎に存在する橋梁に関連する事業を担当する部署は，保全系の業務を
担当する部署（例えば，道路保全課）と新規建設系の業務を担当する部署（例えば，道路
建設課）に分かれている場合と，それらが統合された部署（例えば，道路課）が構成され
ている場合がある．  
また，橋梁に関連する事業を大きく新規建設，架替，耐震補強，保全（点検・補修）の
4 つの分野に分類した場合，道路保全課と道路建設課が担当する分野は，府県および市町
村毎に様々なパターンが存在する．部署毎に担当すると考えられる分野の組み合わせを，
表 3.6 に示す．パターン 1 では，橋梁の保全（点検・補修）に関する内容のみ道路保全課
が担当し，橋梁の耐震補強，架替，新規建設は道路建設課が担当している．パターン 2 で
は，橋梁の保全（点検・補修），耐震補強に関する内容を道路保全課が担当し，橋梁の架替，
新規建設は道路建設課が担当している．またパターン 3 では，橋梁の保全（点検・補修），
耐震補強，架替に関する内容を道路保全課が担当し，橋梁の新規建設のみ道路建設課が担 
 
表 3.6 部署毎の担当分野 
パターン  担当課  保全 耐震
補強
架替
新規  
建設  
パターン 1 道路保全課  ○     
道路建設課   ○  ○  ○  
パターン 2 道路保全課  ○  ○    
道路建設課    ○  ○  
パターン 3 道路保全課  ○  ○  ○   
道路建設課     ○  
パターン 4 道路課  ○  ○  ○  ○  
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当している．さらにパターン 4 では，保全系の業務を担当する部署と新規建設系の業務を
担当する部署が統合されていることから，橋梁の保全（点検・補修）から新規建設に渡る
一連の橋梁関連事業を，1 つの部署である道路課にて担当している．  
ここで，自治体における予算配分は部署毎・事業毎に割り振られるものであり，同部署
内での事業間の予算配分と比較して，異なる部署での事業間の予算配分については柔軟な
調整が難しいということに留意しておく必要がある．  
 
3.3.3 府県における本庁組織と出先事務所の関係 
府県本庁組織と出先事務所組織における長寿命化修繕計画策定，予算配分，橋梁点検，
工事発注からデータ蓄積に至る橋梁の維持管理における一連の流れについて，A 県・B 県・
C 県における事例をそれぞれ図 3.6～図  3.8 に示す．なおここで取り上げた三つの府県で
の事例は，他の道府県における組織体制と概ね類似したものである．  
3 つの事例において共通している流れは，長寿命化修繕計画にもとづいた橋梁点検およ
び修繕計画を出先事務所に対して指示し，それを元に出先事務所において橋梁点検箇所お
よび修繕箇所を精査し，本庁組織に予算要望として提出することで出先事務所の予算配分
が行われるという点である．  
しかし，予算配分後の橋梁点検実施，工事実施以降の流れは，3 つの事例においては異
なっている．A 県における事例では，本庁道路保全課に配備されている点検データベース・
台帳データベースに対して，出先事務所担当者が点検および工事履歴データを直接登録す
るという，比較的単純なシステムとなっている．一方 B 県においては，本庁組織と出先事
務所との間に技術支援を担う外郭団体が組織されており，出先事務所が行う点検の支援（点
検結果チェック・点検データ集約・DB への登録作業）を受け持っている．また C 県にお
いては，B 県と同じく外郭団体が組織されているが，外郭団体内部に点検 DB が配備され
ており，出先事務所が行う点検の支援（点検結果チェック・点検データ集約・DB への登
録作業）とともに，DB の構築・メンテナンスも受け持っている．  
さらに B 県，C 県における外郭団体では，出先事務所職員が点検業務を委託し，直営点
検を行うに際して，技術的にサポートするための点検講習会をも行っている．  
 
3.3.4 本庁組織と市町村の関係 
市町村における長寿命化修繕計画策定，橋梁点検，工事発注に至る橋梁維持管理に関す
る一連の流れについて，A 県・B 県・C 県における府県本庁組織と市町村との関係の事例
をそれぞれ図 3.9～図 3.11 に示す．なおここで取り上げた三つの府県での事例は，本庁組
織と出先事務所の関係と同じく，他の道府県における本庁組織と市町村との関係と概ね類
似したものである．  
3 つの事例において共通している流れは，いずれの県においても本庁市町村道担当は，  
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図 3.6 A 県における本庁組織と出先事務所の関係 
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図 3.7 B 県における本庁組織と出先事務所の関係 
 
 
図 3.8 C 県における本庁組織と出先事務所の関係 
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図 3.9 A 県における本庁組織と市町村の関係 
 
 
図 3.10 B 県における本庁組織と市町村の関係 
 
 
図 3.11 C 県における本庁組織と市町村の関係 
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長寿命化修繕計画の策定に関する技術指導を市町村に対して行っているという点である． 
しかし，具体的な技術指導の内容は，3 つの事例においては異なっている．A 県におけ
る事例では，技術指導および点検講習会は実施するものの，台帳 DB，点検 DB および長寿
命化修繕計画策定については市町村にて個別に調達することとなっている．一方 B 県にお
いては，台帳 DB および点検 DB については市町村にて個別に調達するものの，長寿命化
修繕計画策定支援システムについては貸与されている．また C 県においては，外郭団体に
点検 DB 並びに長寿命化修繕計画策定支援システムが構築されており，市町村が外郭団体
に対して点検結果の DB への入力・管理および長寿命化修繕計画策定支援を委託している． 
 
3.4 橋梁維持管理体制の課題 
3.4.1 人事システムの課題 
市町村において維持管理に係る土木系技術職員の配属数は，府県と比較して少なく，幅
広い内容を少人数にて担当する必要があり，市町村の担当者への負担が大きくなっている
状況については前節にて示した．市町村の担当者からは，現場の体制面の充実や職員の技
術力向上に向けた研修等の実施について，要望が挙がっている．  
財政難に陥った自治体が多いなか，維持管理に係る土木系技術職員を増員することが簡
単にはできない状況において，現場体制面への対応として道路施設の維持管理・更新に係
る業務を外部民間業者へ委託により一括で実施する取り組み（包括型維持管理契約）を行
っている事例が国内外である8),9)．国内における包括型維持管理契約は，道路施設等の日常
的な点検・維持管理に限った作業を外部民間業者に委託するものである．今後国内におい
ても包括型維持管理契約を採用する自治体が増加していくことが考えられる．  
土木系技術職員の技術面への対応として，橋梁点検については建設コンサルタント等へ
の委託がなされており，橋梁診断については国土交通省が設置する技術拠点に対して技術
支援10)を求める等の対応がなされている．  
これらの取り組みにより，自治体橋梁維持管理現場の体制面の支援や職員の技術力向上
が図られようとしているが，職員数が少ないという状況は改善されてはいないことから，
依然として職員の経験の蓄積という課題は残っている．先に述べた包括型維持管理契約に
おいても，現時点では点検の結果発見された重大な損傷など診断・調査設計が必要となる
ような橋梁構造に係る修繕や補強などは対象とはされておらず，包括型維持管理契約を受
託した民間業者は自治体担当者への報告を行うこととなっている．重大損傷の報告を受け
た自治体担当者は現場を確認して状況の深刻さを理解し，場合によっては国土交通省等へ
診断を依頼し，その診断結果よりその後の調査設計および対策工事を行う必要がある．つ
まり，これらの意思決定が適切に行われてはじめて，重大な損傷の迅速な対応にまで繋が
ることとなるが，現時点においては自治体においてそのような体制を構築するには至って
いない．このような意思決定を行うための技術力は，研修等の座学のみにより得られるも
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のではなく種々の経験により蓄積されるものであり，数年で他部署へ異動を繰り返す現状
の人事システムにおいては，このような技術力を持った土木系技術職員を養成することは
困難であるという構造的な課題がある．もし自治体の人事システムが現状のまま変更され
ることがなく，橋梁維持管理の専門的な知識を有した土木系技術専門職員を養成すること
が不可能であるならば，橋梁維持管理現場体制の包括的な支援，つまり橋梁点検，診断，
調査設計から工事発注・監理に至る全体プロセスに関する包括的な技術支援を，建設コン
サルタント等へ外部委託することを検討する必要がある．  
 
3.4.2 組織体制作りの課題 
自治体に存在する橋梁に関連する事業を担当する部署は，保全系の業務を担当する部署
（例えば，道路保全課）と新規建設系の業務を担当する部署（例えば，道路建設課）に分
かれている場合と，それらが統合された部署（例えば，道路課）が構成されている場合が
あり，それらが受け持つ橋梁に関連する事業についても種々のパターンがある状況につい
て前節にて示した．  
ここで問題となるのは，点検時に損傷を把握した場合の対応方針の考え方が，先に示し
た 4 パターンの組織体制毎に異なってくる可能性があるという点である．つまり保全（点
検・補修）の所管部署である道路保全課が橋梁に関するその他の事業計画（耐震補強計画，
架替計画等）を所管していない場合には，それら他事業を考慮した修繕計画策定および予
算要望は行われない可能性が考えられるということである．例えば，老朽化による重大な
損傷を橋梁点検にて把握した場合の対応方針判断において，パターン 1 の組織体制の場合
の道路保全課では補修による延命化が採用され，パターン 2 の場合には耐震補強も含めた
延命化が採用され，パターン 3,4 の場合には架替が採用されるといった事案が想定される． 
老朽化した橋梁に重大な損傷を発見した場合，その橋梁を機能維持して延命化させるの
か，機能向上して延命化させるのか，もしくは架替を選択するか，これらの判断は LCC に
よる比較や採用工法の技術的適用性および他事業計画との整合など，多岐にわたる評価・
調整を行う必要があり，高度な行政的視点が必要である．そのような行政判断が，行政内
部の組織体制による違いによる影響を受けないようなシステムを構築していく必要がある． 
 
3.4.3 市町村と府県組織の維持管理組織体制の関係における課題 
市町村における長寿命化修繕計画策定等に関する一連の流れについて，府県本庁組織と
市町村との関係の事例を前節にて示した．これら府県の事例においては，府県本庁組織か
ら市町村への支援方法の違いにより，市町村の長寿命化修繕計画の策定進捗状況に違いが
みられる．  
市町村においては財政的な理由により職員が自ら点検を行っている事例が多い．その場
合に，職員の点検技術力向上や，点検結果の集約・チェック体制の構築等が必要不可欠な
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ものであり，そこに府県等からの支援が必要とされている．  
県からの支援が長寿命化修繕計画策定手法や点検手法などの技術支援のみである A 県内
の市町村の場合，各市町村は個別に台帳・点検 DB を調達し，そしてそれぞれが別の建設
コンサルタントに委託して長寿命化修繕計画を策定することとなる．この場合各市町村は，
それぞれ委託した建設コンサルタントから提案を受けた点検要領を採用することとなり，
その点検要領にしがたった点検結果を得て，その点検結果を用いた長寿命化修繕計画が策
定される．つまり県内の各市町村は，県や近隣市町村とは異なる点検要領やマネジメント
システムを採用したことにより，県からの技術支援を受けにくい環境になることとなる．
また担当職員の負担も増加し，その結果として適切な橋梁の維持管理が実現できなくなる
可能性がある．  
一方，技術指導等の県からの支援に加えて，県および外郭団体が点検実施から長寿命化
修繕計画策定に至るまでのシステムを包括的に支援する体制を構築している C 県内の各市
町村の場合，各市町村は個別に台帳・点検 DB を調達する必要はない．各市町村のデータ
は外郭団体に整備されている DB にて一括で管理・運営される．また必然的に各市町村で
は同じ点検要領が採用されることから，市町村職員は外郭団体が主催する点検講習会に参
加することで効率的に点検技術力の向上を図ることができ，さらに点検 DB への入力・管
理や長寿命化修繕計画策定についても外郭団体に委託することで，職員の体制的な支援も
同時になされている．  
このように，市町村における橋梁維持管理体制の構築内容は，県やその外郭団体からの
技術支援体制のあり方により大きく異なる．市町村は担当職員数も少なく，予算規模も小
さいことから，独自の橋梁維持管理体制を個別に構築することは困難であるといえる．  
 
3.5 兵庫県内市町における維持管理体制作りの実践事例 
兵庫県内各市町（神戸市を除く），兵庫県県土整備部土木局および公益財団法人兵庫県
まちづくり技術センター（以降，センター）らは，「市町道橋梁長寿命化修繕計画策定協議
会」を創設し計画策定に係わる情報を共有するとともに，「市町道橋梁長寿命化修繕計画策
定の手引き（案）」11)および「兵庫県道路橋定期点検要領（市町版）（案）」12)を策定し，長
寿命化修繕計画の円滑な策定を目指しているところである．2008（平成 20）年度時点で点
検実施および長寿命化修繕計画策定に着手した市町は 12 市町あり，2013（平成 25）年度
末時点で全 40 市町にて計画策定を完了（15m 以上の橋梁）している．  
センターが中心となって構築する市町橋梁マネジメントシステムの全体構成を図  3.12
に示す13)．ここでは，センターが橋梁台帳・点検 DB を運用し，各市町がそれらの DB を，
インターネットを介して利用することにより，各市町の費用負担の軽減を図っている．ま
た，センターが長寿命化修繕計画策定支援および点検結果の DB 登録作業を市町から受託
することにより，担当職員の労力軽減を図りさらに効率的なデータ管理を可能にしている． 
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各市町の維持管理に係る土木系技術職員は，毎年行われる「市町道橋梁長寿命化修繕計
画策定協議会」にて情報交換を行うとともに，兵庫県道路協会（2014（平成 26）年度より，
兵庫県道路メンテナンス会議）が実施する橋梁点検講習会に参加することにより点検現場
技術の習得を継続的に行っている．各市町で実施する橋梁点検は，兵庫県が市町の橋梁点
検を支援するために策定した「兵庫県道路橋定期点検要領（市町版）（案）」を用いて実施
されている．橋梁点検は，基本的には建設コンサルタント等へ外部委託されているが，維
持管理に係る土木系技術職員が現場点検技術に習熟できている市町の場合には，小規模で
構造形式が簡易な橋梁（例えば，橋長が 2~3m 程度の RC 床版橋など）については職員自
らが点検を行っている．一方，土木系技術職員が少ない小規模な市町においては橋梁点検
業務の発注，監理が困難であるという実態に対応するため，2015（平成 27）年度から，市
町が行う橋梁点検業務をセンターがまとめて受託し，複数市町分の業務をセンターが一括
発注するとともに点検成果の横断的チェックを実施する取り組みが行われている．橋梁点
検業務を地域一括発注することにより，スケールメリットによるコスト縮減および点検の 
 
 
図 3.12 兵庫県内市町橋梁マネジメントシステム全体構成 
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精度向上を図ることを期待している．さらにセンターでは独自に橋梁点検車を調達し，受
託業者への貸与することにより，効率的に点検作業行う取り組みも進めている．  
また，橋梁点検においては健全性を適切に診断することが重要であるが，各市町が実施
する定期点検結果において橋梁の安全性に影響を及ぼす可能性のある深刻な損傷を発見し
た場合には，センターおよび学識経験者（技術顧問）らが現地診断を行い，安全性および
今後の対策方針を提言することとしている．現地診断を経て損傷を把握した橋梁は計画的
に補修対策等を行うが，損傷が大きな橋梁は対策実施までに期間を要する場合がある．そ
れらの橋梁は継続的に経過観察を行い通行の安全を確保する必要があるが，土木系技術職
員が少ない小規模な市町においては対応が困難な場合がある．2015（平成 27）年度から，
市町からの支援要請を受けた場合に，兵庫県土木系技術職員 OB による「ひょうご橋守隊」
を派遣し，ボランティアでの橋梁点検（経過観察）を代行する取り組みが行われている． 
各市町への技術指導は本庁市町道担当が中心となり行っているが，数年サイクルでの異
動があることから，詳細レベルでの技術指導を継続することは困難である．兵庫県では，
センター内に技術支援専門部署を組織し専門的な知識を有する外郭団体職員を養成するこ
とにより，体制面，技術面および財政面における橋梁マネジメントシステム全体に対する
包括的かつ継続的な技術支援を，高いレベルで実現している．このようにセンターを実質
的に機能させていくために，このセンターでは，県からの応援職員のみに頼るのではなく，
センター独自の外郭団体職員を十分に確保し，技術ノウハウを組織内に蓄積していくこと
を実践している．兵庫県内における市町支援の取り組み事例を，表  3.7 に示す．  
 
表 3.7 兵庫県内における市町支援取組事例 
組織  取り組み内容  目  的  
国・兵庫県  兵庫県道路メンテナンス会議  情報を共有  
橋梁点検講習会  点検現場技術の習得  
兵庫県  道路橋定期点検要領（市町版）  円滑な点検実施  
センター  
長寿命化修繕計画策定協議会  情報を共有  
長寿命化修繕計画策定の手引き  円滑な計画策定  
橋梁台帳・点検 DB の運用  費用負担の軽減  
市町橋梁点検業務の一括発注  コスト縮減，点検の精度向上  
DB 登録作業受託  職員の労力軽減，効率的なデータ管理
橋梁点検車を調達  効率的な点検実施  
学識経験者による現地診断  安全性および今後の対策方針を提言  
ひょうご橋守隊による経過観察  通行の安全を確保  
センター内に技術支援専門部署を組織 継続的な技術支援  
 
3.6 まとめ 
本研究では，道路橋梁の維持管理を実践する上での課題を，地方自治体の視点から整理
し，以下の事項を判明させた．  
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1) 兵庫県内 39 市町（神戸市，西宮市除く）における長寿命化修繕計画策定進捗率は，対
象橋梁数でみた場合，点検の進捗率と同じく 2015（平成 27）年 4 月 1 日現在でも約
66%に留まっている．また，老朽化による損傷や旧設計条件の使用等に伴う重量制限
や通行止め橋梁数は，県管理橋（1 橋）と比較して，県内市町（神戸市除く）管理橋
は 31 橋と数多く発生している．  
2) 兵庫県まちづくり技術センターの市町橋梁マネジメントシステムより抽出した，兵庫
県内 39 市町（神戸市，西宮市除く）の点検データを分析した．地域毎あるいは部材毎
に，損傷の進行状況は異なった傾向が確認できた．さらなる点検データの蓄積および
橋梁基本データの精度向上を図るとともに，代表橋における詳細調査を実施し，損傷
進行状況が異なる要因を確認する必要があると考えられる．また架設後 10～25 年程度
の比較的早期の段階に，剥離鉄筋露出の損傷度 e が確認されている橋梁がある．今後，
代表橋を抽出し，コンクリート圧縮強度試験などの詳細調査を実施し，早期に損傷が
進行する要因を確認する必要があると考えられる．  
3) 市町村において維持管理に係る土木系技術職員の配属数は府県と比較して少なく，幅
広い内容を少人数にて担当する必要があり，市町村の担当者への負担が大きくなって
いる．維持管理に係る職員を増員することが簡単にはできない状況において，現場体
制面および技術面への支援策の検討がなされているが，依然として職員の経験の蓄積
という課題は残されている．数年で他部署へ異動を繰り返す現状の人事システムにお
いては，このような技術力を持った職員を養成することは困難であるという構造的な
課題がある．  
4) 橋梁に重大な損傷を把握した際の対応つまり危機対応の体制は，自治体の職員を中心
においた体制により構築する必要があるが，迅速かつ適切な対応をするためには，自
治体中に橋梁維持管理の専門的な知識を有した土木系技術専門職員を養成することが
必要である．  
5) そのような土木系技術専門職員を自治体中に養成することが不可能であるならば，橋
梁維持管理現場体制の包括的な支援，つまり橋梁点検，診断，調査設計から工事発注・
監理に至る全体プロセスに関する包括的発注者支援の建設コンサルタント等への外部
委託と，道路施設等の日常的な点検・維持管理作業に関する包括型維持管理契約の民
間業者への外部委託を検討する必要がある．  
6) 自治体に存在する橋梁に関連する事業を担当する部署は，保全系の業務を担当する部
署と新規建設系の業務を担当する部署に分かれている場合と，それらが統合された部
署が構成されている場合があり，それらが受け持つ橋梁に関連する事業についても
種々のパターンがある．老朽化した橋梁に重大な損傷を発見した場合の対応方針の行
政的判断において，内部組織体制による違いによる影響を受けないようなシステムを
構築していく必要がある．  
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7) 府県本庁組織から市町村への支援方法のあり方は，市町村における長寿命化修繕計画
策定の進捗状況や適切な維持管理体制が構築できているかどうかに，大きな影響を及
ぼしている．市町村は担当職員数も少なく，予算規模も小さいことから，独自の橋梁
維持管理体制をゼロから構築することは困難である場合が多く，職員の点検技術力向
上や，点検結果の集約・チェック体制の構築において府県等からの支援が必要とされ
ている．  
8) 市町村への支援に外郭団体を活用することは有効である．さらに外郭団体内に専門的
な知識を有する外郭団体職員を独自に養成し技術ノウハウを組織内に蓄積していくこ
とにより，橋梁維持管理体制全体に対する包括的かつ継続的な技術支援を行うことが
可能となる．  
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第4章 グラウト充填不良部を模擬した促進腐食試験における PC 鋼線の局部腐
食発生状況の分析 
4.1 概説 
1970 年代に建設された既設ポストテンション方式単純 PCT 桁道路橋（以降，既設ポス
テン T 桁橋）は，桁上面に定着部を有するケーブル（以降，上縁定着ケーブル）が配置さ
れる構造形式が一般的1)であり，その構造形式においては定着部から曲上げ部の区間にお
いてブリーディング等により生じたグラウト充填不良が高い確率で発生2,3)している．現在
のように橋面防水対策が施工されていない条件の橋梁において凍結防止剤が散布された場
合，定着部を通してシース内へ凍結防止剤に由来する塩化物が侵入し，グラウト充填部と
充填不良部の境界部にてマクロセル腐食が誘発される4)こととなる．  
既設ポステン T 桁橋においては，複数の塩害劣化メカニズムが考えられ，合理的で信頼
性の高い維持管理を行う上では，劣化メカニズムを特定し，さらに詳細な劣化状況を把握
し，それに応じた対策を実施することが重要である．腐食状況を把握するための詳細調査
としては，PCT 桁の外観目視点検においてひび割れや遊離石灰を確認した箇所を抽出し，
まずは非破壊調査によりグラウトの充填状況を確認する必要がある．そしてグラウト充填
不良が確認された場所を中心に削孔調査を行い，PC 鋼材の腐食や破断状況を目視にて確認
し，局部腐食の発生状況を評価することとなる．ここで，目視により確認可能であるのは
PC 鋼線束もしくは PC 鋼より線の外周側面の削孔位置のみであり，PC 鋼線束内部の腐食
状況や延長方向への腐食の拡がりを直接把握することは困難である．  
本章では，1970 年代に建設された上縁定着ケーブルを有する標準的な既設ポステン T 桁
橋5)を研究対象とし，曲上げ部付近に発生するグラウト充填不良部境界を模擬した供試体
を作製し，その模擬供試体における PC 鋼線の促進腐食試験を行った．そして，PC 鋼線の
局部腐食の発生状況分析を，詳細劣化調査による削孔を想定し，PC 鋼線束の外周側面の点
検可能な位置と点検不可能な内部の局部腐食発生状況を比較することで，評価した．  
また，促進腐食試験後の局部腐食を有する PC 鋼線の局部腐食は複雑な形状を有してい
ることから，局部腐食パラメータ（残存断面積 A，段違い量 t，曲率半径 ρ）の計測は，電
子ノギスや側面からの 2D デジタル写真画像解析を用いた手法では，正確な計測を行うこ
とは困難である．そこで，促進腐食終了後の PC 鋼線について，3D スキャナを用いた三次
元計測を行い，3D デジタル画像モデルを作成し，その 3D モデルにおいて，複雑な形状の
各局部腐食パラメータを正確に計測することで，局部腐食の特徴分析を行った．  
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4.2 促進腐食試験概説 
4.2.1 促進腐食試験の手順 
促進腐食試験に用いる供試体については，研究対象とした上縁定着ケーブルを有する標
準的な既設ポステン T 桁橋を想定し，シースの曲上げ部においてブリーディングにより発
生したグラウト充填不良部分を模擬した，図  4.1，写真 4.1 に示す供試体を作製した．  
現在では PC 道路橋の主ケーブルとして一般に PC 鋼より線が使用されているが，本研究
対象とした既設ポステン T 桁橋では，PC 鋼線束が使用されていた．よって試験に使用し
た鋼材は，当時の設計条件に対応し PC 鋼線素線φ7mm（B 種）を 12 本平行に束ねたもの
（12φ7mm）を用い，曲上げ部の偏在を考慮してシース上側に束ねた．シース材料につい
ては，実橋では亜鉛メッキの螺旋状シースが使用されるが，本試験では供試体制作時にグ
ラウトの充填状況を確認できるよう，透明の塩化ビニール製の管を代用した．白川ら 4)の
実験によると，亜鉛メッキの効果については一時的なものであり，透明の塩化ビニール製
の管を代用してもその影響は小さいと判断できることが示されている．  
グラウトの充填不良は，PC 鋼線束がグラウトに保護されている部分と，空気中に露出し
ている部分を設けることで模擬した（写真 4.2）．PC 鋼線素線を計 216 本用いて，供試体
を合計で 18 体（PC 鋼線束 A～R）作製し促進腐食試験を行った．また，それぞれの PC 鋼
線束内の各 PC 鋼線素線は，シースに接触している部分を上として順番に 1～12 の素線番
号を割り当てている．また，PC 綱線素線の向きの記録を残すため，写真 4.3 に示すように
マーキングした．  
促進腐食期間は，1 日 1 時間 3%の塩化ナトリウム水溶液に浸漬させ，残りの時間は発泡
スチロール型の促進養生ボックス内もしくは屋外に静置させるという乾湿サイクルを繰り
返した．塩化ナトリウム水溶液に浸漬させている時間以外は，グラウト充填不良側が上に
なるようにして静置させた．試験終了後，PC 鋼線束を解体し，各 PC 鋼線素線を常温にお
いて 10%濃度のクエン酸二アンモニウム溶液に 2 日間浸漬させた後，水洗い，ブラッシン
グにより PC 鋼線素線に付着した錆を取り除いた．除錆後に，質量を 0.1g 単位で計量した．  
促進腐食試験は，2 回のシリーズに分けて実施した．シリーズ 1 については，遅れ破壊
試験に用いる促進腐食した PC 鋼線素線を作成することを目的に行ったため，促進腐食後
の PC 鋼線素線の腐食状況については，詳細な整理を行っていない．  
またシリーズ 2 については，促進腐食試験結果について詳細分析することを目的に，種々
の局部腐食パラメータを計測し分析した．その後，12 本の PC 鋼線素線を抽出し，遅れ破
壊試験に用いた．なお，本論文においては，シリーズ 2 の PC 鋼線束 K～P の分析結果につ
いて示す．PC 鋼線束 Q，R については，今後の研究資料として利用するために，約 8 ヶ月
経過後促進腐食試験は中断し，別途室内にて保管している．  
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4.2.2 各種局部腐食パラメータの評価方法 
(1) 評価方法の概要 
PC 鋼線素線における局部腐食の発生状況を詳細に評価するために，各局部腐食について，
表 4.2 に示す各パラメータを計測し，評価した．  
 
(2) グラウト境界からの距離・局部腐食位置 
PC 鋼線素線の局部腐食発生位置を，2 つの基準線からの距離を算定することにより，評
価した．グラウト充填部と充填不良部との境界線は斜め方向になっていることから（図 
4.2），各 PC 鋼線素線のグラウト充填不良境界線と局部腐食の距離を L1 とした（図  4.3）． 
また，グラウト充填不良部が最も奥側まで延びている箇所に着目し，PC 鋼線束のグラウ
ト充填不良最深部を基準線として各局部腐食までの距離を L2 とした．実橋において削孔調
査を行った際の削孔位置は，グラウト充填不良の最も進行した位置からの距離で評価する
こととなることから，実橋における調査結果と，促進腐食試験での局部腐食の発生位置を 
 
表 4.2 局部腐食パラメータの評価方法一覧 
局部腐食パラメータ  記号  単位  評価方法  
グラウト境界からの距離  L1 (mm) PC 鋼線よりメジャーで計測  
局部腐食位置  L2 (mm) PC 鋼線よりメジャーで計測  
局部腐食角度パラメータ  γ －  展開画像より計測  
質量減少率  Δw (%) PC 鋼線より電子スケールで計測  
断面積減少率  ΔA (%) ノギスまたは 3D モデルより計測  
残存断面積  Ares (mm2) ノギスまたは 3D モデルより計測  
局部腐食深さ  d (mm) ノギスにて計測  
局部腐食長さ  l (mm) 展開画像より計測  
局部腐食幅  w (mm) 展開画像より計測  
段違い量  t (mm) 3D モデルより計測  
曲率半径  ρ (mm) 3D モデルより計測  
 
 
図 4.2 グラウト付着の境界例（O-4） 
 
 
図 4.3 グラウト境界からの距離・局部腐食位置 
 対応付け
を行って
 
(3) 
局部腐
ように，
 
(4) 
質量減
により算
Δ
こ
    
 
 
 
 
(5) 
腐食し
を計測し
2 の促進
Δ
こ
    
 
 
図
る指標と
いる．  
局部腐食角
食が PC 鋼
PC 鋼線素
質量減少率
少率は，グ
出した．
⎩⎨
⎧ −−=
cL
Mw 11
こで，  Δ
    M
 Ls
 L
 U
断面積減少
た PC 鋼線
，式（4.2
腐食終了後
( 0 −= AAA re
こで，  Δ
    A
 A
 4.4 局部
しては，L2
度パラメ
線素線の
線の断面を
 
ラウト充填
 
×
×
massorrosion
massound
U
UL
w ：質
1 ：実
ound ：実
corrosion ：実
mass ：健
率 
素線の直
）により断
の PC 鋼線
) 1000 ×÷ As
A ：断
res ：4
0 ：健
腐食角度パ
が指標とな
ータ 
断面内で発
45°毎に
不足部の
⎭⎬
⎫s   · ·······
量減少率
験後 PC 鋼
験後 PC 鋼
験後 PC 鋼
全 PC 鋼線
径は，図 4
面減少率∆
について
  · ·········
面積減少率
方向の直径
全 PC 鋼線
 
ラメータ
59 
る．4.4 以
生している
8 分割し，
局部腐食が
··············
線の全体質
線の健全部
線の腐食部
の単位長さ
.5 に示すよ
A を求めた
は，3D モデ
··············
 
の平均値を
の断面積
降では，局
状況を把握
局部腐食の
発生してい
··············
量  
分長さ（m
分長さ（m
あたり質量
うに電子
．なお，3
ルより残
··············
直径とし
（mm2）  
図
部腐食位置
するため
発生角度
る部分のみ
··············
m）  
m）  
，0.302
ノギスを用
D スキャン
存断面積を
··············
た残存断面
4.5 直径
4
L2 を用い
に，図 4.4
を評価した
を抽出し
·····  （4.1
（g/mm）  
いて 4 方向
を行ったシ
計測した．
·····  （4.2
積（mm2）
の計測 
電子ノギス
方向の直径を測定
た評価
に示す
．  
，式（4.1）
）  
の直径
リーズ
 
）  
 
 
 (6) 
局部腐
と d0 の
る断面減
 
 
(7) 
局部腐
鋼線の
 
(8) 
促進腐
とから，
の 2D デ
こで，シ
を行い，
示す局部
 
 
局部腐食深
食の最深
差を局部腐
少の影響
局部腐食長
食の腐食
2D 展開画像
段違い量
食試験後
局部腐食
ジタル写
リーズ 2
3D デジタ
腐食の段
腐食
さ 
部の残存直
食深さ d と
も含まれて
さ・幅 
幅と腐食長
を作成し
・曲率半径
の局部腐食
パラメータ
真画像解析
の促進腐食
ル画像モデ
違い量 t お
健全
PC鋼線
径 d0 を電子
して評価
いることと
局
測，
※腐
図 4.6
さについて
，展開画像
を有する P
（段違い量
を用いた手
終了後の P
ルを作成
よび曲率半
腐食
d
PC鋼線
図 4.7
60 
ノギスを
した．つま
なる．  
部腐食の最
腐食深さd
亀裂
食深さdには，
局部腐食深
，各 PC 鋼
上で計測し
C 鋼線の局
t，曲率半
法では，正
C 鋼線につ
した．そし
径 ρ を計測
深さ
段
局部腐食パ
用いて計測
り，局部腐
深部の残存
は「健全時
d
d0
一様腐食に
さの計測
線の局部腐
た．  
部腐食は
径 ρ）の計
確な計測
いて，3D
て，その 3
した．  
違い量
t
ラメータ
し，健全時
食深さ d に
電子ノ
直径d0を電
PC鋼線径－
よる断面減少
食の記録
，複雑な形
測は，電子
を行うこと
スキャナを
D モデルに
曲率半径
ρ
PC 鋼線直
は，一様腐
ギス
子ノギスで
d0」にて算
PC鋼線
の影響も含ま
を残すため
状を有して
ノギスや側
は困難であ
用いた三次
おいて，図
 
径（7mm）
食によ
計
定
れる  
に，PC
いるこ
面から
る．そ
元計測
 4.7 に
61 
 
4.3 PC 鋼線束の軸方向・断面方向の局部腐食発生状況分析 
4.3.1 PC 鋼線束の腐食状況 
シリーズ 2 の促進腐食終了後の解体前の PC 鋼線束の状況を，写真  4.4 に示す．ここで，
上側とは各供試体のシースと PC 鋼線束が接触していた PC 鋼線束上面側（PC 鋼線素線番
号 1～6（以降，No.1～6 とする）上面側）を示しており，下側とはシースと PC 鋼線束が
空洞により接触していない下面側（No.9～12 下面側）を示している．また，グラウトが充
填されている箇所の PC 鋼線束については，全く腐食は確認できず健全な状態であったた
め，ここにはグラウト充填不良部分の腐食した区間のみを示す．  
一般的にポストテンション方式の PCT 桁橋で使用されるシースは螺旋状の形状をして
いることから，シースと PC 鋼線束の間に螺旋状に隙間が生じ，その隙間に沿ってグラウ
トが充填されることが考えられる．本試験では，シースに透明の塩化ビニール製管を利用
していることから，そのような隙間は発生しない．つまりグラウトの充填性については，
本試験の方が実橋より厳しい条件であるといえる．PC 鋼線素線間の隙間については，PC 
鋼線素線同士が平行になった状態で腹圧を受けていることから，PC 鋼線束の長手方向から
グラウト充填されることとなるが，PC 鋼線束直角方向からはグラウト充填はなされないと
考えられる．ただし，現在のポステン T 桁橋では，主ケーブルとして一般に PC 鋼より線
が使用されており，さらに当時よりグラウトの品質が向上していることから，本研究対象
とした既設ポステン T 桁橋と比較し，より信頼性の高いグラウト充填が行われていると考
えられる．  
各供試体でシースに接している No.1～6 側では空洞側の No.9～12 に比べ，腐食部分が湿
潤状態であった．これは，促進養生ボックス内の高温多湿環境で腐食させていたことから，
シースと PC 鋼線束間に表面張力による腐食液の液膜が生じ，腐食液が乾くまでに時間を
要したためと考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
PC 鋼線束 K（上:No.1～6 上側，下:No.9～12 下側） 
写真 4.4 PC 鋼線束の促進腐食試験後の状況（除錆前） 
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PC 鋼線束 L（上:No.1～6 上側，下:No.9～12 下側） 
 
 
 
 
PC 鋼線束 M（上:No.1～6 上側，下:No.9～12 下側） 
 
 
 
 
PC 鋼線束 N（上:No.1～6 上側，下:No.9～12 下側） 
 
 
 
 
PC 鋼線束 O（上:No.1～6 上側，下:No.9～12 下側） 
 
 
 
PC 鋼線束 P（上:No.1～6 上側，下:No.9～12 下側） 
写真 4.4 PC 鋼線束の促進腐食試験後の状況（除錆前）（続き） 
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4.3.2 PC 鋼線の質量減少率 
シリーズ 2 の促進腐食試験を行った PC 鋼線束 K～P の 6 体について，PC 鋼線素線に分
解し各 PC 鋼線素線の質量減少率を測定した．各 PC 鋼線素線の質量減少率を図  4.8 に示す．
各 PC 鋼線束の解体結果をみると，PC 鋼線束の上部の位置する No.2,5，3,4 でグラウト充
填不良部分が長くなり，PC 鋼線束下部に位置する No.9,12，10,11 で短くなっている．  
質量減少率は，概ね促進腐食期間が長くなるにつれて高くなり，腐食が進行している状
況がわかる．また各 PC 鋼線束において，内部に位置する No.7,8 については，PC 鋼線束外
周に位置するその他の PC 鋼線と比較し，質量減少率が低く，腐食の進行程度が小さい傾
向が確認できた．No.7,8 は，PC 鋼線束内部に位置していることから，外周部に位置する
PC 鋼線と比較して酸素供給量が少ないことが，腐食進行が遅い要因と推察できる．  
PC 鋼線束毎の平均質量減少率および最大質量減少率を表 4.3 に表す．PC 鋼線束の腐食
期間をⅠ～Ⅳの 4 つのグループに分類（概ねⅠが 6%程度，Ⅱが 8%程度，Ⅲが 10%程度，
Ⅳが 12%程度と想定）し，次節以降の局部腐食の発生状況の評価・分析を行った．  
 
 
図 4.8 PC 鋼線束毎の解体結果 
 
表 4.3 PC 鋼線束毎の平均質量減少率と腐食期間のグループの分類 
腐食期間 
PC 鋼線
束名 
鋼線名
平均質量
減少率 
最大質量
減少率 
PC 鋼線束腐食 
期間のグループ 
質量  
減少率 
3 ヶ月(91 日) K K-1~12 5.57 7.81 Ⅰ  6% 
4 ヶ月(124 日) L L-1~12 7.62 8.79 
Ⅱ  8% 5 ヶ月(159 日) M M-1~12 7.31 10.13 
6 ヶ月(187 日) N N-1~12 10.61 13.63 
Ⅲ  10% 7 ヶ月(219 日) O O-1~12 8.71 11.02 
8 ヶ月(260 日) P P-1~12 11.73 15.29 Ⅳ  12% 
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4.3.3 PC 鋼線軸方向の局部腐食発生状況 
(1) 腐食状況 
PC 鋼線束外周に位置する，PC 鋼線束 P の PC 鋼線素線番号 1 の素線（以降，P-1 とする）
の展開画像を図 4.9 に，PC 鋼線束内部に位置する P-8 の展開画像を図 4.10 に示す．ここ
で，PC 鋼線素線の質量減少率はそれぞれ 14.89%，9.27%であった．  
P-1 についてみると，P-1 全体で 63 個の局部腐食が発生しており，グラウト充填部分（ピ
ンク着色部）近傍の L2 が 100～200mm 付近に局部腐食が集中している状況が確認できる．
これは，グラウト充填不良境界部に塩水が溜まることで，グラウト充填不良境界近傍にお
いてグラウト充填不良側がアノード，グラウト充填側がカソードとなるマクロセル腐食が
発生していることが考えられる．P-8 は，P-1 と比較して局部腐食の発生数は少なく，PC
鋼線全体で 31 個の局部腐食が発生している．  
 
 
 
(a)グラウト不足部（端部～中央） 
 
(b)グラウト不足部（中央～境界部） 
※ピンク着色箇所はグラウト充填部分を示す 
図 4.9 PC 鋼線束外周に位置する PC 鋼線素線の展開画像例（P-1） 
 
 
(a)グラウト不足部（端部～中央） 
 
(b)グラウト不足部（中央～境界部） 
図 4.10 PC 鋼線束内部に位置する PC 鋼線素線の展開画像例（P-8） 
　鋼線同士の接触箇所　　　　　　　　　　　　シースと鋼線の接触箇所
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このように，局部腐食の発生状況は，同じ PC 鋼線束であっても，断面内での PC 鋼線素
線の位置により大きく異なる状況が確認できる．  
 
(2) 局部腐食の抽出 
シリーズ 2 の促進腐食試験後に解体し得られた PC 鋼線素線（72 本）について，局部腐
食を計測したが，この腐食の中にはマクロセル腐食に起因した局部腐食と，長手方向へ溝
型に進行した腐食が混在している．そこで，実橋において PC 鋼線破断の起点になり得る
局部腐食を抽出するために，全腐食から溝型に進行した腐食を除外し，評価することとし
た．局部腐食と溝型に進行した腐食とのしきい値については明確な基準がないことから，
ここでは，l/w（腐食長さ/腐食幅）が 5 を超過する腐食は，w（腐食幅）が 4mm 程度より
狭いという関係（図 4.11）に着目し，l/w が 5 未満のものを局部腐食として抽出した．  
全 PC 鋼線素線（72 本）において計測した腐食（局部腐食および溝型腐食）は 2483 個（PC
鋼線素線 1 本あたりの局部腐食数は約 35 個）であった．ここから溝型腐食を除外した局部
腐食数は 2145 個であった．以降の局部腐食の発生状況評価については，l/w が 5 未満の局
部腐食について検討を行う．  
 
  
図 4.11 局部腐食の抽出 
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(3) 局部腐食の発生位置 
各グラウト充填不良境界からの距離 L1 と局部腐食数の関係を図 4.12 に示す．促進腐食
期間が長くなるにしたがい，局部腐食数は増加している．全ての PC 鋼線束について，L1
が 450~500mm の位置で局部腐食が少なくなる傾向が確認できた．これは，グラウト充填
不良境界と比較し，PC 鋼線束鋼線端部の方が，腐食液が乾燥しやすく，腐食液の付着量が
少ない環境にあったことが起因していると考えられる．しかし，PC 鋼線束における L1 と
局部腐食数の関係については，有意な相関関係はみられなかった．  
 
   
   
   
図 4.12 PC 鋼線束毎のグラウト境界からの距離 L1 と局部腐食数の関係 
 
次に，PC 鋼線束のグラウト充填不良最深部から局部腐食までの距離 L2 と局部腐食数の
関係を図  4.13 に示す．実橋において削孔調査を行った際の削孔位置は，グラウト充填不
良の最も進行した位置からの距離で評価することとなることから，実橋における調査結果
と促進腐食試験での局部腐食の発生位置を対応付ける指標としては，L2 が指標となると考
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えられる．  
PC 鋼線束 K については，L2 が 100mm 位置および 250mm 位置において局部腐食数が増
加している．また PC 鋼線束 M については，L2 が 50mm 位置で局部腐食数が増加するもの
のそれ以降増減はみられず，明確な相関関係は確認できない．PC 鋼線束 L，N，O，P に
ついては，L2 が 100～200mm 位置で局部腐食数が増加し，300mm 位置で減少し，また 350
～450mm 位置で増加するという傾向が確認できた．これは，L2 が 100mm 位置付近に腐食
液が滞在し，グラウト充填不良境界近傍においてグラウト充填不良側の鋼材がアノード，
グラウト充填側の鋼材がカソードとなるマクロセル腐食が発生し，局部腐食が形成された
ものと考えられる．また，L2 が 350～450mm 位置で局部腐食が増加した要因は，PC 鋼線
束断面内で外周側 PC 鋼線素線がアノード，内部側 PC 鋼線素線がカソードとなるマクロセ
ル腐食が生じた可能性が考えられる．さらに，全ての PC 鋼線束において，L2 が 500mm の
位置で局部腐食が少なくなる傾向が確認できた．  
 
   
   
   
図 4.13 PC 鋼線束毎の局部腐食位置 L2 と局部腐食数の関係 
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(4) 最大局部腐食深さの発生位置 
各グラウト充填不良境界からの距離 L1 と PC 鋼線素線の最大局部腐食深さ Dmax との関係
を図 4.14 に示す．ここで，図中プロット上の数値は PC 鋼線素線番号を示している．促進
腐食期間が長くなるにしたがい，Dmax が大きくなる傾向がみられ，PC 鋼線束内部に位置す
る No.7,8 は外周部の PC 鋼線に比べ，Dmax が小さい傾向が確認できた．  
Dmax の発生位置については，端部付近（400～500mm）で発生している Dmax は比較的小
さく，グラウト充填不良境界近傍付近（0～150mm）では Dmax が発生しやすい傾向が確認
できた．局部腐食の発生数と同じく，端部付近（400～500mm）より，グラウト充填不良
境界近傍で大きな局部腐食が形成される傾向がみられる． 
 
   
   
   
図 4.14 各供試体のグラウト境界からの距離 L1 と最大局部腐食深さ Dmax の関係 
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PC 鋼線束のグラウト充填不良最深部から局部腐食までの距離 L2と各 PC 鋼線の最大局部
腐食深さ Dmax との関係を図 4.15 に示す．L2 が 100～200mm 付近で各 PC 鋼線素線につい
て Dmax が最大となる局部腐食が発生しやすい傾向にある．この傾向は，図 4.13 に示す L2
と局部腐食数の関係と類似しており，この位置では局部腐食が発生しやすく，さらに腐食
深さも大きい．これは，促進腐食試験に用いた促進養生ボックス内は高温多湿環境にある
ことから，屋外環境と比較し酸素供給が少なく，屋外環境であれば PC 鋼線束端部付近（400
～500mm）に存在するカソード部が酸素供給により活性化することが想定されるのに対し
て，本試験においては PC 鋼線束端部のカソードは活性化せず，グラウト充填不良境界に
おけるマクロセル腐食が活性化したことが要因と推察できる．  
 
   
   
   
図 4.15 各供試体の局部腐食位置 L2 と最大腐食深さ Dmax の関係 
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4.4.2 平均局部腐食深さの算出 
実橋での詳細調査においては，桁側面への削孔コアから PC 鋼線束の外周側面のみ観察
することができ，さらにそこで計測可能なパラメータは局部腐食形状（腐食長さ l，腐食
幅 w，腐食深さ d）のみである（図 4.19）．そこで，詳細調査で把握可能な局部腐食形状の
パラメータを用いて，PC 鋼線素線の表面積あたりの局部腐食の進行度を，評価可能な指標
として平均局部腐食深さ Dave を算出し，評価することとした．Dave は，以下の式（4.3）に
より算出する．ここで，式（4.3）の右辺の分母は対象とする角度θにおけるある区間 l0
あたりの表面積であり，分子は対象とする角度θにおけるある区間 l0 あたりの全局部腐食
の体積の和である．ここで，一様腐食による断面減少は PC 鋼線素線の直径を計測する必
要があり，桁側面の削孔コアでは計測することができないことから，Dave の算定において
は一様腐食による断面減少の影響は考慮していない．  
図 4.18 に示す目視可能箇所と目視不可能箇所について，各 PC 鋼線素線の Dave を算出し
た．次節以降に，Dave のヒストグラム（局部腐食位置 50mm 毎に算定）を示す．  
°⋅
=
∑
=
3602
4/
0
1 θπ
π
rl
dwl
D
n
i
iii
ave
  · ·······························································  （4.3）  
ここで，  Dave ：PC 鋼線の表面積あたりの平均局部腐食深さ（mm）  
        li ：i 番目の局部腐食の腐食長さ（mm）  
  wi ：i 番目の局部腐食の腐食幅（mm）  
  di ：i 番目の局部腐食の腐食深さ（mm）  
  l0 ：対象区間長さ（mm）  
  ｒ  ：PC 鋼線の半径（mm）  
θ ：目視可能箇所もしくは目視不可能箇所の対象角度（°）  
 
 
図 4.19 平均局部腐食深さ Dave の算出 
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4.4.3 PC 鋼線束外面の平均局部腐食深さ 
PC 鋼線束の質量減少率で分類した 4 つの PC 鋼線束の腐食期間グループⅠ～Ⅳ（表 4.3）
毎に，目視可能な外周側面の局部腐食の PC 鋼線束のグラウト充填不良最深部から局部腐
食までの距離 L2 と平均局部腐食深さ Dave の関係を整理した状況を図 4.20 に示す．腐食期
間が長くなるにつれ，Dave が増加する傾向がみられ，局部腐食が進行している状況が確認
できる．腐食期間グループⅠ，Ⅱについては全体的に局部腐食は進行しておらず，L2 と
Dave の関係において明確な傾向は確認できない．一方，腐食期間グループⅢ，Ⅳでは，L2
が 100～200mm 位置で Dave が増加するが，300mm 位置で減少し，また 350～450mm 位置で
増加するという傾向が確認できた．腐食期間グループⅣにおいては，特に L2 が 150mm 位
置で Dave が 0.15mm を超過し，局部腐食の進行が著しい状況が確認できた．なかでも，PC
鋼線束の側面に位置する No.1,6，2,5，9,12 の PC 鋼線において Dave が高くなっている．  
 
   
   
図 4.20 目視可能箇所の L2 と Dave の関係 
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4.4.4 PC 鋼線束内面の平均局部腐食深さ 
PC 鋼線束の腐食期間グループⅠ～Ⅳ（表  4.3）毎に，目視不可能な内部の局部腐食の
PC 鋼線束のグラウト充填不良最深部から局部腐食までの距離 L2 と平均局部腐食深さ Dave
の関係を図  4.21 に示す．目視不可能な PC 鋼線束内部の局部腐食についても，目視可能な
外周側面の局部腐食と同様に，腐食期間が長くなるにつれ Dave が増加する傾向がみられ，
局部腐食が進行している状況が確認できる．腐食期間グループⅠ，Ⅱ，Ⅲについては，L2
と Dave の関係において明確な傾向は確認できない．一方，腐食期間グループⅣでは，L2 が
200mm までは Dave が増加し，250mm で Dave は減少し，それ以降の区間では同程度の Dave
で推移している．この傾向は，外面の Dave が 300mm 位置で減少し，また 350～450mm 位
置で増加するという傾向と異なる傾向である．このことから，腐食期間グループⅣでは，
L2 が 250～450mm の区間において，PC 鋼線束断面内で外周側 PC 鋼線がアノード，内面側
PC 鋼線がカソードとなるマクロセル腐食が発生している可能性が推察できる．  
 
   
   
図 4.21 目視不可能箇所の L2 と Dave の関係 
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4.4.5 PC 鋼線束内面・外面の平均局部腐食深さの関係 
局部腐食位置毎の平均局部腐食深さ Dave に関する目視可能箇所と不可能箇所の関係を図 
4.22 に示す．PC 鋼線素線番号 No.1,6，9,12 に関しては，目視可能箇所の Dave が目視不可
能箇所の Dave と比較して，大きい傾向が確認できる．また，No.2,5 においては内外面で同
程度の局部腐食が発生する傾向が確認できた．No.3,4，No.10,11 については，ばらつきが
大きく有意な相関はみられなかった．  
このことから，PC 鋼線束の側面に位置する No.1,6，No.9,12 については，目視可能な外
面において局部腐食が確認できた場合，同位置の目視不可能な内面では外面と比較して腐
食程度は小さい可能性が高いことが解った．また，同じく PC 鋼線束の側面に位置する
No.2,5 においては，目視可能な外面で局部腐食が確認された場合，同位置の内面において
も同程度の局部腐食が発生している可能性が高いことがわかる．  
 
    
    
    
図 4.22 PC 鋼線位置毎の目視可能箇所の Dave と目視不可能箇所の Dave の関係 
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全ての PC 鋼線素線に関する，目視可能な外周側面の平均局部腐食深さ Dave と，目視不
可能な内面の平均局部腐食深さ Dave との関係を図 4.23 に示す．ここで図中からは，目視
不可能箇所のみを有する No.7,8 については，局部腐食の発生および程度が小さいことから
除外している．また回帰直線は，腐食期間グループⅣの局部腐食位置 L2 が 250mm 以降の
データについては，PC 鋼線束断面内でのマクロセル腐食の発生が考えられるため，除外し
算定している． 
PC 鋼線束の腐食期間グループⅠ，Ⅱについては，全体的に Dave の値は小さく局部腐食
の進行度が低いことから，目視可能箇所と目視不可能箇所の Dave の関係において明確な傾
向は確認できない．一方，腐食期間グループⅢでは，目視可能箇所と目視不可能箇所の Dave
の関係において正の相関関係がみられ，内外面の同位置では，同程度に局部腐食は進行し
ていく状況が確認できた．また，腐食期間グループⅣでは，L2 が 200mm 以下の位置での
目視可能箇所と目視不可能箇所の Dave については正の相関関係がみられる一方，250mm 以
上の位置での Dave についてはばらつきが大きく，目視可能箇所の Dave が卓越している状況
が確認できる．このばらつきは，前節にて述べたとおりに，腐食期間グループⅣでは，L2
が 250～450mm の区間において PC 鋼線束断面内で外周側 PC 鋼線素線がアノード，内面側
PC 鋼線素線がカソードとなるマクロセル腐食が発生していることが要因であると考えら
れる．  
PC 鋼線束の腐食期間グループ毎の内外面の平均局部腐食深さ Dave には，腐食期間グル
ープⅣの L2 が 250mm 以上の区間を除いた回帰直線から，PC 鋼線束同位置の外面と比較し，
内面の Dave がやや卓越している傾向が確認できた．これらの結果より，既設 PC 道路橋の
詳細劣化調査において，コア削孔した孔内より目視可能な外周側面の PC 鋼線素線におい
て局部腐食の形状を測定できた場合に，目視不可能な内面の PC 鋼線素線の局部腐食進行
度について推察できる可能性があることを示している．  
 
 
図 4.23 目視可能箇所の Dave と目視不可能箇所の Dave の関係（No.7,8 を除く）
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示す．  
3D スキャンに使用する PC 鋼線素線は，PC 鋼線素線番号 No.7,8 を除く外周部に位置す
る PC 鋼線素線を対象とし，質量減少率に配慮して選定した．3D スキャン実施後の PC 鋼
線素線は，遅れ破壊試験に用いることを予定していたことから，実橋における PC 鋼線の
破断事例7)は PC 鋼線束の外周部で報告されていること，および§4.3.4 において PC 鋼線束
外周部に位置する PC 鋼線素線は内側の PC 鋼線素線と比較し Dmax が大きい傾向が確認で
きていること等を勘案し，より遅れ破壊の感受性が高いと考えられる外周部に位置する PC
鋼線素線から選定した．  
3D スキャンに使用した PC 鋼線素線の一覧を，表 4.5 に示す．質量減少率は 6%程度か
ら 14%程度の範囲の中から，計 16 本の PC 鋼線素線を選定した．3D スキャンの計測範囲
は，グラウト不良境界部から 300mm の区間を対象に計測を行っている．  
3D スキャン実施後の PC 鋼線素線 16 本のうち N-3，O-11，P-1，P-6 を除いた 12 本につ
いては，第 5 章で行う活性溶解型応力腐食割れ試験に用いた．残りの 4 本については，別
途実施した高温塩化物応力腐食割れ試験に用いたため，本論第 5 章の活性溶解型応力腐食
割れ試験では使用していない．  
 
4.5.2 3D スキャンにより把握した局部腐食形状 
3D スキャンにより作成した 16 本の 3D モデルについて， 3D データ検査・計測ソフト
である Geomagic Verify Viewer を用いて，残存断面積 Ares，段違い量 t および曲率半径 ρ を
計測した．また，それらのパラメータを用いて，修正段差型板状モデルによる弾性応力集
中係数αmod を算定した．αmod の算定式については 5 章において詳述する．  
それぞれの 3D モデルについて，Ares が最小となる箇所の 3D モデルを図 4.24 に，その
箇所の各局部腐食パラメータを表  4.6 に示す．また，αmod が最大となる箇所の 3D モデル
を図 4.25 に，その箇所の各局部腐食パラメータを表 4.7 に示す．図中 PC 鋼線素線番号横
の括弧内の数値は質量減少率を示す．  
3D スキャンを行った 16 本の PC 鋼線素線のうち，M-9，M-4，O-12 については Ares が最
小となる箇所と，αmod が最大となる箇所は，同じ局部腐食であった．M-4，N-6 のαmod は
他の PC 鋼線素線と比較し低い値となったが，質量減少率によらず，αmod に大きな相違は
みられなかった．しかし，質量減少率が大きい PC 鋼線素線ほど，Ares の最小値は低い値と
なり，質量減少率の増加にしたがい，個々の局部腐食も進行している状況がわかる． 
3D スキャンを行った 16 本の PC 鋼線素線の，全局部腐食のパラメータ（Ares，t，ρ）に
ついて相関関係を整理した（図  4.26，表  4.8）．また，電子ノギスを用いて計測した局部
腐食深さ d についても比較のために示す．t と d については，相関係数が 0.81 と比較的高
く，正の相関関係がみられた．それ以外の各局部腐食パラメータの相関関係についてはば
らつきが大きく，明確な傾向は確認できなかった．  
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(a) 素線の腐食グループ①        (b) 素線の腐食グループ②  
  
     (c) 素線の腐食グループ③        (d) 素線の腐食グループ④  
図 4.39 素線の腐食グループ毎の質量減少率のヒストグラム 
 
 
図 4.40 素線の腐食グループ毎の質量減少率の確率密度関数 
 
表 4.10 素線の腐食グループ毎の質量減少率の対数正規分布パラメータ 
素線の腐食グループ  期待値（%）  標準偏差  
①  5.9 1.3 
②  8.0 1.6 
③  9.9 1.5 
④  13.9 1.4 
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(3) 断面積減少率 
3D スキャンを行った PC 鋼線（計 16 本）について，PC 鋼線素線において計測した局部
腐食に関する，腐食グループ毎の断面積減少率ΔA のヒストグラムを図 4.41 (a)~(c)に示す．
ここで，素線の腐食グループ①の PC 鋼線は 3D スキャンを行っていないため，ここでは②
～④の各図を示す．ΔA は，素線の腐食グループの進行に伴い，平均値が増加するととも
に，最大値についても大きくなっていく傾向が確認できる．  
素線の腐食グループ②～④におけるΔA の分布を正規分布にしたがうものとし確率密度
関数を算定した結果を図 4.41 (d) および表  4.11 に，対数正規分布にしたがうものとした
場合の確率密度関数を算定した結果を図  4.41 (e)に示す．正規分布による確率密度関数の
方が素線の腐食グループ毎の度数分布形状に適合しており，素線の腐食グループの進行に
伴い平均値および標準偏差が増加している傾向が確認できる．  
ここで，断面積減少率について，表 4.11 に示すパラメータを用いて正規分布する乱数を 
 
  
(a) 素線の腐食グループ②        (b) 素線の腐食グループ③  
  
     (c) 素線の腐食グループ④   (d) 各腐食グループの確率密度関数（正規分布） 
 
(e) 各腐食グループの確率密度関数（対数正規分布）  
図 4.41 素線の腐食グループ毎の断面積減少率のヒストグラムと確率密度関数 
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予測した場合に，現実的には発生しえない負の値が発生することが想定される．その場合
には，正規分布する乱数から，負の値については除外し評価することとした．  
 
表 4.11 素線の腐食グループ毎の断面積減少率の正規分布パラメータ 
素線の腐食グループ  平均値（%）  標準偏差  
②  6.5 2.5 
③  8.0 3.2 
④  11.6 4.8 
 
(4) 段違い量 
3D スキャンを行った PC 鋼線（計 16 本）について，PC 鋼線素線において計測した局部
腐食に関する，腐食グループ毎の段違い量 t のヒストグラムを図 4.42 に示す．ここで，素
線の腐食グループ①の PC 鋼線は 3D スキャンを行っていないため，ここでは②～④の各図
を示す．t に関しては腐食期間グループの進行に伴う明確な傾向は確認できない．  
素線の腐食グループ②～④における t の分布を対数正規分布にしたがうものとし，確率
密度関数を算定した結果を図 4.42 (d) および表 4.12 に示す．t の発生傾向には，素線の腐
食グループの進行に伴う変化はみられない．  
 
 
(a) 素線の腐食グループ②        (b) 素線の腐食グループ③  
  
     (c) 素線の腐食グループ④     (d) 各腐食グループの確率密度関数  
図 4.42 素線の腐食グループ毎の段違い量 t のヒストグラムと確率密度関数 
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表 4.12 素線の腐食グループ毎の段違い量 t の対数正規分布パラメータ 
素線の腐食グループ  期待値（mm）  標準偏差  
②  0.39 0.16 
③  0.39 0.18 
④  0.40 0.17 
 
(5) 曲率半径 
3D スキャンを行った PC 鋼線（計 16 本）について，PC 鋼線素線において計測した局部
腐食に関する，腐食グループ毎の曲率半径 ρ のヒストグラムを図 4.43 に示す．ここで，素
線の腐食グループ①の PC 鋼線は 3D スキャンを行っていないため，ここでは②～④の各図
を示す．ρに関しては腐食期間グループの進行に伴う明確な傾向は確認できない．  
素線の腐食グループ②～④におけるρの分布を対数正規分布にしたがうものとし，確率
密度関数を算定した結果を図 4.43 (d) および表 4.13 に示す．素線の腐食グループの進行
に伴い，期待値および標準偏差が若干減少している状況が確認できる．  
 
 
(a) 素線の腐食グループ②        (b) 素線の腐食グループ③  
  
     (c) 素線の腐食グループ④     (d) 各腐食グループの確率密度関数  
図 4.43 素線の腐食グループ毎の曲率半径ρのヒストグラムと確率密度関数 
 
表 4.13 素線の腐食グループ毎の曲率半径ρの対数正規分布パラメータ 
素線の腐食グループ  期待値（mm）  標準偏差  
②  1.44 0.71 
③  1.45 0.66 
④  1.30 0.62 
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(6) 局部腐食パラメータ（Ares，t，ρ）の相関係数 
3D スキャンを行った PC 鋼線（計 16 本）について，PC 鋼線素線において計測した局部
腐食に関する，腐食グループ毎の局部腐食パラメータ（Ares，t，ρ）のそれぞれの相関関係
について，図 4.44，図  4.45，図 4.46 および表 4.14 に示す．  
全ての素線の腐食グループの各局部腐食パラメータの相関関係については，ばらつきが
大きく明確な相関関係は確認できなかった．3 つの局部腐食パラメータについては，それ
ぞれ独立に局部腐食の形状が形成，進展しているものと考えられる．  
 
 
(a) 素線の腐食グループ②  
 
(b) 素線の腐食グループ③  
 
(c) 素線の腐食グループ④  
図 4.44 素線の腐食グループ毎の 
段違い量 t と曲率半径ρの関係 
 
(a) 素線の腐食グループ②  
 
(b) 素線の腐食グループ③  
 
(c) 素線の腐食グループ④  
図 4.45 素線の腐食グループ毎の 
段違い量 t と残存断面積 Ares の関係 
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(a) 素線の腐食グループ②        (b) 素線の腐食グループ③  
 
(c) 素線の腐食グループ④  
図 4.46 素線の腐食グループ毎の曲率半径ρと残存断面積 Ares の関係 
 
表 4.14 局部腐食パラメータ（Ares，t，ρ）の相関係数 
素線の腐食  
グループ  
局部腐食  
パラメータ  残存断面積 Ares 段違い量 t 曲率半径 ρ 
素線の腐食  
グループ②  
残存断面積 Ares 1.00 －  －  
段違い量 t -0.31 1.00 －  
曲率半径 ρ 0.13 -0.45 1.00 
素線の腐食  
グループ③  
残存断面積 Ares 1.00 －  －  
段違い量 t -0.47 1.00 －  
曲率半径 ρ 0.23 -0.48 1.00 
素線の腐食  
グループ④  
残存断面積 Ares 1.00 －  －  
段違い量 t -0.49 1.00 －  
曲率半径 ρ 0.30 -0.47 1.00 
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(7) 計測手法の違いによる局部腐食パラメータの関係 
3D スキャンを行った PC 鋼線素線（16 本）について，3D モデルより計測した段違い量
ｔと，PC 鋼線素線より電子ノギスを用いて直接計測した局部腐食深さ d を比較した結果を
図 4.47 に示す．図中実線は d と t の回帰直線を，また図中破線は d と t の比率が 1:1 とな
る直線を併せて示している．d は，局部腐食の最深部の残存直径 d0 を電子ノギスで計測し，
健全時 PC 鋼線径より d0 を引くことで算定していることから，一様腐食による断面減少の
影響も含まれている．よって，同じ局部腐食にて計測された d は，常に t より大きな値を
示すこととなるが，図  4.47 においても d は t と比較して同等以上となる傾向が確認できた． 
3D スキャンを行った PC 鋼線（計 16 本）について，3D モデルより計測した残存断面積
Ares-3D と，PC 鋼線素線より電子ノギスを用いて直接計測した平均直径による算定した
Ares-cali の関係を図 4.48 に示す．左図中実線は Ares-3D と Ares-cali の回帰直線を，また破線は
Ares-3D と Ares-cali の比率が 1:1 となる直線を併せて示している．ばらつきはみられるものの，
1:1 となる直線上に分布している状況が確認できた．図  4.48 (b)に Ares-3D／Ares-cali のヒスト
グラムを示す．平均は 1.01 であり，変動係数は 2.3%であった．すなわち，Ares-3D／Ares-cali
の 95%信頼区間は，0.955 から 1.045 となる．  
 
 
図 4.47 段違い量 t と局部腐食深さ d の関係 
 
  
(a) Ares-3D と Ares-cali の関係       (b) Ares-3D／Ares-cali のヒストグラム  
図 4.48 計測手法の違いによる残存断面積 Ares の関係 
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4.6 まとめ 
本章においては，既設ポステン T 桁橋の曲上げ部付近に発生するグラウト充填不良部境
界を模擬した供試体を作製し， PC 鋼線の促進腐食試験を行い，PC 鋼線の局部腐食の発生
状況を分析した．また，促進腐食試験後の PC 鋼線について，3D スキャナを用いた三次元
計測を行い 3D デジタル画像モデルを作成し，複雑な形状の各局部腐食パラメータを計測
し，局部腐食の特徴分析を行った．得られた結果について下記に示す．  
(1) 促進腐食試験を行った後の PC 鋼線束を観察すると，各供試体でシースに接している
上側は，空洞となる下側と比較し腐食部分が湿潤状態であった．これは，シースと PC
鋼線間に付着した腐食液が表面張力による液膜が生じやすく，促進養生ボックス内の
高温多湿環境で腐食させていたため，腐食液が乾くまでに時間を要したためと考えら
れる．  
(2) 促進腐食試験を行った後の PC 鋼線束を素線に分解し，質量減少率を測定した．促進
腐食期間が長くなるにつれ，PC 鋼線素線の質量減少率は増加する傾向が確認できた．
また，各 PC 鋼線束内部に位置する No.7,8 については，PC 鋼線束外周に位置するその
他の PC 鋼線と比較し質量減少率が低く，腐食の進行程度が小さい傾向が確認できた． 
(3) 分解した各 PC 鋼線について展開画像を作成し，全ての局部腐食について局部腐食位
置 L2，局部腐食深さ d，長さ l，幅 w，残存断面積 Ares を測定した．L2 が 100～200mm
位置および 350～450mm 位置で局部腐食数が多くなる傾向が確認できた．局部腐食深
さが最大となる局部腐食は，シースと PC 鋼線が接している付近や PC 鋼線が接してい
る付近の，PC 鋼線束外周上で主に発生していた．  
(4) 局部腐食を，桁側面から削孔したコアにより直接目視可能な PC 鋼線束の側面や外面
に位置する局部腐食と，それ以外の PC 鋼線束内部の目視不可能な局部腐食とに分類
し，平均局部腐食深さ Dave 指標を用いて分析した．目視可能な外面の Dave について，
PC 鋼線束の腐食期間が短いものに関しては進行度が低く局部腐食位置 L2 による明確
な関係がみられないが，PC 鋼線束の腐食期間が長くなると L2 が 100～200mm 位置で
Dave が増加するが，300mm 位置で減少し，また 350～450mm 位置で増加するという傾
向が確認できた．一方，目視不可能な内面の Dave については，同様に PC 鋼線束の腐
食期間が短いものに関しては進行度が低く局部腐食位置 L2による明確な関係がみられ
ないが，PC 鋼線束の腐食期間が長くなると L2 が 200mm までは Dave が増加するが，
250mm で Dave は減少し，それ以降の区間では Dave は増減無く推移するという傾向が確
認できた．  
(5) 同位置での外面と内面の Dave を比較した結果，PC 鋼線束の腐食期間が短いものに関し
ては進行度が低く局部腐食位置 L2 による明確な関係がみられないが，PC 鋼線束の腐
食期間が長くなると Dave には正の相関関係がみられ，L2 が 200mm 以下の位置では内
面の Dave が卓越する傾向が確認できた．つまり，既設 PC 道路橋の詳細劣化調査にお
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いて，コア削孔した孔内より目視可能な外面の PC 鋼線において局部腐食の形状を測
定できた場合に，目視不可能な内面の PC 鋼線に関する局部腐食の進行度について推
察できる可能性があることを示している．この結果を実橋梁の詳細劣化調査に適用す
ると，非破壊検査にてグラウト充填不良部を確認した場合に，グラウト充填不良境界
部より 200mm 程度の位置にて削孔したコアより PC 鋼線束外周側面の Dave を確認し，
図 4.20 に示す腐食期間グループ毎の 200mm 位置の Dave と比較することで，PC 鋼線束
の腐食期間グループを推察でき，さらに図 4.38 に示す素線位置毎の局部腐食の進行状
況を推察できる可能性がある．  
(6) 促進腐食試験後の PC 鋼線について 3D スキャナを用いた三次元計測を行い，3D デジ
タル画像モデルを作成し複雑な形状の各局部腐食パラメータを計測し，局部腐食の特
徴分析を行った．PC 鋼線束の腐食期間グループの進行に伴い断面積減少率ΔA は平均
的に増加するが，PC 鋼線素線毎のばらつきが大きくなる傾向が確認できた．また段違
い量 t，曲率半径 ρ についてはともに，PC 鋼線束の腐食期間グループの進行に伴う明
確な傾向は確認できなかった．  
(7) 最大断面積減少率に着目した PC 鋼線の素線毎のグルーピングを行い，PC 鋼線素線の
腐食グループに着目した局部腐食パラメータの発生傾向の分析を行った．断面積減少
率ΔA について，素線の腐食グループの進行に伴い，平均値が増加するとともに最大
値についても大きくなっていく傾向が確認できた．段違い量 t については，PC 鋼線素
線の腐食グループの進行に伴う明確な傾向は確認できなかった．一方，曲率半径 ρ に
ついては，PC 鋼線素線の腐食グループの進行に伴い平均値が減少するとともに最大値
についても若干小さくなっていく傾向が確認できた．  
 
 
  
98 
 
【参考文献】  
1)  土木学会：PC 構造物の現状の問題点とその対策，p.115，2003. 
2)  天谷公彦，福永靖雄，原幹夫，濵岡弘二，木下尚宜：広帯域超音波法を用いたグラウ
ト充填調査システムの開発，第 1 回北陸橋梁保全会議，pp.337-340，2013. 
3)  小林崇，國富康志，栗原勇樹，木村嘉富，本間英貴：撤去されたプレストレストコン
クリート橋による解体調査～撤去橋梁（PC 橋）を用いた臨床研究の事例紹介～，第 1
回北陸橋梁保全会議，pp.341-344，2013. 
4)  白川祐太，森川英典，鴨谷知繁：PCT 橋のグラウト充填不良部における鋼線腐食メカ
ニズムに関する実験的検討，コンクリート工学年次論文集，Vol.33，No.2，pp.493-498，
2011. 
5)  プレストレスト・コンクリート建設業協会：PC 技術の変遷，pp.98-100，2003.11. 
6)  株式会社システムクリエイト，Rexcan4，
http://www.systemcreate-inc.co.jp/products/3dscanner/rexcan4.html 
7)  玉越隆史，平賀和文，木村嘉富：PC 鋼材の腐食損傷への対応事例―妙高大橋のグラウ
ト未充填と鋼材腐食の調査―，土木技術資料，No.54-5，pp.50-51，2012. 
  
99 
 
第5章 局部腐食を考慮した PC 鋼線の腐食環境下における遅れ破壊特性評価 
5.1 概説 
これまで，高強度鋼の遅れ破壊特性に関して，PC 鋼線のような熱処理と冷間伸線加工に
よる強化を施した強伸線パーライト組織は，PC 鋼棒のような焼き戻しマルテンサイト組織
に比べて遅れ破壊感受性が低いことが報告されている1)．その理由としては，PC 鋼線は熱
処理と強伸線加工により，硬く脆い組織であるセメンタイト相と軟らかく延性に優れたフ
ェライト相の層状の多相組織であるパーライト組織で形成されていることから，破断方向
の亀裂進展の抵抗性が大きいことがあげられる．  
しかし，著しい塩害劣化を受けた既設ポストテンション方式（以降，ポステン）PCT 桁
橋において，PC 鋼線が脆性的に破断した事例が報告されている．このことから，腐食した
PC 鋼線については，遅れ破壊（活性溶解型応力腐食割れ，水素脆化割れ等）により脆性的
な破断に至る可能性が指摘されている．活性溶解型の応力腐食割れの亀裂は，活性溶解型
応力腐食環境において PC 鋼線に引張応力が作用し，フェライト相で鉄が溶出することに
より亀裂が発生・進展し，その亀裂の進展をセメンタイト相が阻止し，セメンタイト相に
沿って向きを変え，PC 鋼線の長手方向に亀裂が進展することが知られている2)．一方，水
素脆化割れの破断性状はマクロ的にみると，ガラス棒が割れたような破断面となることが
知られている3)．本研究の対象である劣化条件および PC 鋼線を平行に束ねた PC 鋼線束と
は異なるものの，一ツ葉大橋4)において，PC 鋼より線の破断事例の報告がある．破断した
PC 鋼より線では，延性破断に至っている鋼線や長手方向に進展した亀裂を伴い脆性破断に
至っている鋼線が確認されている．ここで，長手方向に亀裂が進展した鋼線は，その破断
性状から活性溶解型応力腐食割れが発生していた可能性が考えられる．  
これまで，既設ポステン PCT 桁橋の主桁内に配置される PC 鋼線では腐食は発生しにく
く，さらに PC 鋼線は遅れ破壊を起こしにくいとされてきたことから，腐食した PC 鋼線の
腐食環境下における遅れ破壊メカニズムについて詳細な検討がなされた事例は少ない．本
研究では，腐食した PC 鋼線について遅れ破壊（活性溶解型応力腐食割れ，水素脆化割れ）
に関する実験的検討を実施し，遅れ破壊の感受性評価を行った．  
また，ポストテンション方式 PC 桁においては，PC 鋼材破断後のプレストレスの損失は
部分的なものに留まり，PC 鋼材破断後に発生すると考えられる剛性低下が発生しないこと
が指摘されている5)．つまり，PC 鋼線束（主ケーブル）内の PC 鋼線素線が質量減少もし
くは遅れ破壊の影響により破断した場合においても，主ケーブルの有効緊張力の損失は限
定的なものであると考慮すると，主ケーブル内に残存した PC 鋼線素線において引張力の
再配分が生じることとなる．その場合，残存した PC 鋼線素線においては引張応力の増加
が動的に作用することが考えられる．そこで，載荷速度を変化させた場合の基本的な破断
性状および力学的特性を確認することを目的とし，局部腐食を有する PC 鋼線を用いた引
張試験を行った．  
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さらに，それぞれの実験後の PC 鋼線について，走査型電子顕微鏡（SEM）を用いて破
断面を観察し，破断の機構について考察した．そして，一般的な環境下における既設ポス
テン PCT 桁内部の PC 鋼線において生じる遅れ破壊メカニズムについて考察した．  
また，鋼構造物等において，外形が変化する箇所では局所的に応力が増大する応力集中
が生じ，疲労破壊や脆性破壊の起点となることが知られている．PC 鋼線に発生した局部腐
食についても，脆性破壊の起点となることが懸念されていることから，局部腐食における
応力集中係数を算出する必要がある．しかし，既往の応力集中係数の評価モデルでは，PC
鋼線に生じた局部腐食の形状を評価するにおいて，適用性に課題がある．そこで，PC 鋼線
に生じた局部腐食の形状を模擬した FEM 解析を行い，解析値と既往評価モデルを比較検
討し，PC 鋼線に生じた局部腐食における応力集中を評価するためのモデルを検討した．  
 
5.2 遅れ破壊発生メカニズム 
5.2.1 PC 鋼線の破断発生メカニズム概要 
本研究において対象とする，凍結防止剤使用環境下の上縁定着構造を有する既設ポステ
ン PCT 桁橋では，路面から凍結防止剤に由来する塩化物イオンが桁内部の PC 鋼線に侵入
する．その場合，まず PC 鋼線の不動態皮膜が破壊され，PC 鋼線が腐食環境にさらされる．
このとき酸素が供給される環境にあると，酸化還元反応によって鋼材表面から腐食が進行
する．つまり，不動態皮膜が破壊された箇所ではアノード・カソード反応が起こり，孔食
が形成・進展する．  
PC 鋼線が腐食環境におかれた場合に考えられる破断発生メカニズムを図 5.1 に示す．孔
食が進展し PC 鋼線断面が減少することで，緊張力が PC 鋼線自身の有する引張強度を超え，
破断に至るケースがある．これが延性破壊である．一方，腐食環境におかれた金属材料に
特定の環境下において引張応力が作用する場合に，ある時間経過後に突然脆性破壊に至る 
 
 
図 5.1  PC 鋼線が腐食環境におかれた場合の破断発生メカニズム 
101 
 
現象が知られている．これが遅れ破壊といわれる現象である．遅れ破壊という用語は，1950
年代にカドニウムメッキを施した航空機用ボルトの破損事故を契機に，知られるようにな
った6)．  
 
5.2.2 活性溶解型応力腐食割れと水素脆化割れ 
特定の環境下における金属材料の脆化現象は，応力腐食割れ（Stress Corrosion Cracking，
略して SCC），水素脆化割れ（Hydrogen Embrittlement，略して HE），水素誘起割れ（Hydrogen 
Induced Cracking，略して HIC），硫化物応力腐食割れ（Sulfide Stress Corrosion Cracking，
略して SSCC），腐食疲労（Corrosion Fatigue）等の現象に分類されている．しかしながら，
これらの区別は必ずしも明確なものではなく，しばしば混同されている．ここで，水素誘
起割れ，硫化物応力腐食割れはいずれも炭素鋼，低合金鋼特有の水素脆化割れ現象である． 
腐食環境下で発生する応力腐食割れには，水素脆化割れを含めた広義の定義と，それを
含めない狭義の定義がある．狭義の応力腐食割れについては，水素脆化割れと区別するた
めに，亀裂進展機構の観点から活性溶解型応力腐食割れ（Active Pass Corrosion Type Stress 
Corrosion Cracking，略して APC-SCC）と称される．  
本論では，応力腐食割れは水素脆化割れを含めた広義の定義として記述し，また亀裂進
展機構の観点から水素脆化割れと活性溶解型応力腐食割れを区別して記述することとした． 
応力腐食割れは，材料要因，環境要因，引張応力要因の 3 要因の組み合わせ（図 5.2）
により生じる金属材料の破壊現象の一つであり，ほとんどすべての金属材料において生ず
ることが知られている．金属材料の機械的強度よりはるかに低い引張応力下においても破
壊することから，抜本的な対応策が求められる重要な現象である．古くは蒸気ボイラーに
おいて応力腐食割れが起こることが知られていた．近年では，化学プラント，パイプライ
ンや原子力等の各種分野で発生しており，それぞれ問題となっている．  
 
 
図 5.2 材料・環境・応力の 3 要因による応力腐食割れ 
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活性溶解型応力腐食割れと水素脆化割れの 2 つの機構を図 5.3 に示す．2 つの機構はと
もに電気化学的な鉄の腐食反応がベースである．アノード反応  式（5.1）と，それと等価
に結ばれるカソード反応 式（5.2）から構成される．  
eFF ee 22 +→ +   · ····································································  （5.1）  
HHe 222 →+ +   · ··································································  （5.2） 
活性溶解型応力腐食割れでは，亀裂先端がアノード溶解し割れが進展し，アノード反応
により放出された電子は表面に移動する．活性溶解型応力腐食割れは，金属内の特定の場
所が溶解あるいは酸化して起こるものであり，引張応力によるすべりとすべった部位の溶
解・酸化が繰り返されて割れにいたる．  
一方，水素脆化割れは，カソード反応により生じた水素が鋼中に吸蔵・侵入し割れ先端
に拡散して，粒界や特定結晶面の結合力を弱め，水素化合物などを形成することにより，
割れが進展する．  
 
 
(a) 活性溶解型応力腐食割れ          (b) 水素脆化割れ  
図 5.3 応力腐食割れ機構の模式図7) 
 
このことから，活性溶解型応力腐食割れは，アノード反応による鉄の腐食溶解反応が高
まるほど，また水素脆化割れはカソード反応による水素発生反応が高まるほど，割れ感受
性が増大するものと考えられる．つまり，カソード分極により卑方向へ電位が移行する場
合には，水素脆化割れ感受性が増大し，一方，アノード分極により貴方向へ電位が移行す
る場合には，活性溶解型応力腐食割れ感受性が増大するといえる．  
これまでの研究において，材料要因，環境要因，引張応力要因の 3 要因が組み合わさっ
た場合に，脆化が発生することが知られているが，割れが生じる機構のすべてが解明され
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カソード  
 
 
アノード  
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ているわけではない．加工による材料強度変化の影響，亀裂先端の詳細な進展過程等につ
いての研究が現在も進められている．  
 
5.2.3 活性溶解型応力腐食割れと応力集中 
構造物の強度は，一般的には材料力学的手法，つまり部材形状，境界条件等から設計す
る部材の断面力，作用応力度を算定し，許容する材料強度と比較することにより安全性を
評価する．許容する材料強度は，各種材料試験をもとに設定されるが，このような材料力
学的手法は，使用する材料に亀裂・腐食などの欠陥が存在しないことを前提としている．
しかし，本研究対象の塩害劣化を受けた既設ポステン PCT 桁内の PC 鋼線には局部腐食が
存在していることから，局部腐食の形状が破断現象におよぼす影響を考慮する必要がある． 
構造部材に切欠きや孔など，形状的な不連続部が存在すると，応力状態は一様ではなく
なり，応力が局部的に集中する．これを応力集中8)という．応力集中の程度を表す指標と
しては応力集中係数 αt が用いられ，部材の形状・寸法のみによって算定される．一般には
応力集中部においても弾性状態が保持されると仮定し，式（5.3）に示す関係が成り立つ． 
ave
max
t σ
σα =   · ··········································································  （5.3）  
ここで，αt ：弾性応力集中係数  
       σmax ：仮想最大応力（弾性状態が保持されていると仮定した応力）  
       σave ：基準応力（平均応力）  
基準応力（平均応力）が弾性範囲内にあっても，応力集中部では局部的に降伏応力より
大きな応力が作用し，部分的に塑性ひずみを生じる場合がある．その場合，応力集中係数
は弾性状態の値より低下することになる．さらに荷重を増すと，塑性域は拡大して応力分
布は全体として一様になる傾向をもつ．したがって，静的引張強度は最小断面積の大きさ
に強く依存し，局所的な応力集中の影響はそれほど受けないことになる． 
局部腐食を有する PC 鋼線における局部腐食部の微視レベルの亀裂に対して供用中に引
張応力が作用し亀裂の先端がアノード溶解し割れが進展するという活性溶解型応力腐食割
れに対して，亀裂先端近傍の応力は亀裂先端で無限大となる弾性特異応力場になるという
破壊力学の考え方9)を適用することは可能である．亀裂先端近傍で弾性状態が保持されて
いると仮定した仮想最大応力は，基準応力（平均応力）と弾性応力集中係数の積により定
まる．つまり，弾性応力集中係数は，亀裂先端近傍の線形弾性論で定まる応力状態を決定
するパラメータである． 
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5.3 FEM 解析による応力集中係数評価モデルの検討 
5.3.1 検討概要 
鋼構造物等において，外形が変化する箇所では局所的に応力が増大する応力集中が生じ，
疲労破壊や脆性破壊の起点となることが知られている．PC 鋼線に発生した局部腐食につい
ても，脆性破壊の起点となることが懸念されていることから，局部腐食における応力集中
係数を算出する必要がある．  
応力集中部においても弾性状態が保持されると仮定した，弾性応力集中係数の算出式は
種々のモデルが提案されている．代表的なモデルとしては，段差型板状モデル，近似楕円
モデル，丸棒モデルなどがある10)．段差型板状モデル（図  5.4）による弾性応力集中係数
の評価式を式（5.4）に示す．最も PC 鋼線に発生した局部腐食の形状を評価するのに近い
モデルであるが，長手方向の局部腐食長さが無限長（L=∞）になっており，その部分が PC
鋼線に発生した局部腐食における状況と異なっている．また，近似楕円モデル（図  5.5）
による弾性応力集中係数の評価式を式（5.5）に示す．局部腐食の長手方向の長さが短い局
部腐食の形状を評価するのに近いモデルであるが，部材厚さが無限長（L=∞）になってお
りその部分が PC 鋼線に発生した局部腐食における状況と異なっている．  
( ){ } 65.028.21 −×+= bBtt ρα   · ·····················································  （5.4）  
ここで，  αt ：段差型板状モデルによる弾性応力集中係数  
        t ：段差の高さ  
        ρ ：段差の曲率半径  
  B ：段差が無い部分の部材厚さ  
  b ：段差がついた部分の部材厚さ  
ρα tt 21+=   · ·····································································  （5.5）  
ここで，  αt ：近似楕円モデルによる弾性応力集中係数  
        t ：段差の高さ  
        ρ ：段差の曲率半径  
 
   
図 5.4 段差型板状モデル 図 5.5 近似楕円モデル 
  
 本来は
鋼線毎に
ることは
を長手方
析を行い
局部腐食
 
5.3.2 
FEM
腐食箇所
部腐食形
部分の間
張応力と
を用い，
 
 
5.3.3 
局所的
割要素の
部分のメ
メッシ
分割，1
て 2 列整
腐食形状
分割数
の円弧部
 
，3D スキ
弾性応力
容易では
向に平行
，FEM 解
を評価す
FEM 解析概
解析に用い
をモデル
状は，段違
の直線部
して 1000
4 節点四角
FEM 解析モ
な応力集
整列数が
ッシュ分
ュ分割数
00 分割の 9
列，4 列整
は，ρ=1.0
を変化さ
分の拡大
ャナを用い
集中係数の
なく，解析
な面で切断
析値と段差
るための弾
要 
たモデル概
化し，Z 軸
い量 t，曲
分の長さの
N/mm2 を設
形平面応
デルの妥
中を FEM
，解析結果
割数と整列
は 20 分割，
通りの検討
列，8 列整
mm，t=1.0
せたモデル
図を図 5.8
て作成し
評価を行う
量が膨大と
した平面応
型板状モデ
性応力集中
要を図  5.
および Y 軸
率半径 ρ，
2 分の 1 で
定した．解
力要素を適
図 5.6
当性検討
解析により
に影響を及
数を変化さ
25 分割，
を行った
列，16 列
mm，L=0.0
の円弧部分
に示す．
105 
た 3D モデル
ことが望ま
なり困難で
力要素によ
ル式によ
係数評価モ
6 に示す．
に対称な
局部腐食に
ある L で表
析コード
用した，弾
FEM 解析モ
評価する場
ぼすことが
せた場合の
30 分割，3
．また，整
整列の 4 通
mm のモデ
の拡大図を
を用いて
しいが，
ある．そこ
る 2 次元
り算定した
デルを検
促進腐食試
4 分の 1 の
おける切
現した．
は，Autode
性微小変形
デル概要
合に，円
知られて
，解析結
5 分割，40
列数につい
りの検討
ルを使用し
図 5.7 に
FEM 解析
3 次元物体
で，PC 鋼
模擬モデル
計算値を比
討した．  
験後の PC
モデルとし
り欠き部分
引張応力に
sk Simulati
解析を行
弧部分のメ
いる．よっ
果への影響
分割，50
ては 50 分
を行った．
た．  
，整列数を
を行い，個
の応力分布
線の局部腐
を用いた
較し，PC
鋼線におけ
ている．こ
の円弧部分
ついては，
on Mechani
った．  
 
ッシュ分割
てここでは
を確認した
分割，60 分
割のモデル
またモデル
変化させた
々の PC
を求め
食部分
FEM 解
鋼線の
る局部
こで局
と円弧
単位引
cal 2013
数と分
，円弧
．  
割，75
を用い
の局部
モデル
  
 
 
   (a)
   (c)
 25 分割  
 75 分割  
図 
   (a) 
   (c) 
図 
 
    
    
5.7 分割
2 列整列
8 列整列
5.8 整列
106 
 
     
 
     
数を変化さ
 
     
 
     
数を変化さ
     
     
せたモデル
  (b) 4 列
  (d) 16
せたモデル
(b) 50 分割
(d) 100 分
例 
整列  
列整列  
例 
 
割  
 
 
 
 
107 
 
円弧部分のメッシュ分割数を変化させた場合の最大応力比の変化を図  5.9 に示す．分割
数が少なくなるにしたがい最大応力は増加する傾向にある．分割数が 50 と 100 との最大応
力の比率は 0.3%以下であり，分割数が 50 を超えると最大応力値はほぼ収束しているとい
える．また，円弧部分の整列要素数を変化させた場合の最大応力比の変化を図  5.10 に示す。
整列要素数を，2 列整列から 16 列整列まで 4 段階変化させたが，最大応力の比率は±0.1%
程度に留まっており，整列要素数が 2 以上あると最大応力値はほぼ収束しているといえる． 
このことから，以降に示すパラメトリック解析においては，円弧部分のメッシュ分割は
50，整列要素数は 2 として FEM 解析を行った．  
 
  
図 5.9 分割数を変化させた際の 
最大応力比の変化 
図 5.10 整列要素数を変化させた際の 
最大応力比の変化 
 
5.3.4 FEM 解析値と段差型板状モデル計算値との比較 
段違い量 t，曲率半径 ρ，局部腐食直線部分長の 2 分の 1 である L をパラメータとし，パ
ラメトリックに FEM 解析値を行った．t については，促進腐食試験において確認できた形
状を参考に，0.10mm，0.25mm，0.50mm，0.75mm，1.0mm の 5 ケースを設定した．ρ につ
いても，同様に，0.50mm，0.75mm，1.0mm，1.5mm，2.5mm の 5 ケースを設置した．L に
ついては，直線部分が全く無い L=0mm から，0.5mm，1.0mm，1.5mm，2.0mm，2.5mm の
6 ケースを設定した．  
FEM 解析値と段差型板状モデル計算値とを比較した結果を，図  5.11 に示す．FEM 解析
値と段差型板状モデル計算値との比率は，L が 0mm に近づくにしたがって大きくなり，L
が 1.0mm を超過すると，比率は約 1.09 程度に収束している状況がわかる．L が 0mm の場
合には，比率は最大 1.4 程度となる．これは，L が 0mm の形状については段差型板状モデ
ルの適用範囲外となっていることを示している．  
L が 0mm の場合の FEM 解析値と近似楕円モデル計算値との比率を，図 5.12 に示す．近
似楕円モデルが想定する形状は，L が 0mm を想定している．曲率半径 ρ に係わらず，段違
い量 t が 0.10mm のケースにおいては，FEM 解析値と近似楕円モデル計算値はよく一致し
ている．しかし，t が増加するにしたがい比率は大きくなり，最大約 1.4 程度となる．これ
は，近似楕円モデルは，浅い切欠きを有する無限板の応力集中係数を算定するモデルであ 
100.0%
100.2%
100.4%
100.6%
100.8%
101.0%
10 30 50 70 90 110
最
大
応
力
比
円弧部の分割数
99.4%
99.6%
99.8%
100.0%
100.2%
100.4%
100.6%
0 5 10 15 20
最
大
応
力
比
円弧部からの整列要素数
108 
 
   
        (a) L=0.0mm               (b) L=0.5mm 
   
        (c) L=1.0mm               (d) L=1.5mm 
   
        (e) L=2.0mm               (f) L=2.5mm 
図 5.11 FEM 解析値と段差型板状モデル式算出値の比較 
 
 
図 5.12 FEM 解析値と近似楕円モデル式算出値の比較（L=0.0mm） 
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ることから，t が増加するにしたがい，FEM 解析モデルで設定した断面高さ 7.00mm にお
ける寸法の効果が影響しているものと考えられる．  
 
5.3.5 修正段差型板状モデルの提案 
これまで示したように，PC 鋼線に発生した局部腐食箇所における応力集中を評価するた
めの，応力集中係数評価モデルは，これまで提案されているモデルを適用するには，それ
ぞれ適用範囲に限界がある．そこで，FEM 解析結果を重回帰分析し，段差型板状モデルに
対する補正係数を設定することにより，修正段差型板状モデルを提案した．修正段差型板
状モデルによる弾性応力集中係数の評価式を式（5.6）に示す．  
( ){ } βρα ×⎥⎦⎤⎢⎣⎡ −×+= 6502821 .mod bB.t   · ·············································  （5.6） 
ここで，  αmod ：修正段差型板状モデルによる弾性応力集中係数  
        t ：段差の高さ  
        ρ ：段差の曲率半径  
  B ：段差が無い部分の部材厚さ  
  b ：段差がついた部分の部材厚さ  
  β ：補正係数  
L≦0.5 のとき β=1.3536-0.0506ρ+0.02447t-0.3771L 
L＞0.5 のとき β=1.1023-0.0088ρ-0.0028t 
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写真 5.3 局部腐食状況（試験番号 腐食 32） 
 
    
図 5.16 残存断面積の測定方法 図 5.17 電子ノギス先端形状 
 
シリーズ 2 の促進腐食試験より得た PC 鋼線を用いたシリーズ 2 試験については，シリ
ーズ 1 試験においてほぼ全ての PC 鋼線が 100h 以内に破断した結果を踏まえ，破断時間が
100h を超過するような試験結果を得ることを目的として，12 本の試験を実施した．ここで，
活性溶解型応力腐食割れ試験においては，破断感受性の評価に関して明確な規定はない．
ここでは，水素脆化割れ試験において一般に用いられる FIP 試験法における試験時間 200h
を参考とし，200h 以内に破断した PC 鋼線を破断感受性が高い，200h を超えて破断しなか
った PC 鋼線を破断感受性が低い試験結果として評価することとした．活性溶解型応力腐
食割れ試験シリーズ 2 のグループ分け方針を表 5.2 に，シリーズ 2 の試験ケース一覧を表 
5.3 に示す．ここでは，平均応力 σave および仮想最大応力 σmax について表 5.2 に示す方針に
て 4 つのグループに区分した．そして，4 つのグループ毎に試験荷重の設定を行った．シ
リーズ 2 試験については，各局部腐食パラメータの計測を，4 章にて 3D スキャナを用いて
計測したデータを用いることで，パラメータ計測の精度向上を図った．また，亀裂発生箇
所以外も含む PC 鋼線に発生した全ての局部腐食について局部腐食パラメータを計測する
ことで，PC 鋼線の破断特性を評価している．  
 
表 5.2 活性溶解型応力腐食割れシリーズ 2 試験のグループ分け方針 
 平均応力 σave (N/mm2) 
弾性応力集中  
係数 α 
仮想最大応力
σmax (N/mm2) 試験本数  
グループ 1 1000 程度  1.5～2.5 程度  1500～2500 4 
グループ 2 2.5 程度～  2500～  4 
グループ 3 1100 程度  1.5～2.5 程度  1500～2500 2 
グループ 4 2.5 程度～  2500～  2 
合 計  －  －  －  12 
 
亀裂発生箇所  
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表 5.3 活性溶解型応力腐食割れシリーズ 2 試験ケース一覧 
試験  
番号  
鋼線  
番号  
No 
質量  
減少  
率(%) 
試験  
荷重  
(kN) 
平均応力 σave 
(N/mm2) 
仮想最大応力  
σmax (N/mm2) 実験  
グループ
最大値  最小値 最大値 最小値  
腐食 43 M-10 6.57 34.5 1,014 914 2,399 1,244 1 
腐食 44 M-9 7.30 35.0 1,011 921 2,196 1,224 1 
腐食 45 O-10 7.74 39.0 1,130 1,028 2,768 1,332 4 
腐食 46 M-4 7.77 36.0 1,034 968 1,743 1,097 1 
腐食 47 M-1 8.08 36.0 1,072 947 2,779 1,192 2 
腐食 48 L-6 8.59 35.0 1,040 936 2,505 1,283 2 
腐食 49 O-9 9.10 34.0 1,030 904 2,360 1,190 1 
腐食 50 N-2 9.34 36.0 1,045 9,74 2,514 1,250 2 
腐食 51 O-12 9.45 35.0 1,138 950 2,700 1,214 4 
腐食 52 P-3 10.06 35.0 1,086 936 2,104 1,223 3 
腐食 53 N-6 11.22 37.0 1,100 987 2,047 1,276 3 
腐食 54 P-12 12.32 32.0 1,056 868 2,545 1,175 2 
 
シリーズ 1 および 2 の試験結果については，平均応力 σave および仮想最大応力 σmax を算
定することで評価した．平均応力 σave は，式（5.7）に示すとおり，局部腐食の残存断面積
Ares で試験荷重を除することにより算出した．また仮想最大応力 σmax については，式（5.9）
に示すとおり，平均応力 σave に局部腐食の局部腐食パラメータより算定できる修正段差型
板状モデルによる弾性応力集中係数 αmod（式（5.8））を乗じることにより算出した．  
res
n
ave A
P=σ   · ··········································································  （5.7）  
( ){ } βρα ×⎥⎦⎤⎢⎣⎡ −×+= 6502821 .mod bB.t   · ·············································  （5.8）  
modavemax ασσ ×=   · ···································································  （5.9） 
ここで，  σave ：平均応力  
  αmod ：修正段差型板状モデルによる弾性応力集中係数  
        σmax ：仮想最大応力  
        Pn ：試験荷重  
  Ares ：残存断面積  
        t ：段差の高さ  
        ρ ：段差の曲率半径  
  B ：段差が無い部分の部材厚さ  
  b ：段差がついた部分の部材厚さ  
  β ：補正係数  
L≦0.5 のとき β=1.3536-0.0506ρ+0.02447t-0.3771L 
L＞0.5 のとき β=1.1023-0.0088ρ-0.0028t 
114 
 
なお，シリーズ 1 試験の評価においては，亀裂発生箇所の局部腐食形状の計測には，電
子ノギスおよび側面デジタル写真画像を用いていたため，形状が複雑な局部腐食の計測は
正確にできていなかった可能性がある．またシリーズ 1 試験においては，亀裂発生箇所の
局部腐食にのみ着目し，各局部腐食パラメータを計測している．  
電食切欠きを施した PC 鋼線の試験荷重については，0.6Pu=40.1kN を用いるのに加えて，
許容引張応力度より平均応力を上げ，かつ電食切欠きの各パターンにて平均応力レベルを
同一にすることを目的に，0.2%耐力の 85%荷重についても行われている 11)．実施した試験
ケースの一覧を表 5.4 に示す．  
PC 鋼線をガラス管の中に挿入し，ガラス管中に腐食液に充填させるとともに，ガラス管
の両端をゴム栓にて封かんした．そして，ガラス管周りのヒーターにて熱し，腐食液の温
度が常に 100℃程度になるよう設定した．この状態で，PC 鋼線に試験荷重を作用させ，破
断までに要する時間（破断時間）を計測した．  
 
表 5.4 活性溶解型応力腐食割れ電食切欠き試験ケース一覧 11) 
試験 
番号  試験荷重(kN) 
試験
本数
位置
腐食 
長さ 
L(mm)
残存 
断面積
(mm2)
腐食 
量 d 
(mm) 
曲率 
半径 ρ 
 (mm) 
健全 1 設計荷重 40.1 1 本  
－ － 38.48 － － 
健全 2 0.2％耐力の 85% 49.7 1 本  
電食 1 設計荷重 40.1 3 本  
両側 1.00 34.97 0.50 0.66 
電食 2 0.2％耐力の 85% 45.6 3 本  
電食 3 設計荷重 40.1 3 本  
両側 5.00 31.70 0.50 0.69 
電食 4 0.2％耐力の 85% 40.9 3 本  
電食 5 設計荷重 40.1 3 本  
両側 40.00 33.54 0.50 0.73 
電食 6 0.2％耐力の 85% 43.3 3 本  
電食 7 設計荷重 40.1 3 本  
片側 1.00 35.31 1.00 0.66 
電食 8 0.2％耐力の 85% 46.4 3 本  
電食 9 設計荷重 40.1 3 本  
片側 5.00 32.86 1.00 0.69 
電食 10 0.2％耐力の 85% 42.4 3 本  
電食 11 設計荷重 40.1 3 本  
片側 40.00 34.80 1.00 0.73 
電食 12 0.2％耐力の 85% 44.9 3 本  
 
5.4.3 試験結果および考察 
活性溶解型応力腐食割れ試験について，シリーズ 1 の試験結果を表  5.5 に，シリーズ 2
の試験結果を表 5.6 に示す．また，白川らが行った電食切欠き試験結果 11)を表 5.7 に示す．
各表中の局部腐食パラメータ（残存断面積 Ares，腐食深さ d，段違い量 t，曲率半径 ρ，弾
性応力集中 αmod）は，試験において破断した局部腐食箇所のデータである．シリーズ 2 試
験結果において破断時間が 200h 以上となっている 5 本（M-10，M-4，L-6，N-6，P-12）の
試験結果については，試験時間については中止した時間を示している．また，局部腐食パ
ラメータ（Ares，d，t，ρ，αmod），σave，σmax については PC 鋼線の全ての局部腐食の中の最
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大となるデータを示している．白川らが行った電食切欠き試験においては，表  5.4 に示す
電食切欠き箇所の端部において破断していた．なお電食切欠き部には一様腐食は生じてい
ないため，d と t は同じ値となることから，表中には d のみ示す．  
 
表 5.5 活性溶解型応力腐食割れシリーズ 1 試験結果一覧 
試験  
番号  
鋼線 
番号 
試験  
荷重  
(kN) 
破断  
時間  
(h) 
Ares 
(mm2)
d 
(mm)
t 
(mm)
ρ 
(mm) αmod 
σave 
(N/mm2) 
σmax 
(N/mm2)
腐食 1 A-1 40.1 38.1 33.08 0.76 0.34 0.68 1.76 1212 2131 
腐食 2 A-2 40.1 28.1 32.55 0.87 0.49 1.13 1.72 1232 2113 
腐食 3 A-3 40.1 51.7 34.06 0.64 0.58 0.72 1.98 1178 2336 
腐食 4 A-4 40.1 36.2 33.41 0.80 0.44 2.40 1.44 1200 1728 
腐食 5 B-2 40.1 18.8 32.60 0.68 0.35 0.47 1.97 1230 2428 
腐食 6 B-4 40.1 32.2 34.55 0.52 0.35 0.65 1.85 1161 2149 
腐食 7 B-5 40.1 10.6 31.40 1.02 0.95 0.80 2.32 1277 2963 
腐食 8 B-6 40.1 34.9 32.04 0.84 0.56 1.35 1.68 1251 2107 
腐食 9 B-8 40.1 18.0 31.07 1.05 0.59 0.98 1.84 1291 2373 
腐食 10 B-11 40.1 80.8 33.00 0.72 0.61 1.07 1.82 1215 2206 
腐食 11 B-12 40.1 14.8 32.17 0.95 0.80 0.83 2.05 1247 2561 
腐食 12 C-1 40.1 39.0 34.50 0.63 0.51 1.31 1.67 1162 1936 
腐食 13 D-2 40.1 18.9 29.06 1.45 1.13 1.43 1.85 1380 2546 
腐食 14 D-9 40.1 26.2 27.41 1.10 0.31 1.54 1.48 1463 2163 
腐食 15 D-11 40.1 20.9 27.20 1.26 0.11 1.42 1.32 1474 1940 
腐食 16 F-4 40.1 43.7 34.08 0.90 0.63 0.77 2.00 1177 2354 
腐食 17 F-5 40.1 57.8 34.00 0.64 0.41 1.21 1.59 1179 1870 
腐食 18 F-10 40.1 86.3 32.65 0.74 0.48 1.40 1.63 1228 1998 
腐食 19 F-12 40.1 20.1 32.47 0.74 0.75 0.91 1.95 1235 2406 
腐食 20 G-1 40.1 55.7 33.70 0.76 0.60 1.29 1.72 1190 2050 
腐食 21 G-5 40.1 23.6 34.11 0.80 0.78 1.28 1.72 1176 2020 
腐食 22 G-6 40.1 16.1 31.82 0.92 0.99 0.73 2.20 1260 2770 
腐食 23 G-11 40.1 77.7 33.08 0.68 0.58 1.73 1.63 1212 1971 
腐食 24 G-12 40.1 33.7 35.18 0.52 0.38 1.30 1.59 1140 1816 
腐食 25 H-1 40.1 32.4 32.57 0.86 0.64 0.74 2.04 1231 2508 
腐食 26 H-2 40.1 34.1 33.23 1.03 0.76 0.93 2.00 1207 2407 
腐食 27 H-3 40.1 93.4 31.77 0.86 0.73 1.68 1.67 1262 2105 
腐食 28 H-6 40.1 67.0 33.08 0.75 0.23 2.19 1.35 1212 1636 
腐食 29 H-7 40.1 68.7 34.19 0.90 0.78 1.55 1.71 1173 2011 
腐食 30 H-11 40.1 25.4 32.78 0.60 0.51 0.86 1.85 1224 2267 
腐食 31 I-4 40.1 116.4 33.44 0.73 0.37 1.82 1.59 1199 1911 
腐食 32 I-7 40.1 12.4 28.70 1.61 1.53 1.65 1.85 1397 2578 
腐食 33 I-10 40.1 27.1 32.32 0.88 0.86 0.90 1.94 1241 2412 
腐食 34 I-12 40.1 13.2 30.63 1.54 1.41 1.55 1.86 1309 2440 
腐食 35 J-2 40.1 15.0 30.34 1.02 0.43 1.63 1.54 1322 2040 
腐食 36 J-3 40.1 20.5 32.14 1.27 1.09 1.01 2.04 1248 2548 
腐食 37 J-5 40.1 14.8 29.08 1.25 0.62 0.64 2.10 1379 2897 
腐食 38 J-8 40.1 20.0 28.65 1.78 0.65 1.68 1.64 1400 2300 
腐食 39 J-12 40.1 12.6 29.11 1.08 0.76 0.58 2.28 1378 3137 
腐食 40 B-1 40.1 41.2 34.11 0.70 0.48 4.98 1.29 1176 1511 
腐食 41 C-6 40.1 43.3 33.75 0.65 0.59 3.06 1.43 1188 1697 
腐食 42 E-12 40.1 35.6 26.51 1.69 1.29 12.56 1.16 1513 1758 
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表 5.6 活性溶解型応力腐食割れシリーズ 2 試験結果一覧 
試験  
番号  
鋼線 
番号 
試験  
荷重  
(kN) 
破断  
時間  
(h) 
Ares 
(mm2)
d 
(mm)
t 
(mm)
ρ 
(mm) αmod 
σave 
(N/mm2) 
σmax 
(N/mm2)
腐食 43 M-10 34.5 212.6※  35.03 1.05 0.77 0.43 2.44 985 2399 
腐食 44 M-9 35.0 73.2 34.51 1.18 0.76 0.46 2.34 1014 2377 
腐食 45 O-10 39.0 169.5 34.83 0.66 0.44 0.94 1.73 1120 1934 
腐食 46 M-4 36.0 260.7※  34.82 0.92 0.41 0.86 1.69 1034 1743 
腐食 47 M-1 36.0 131.6 35.48 0.46 0.29 1.24 1.51 1015 1537 
腐食 48 L-6 35.0 214.6※  34.65 1.00 0.64 0.36 2.48 1010 2505 
腐食 49 O-9 34.0 145.0 35.94 0.46 0.32 0.97 1.62 946 1533 
腐食 50 N-2 36.0 146.8 35.91 0.58 0.42 1.16 1.64 1003 1644 
腐食 51 O-12 35.0 17.1 30.75 1.51 0.96 0.48 2.37 1138 2701 
腐食 52 P-3 35.0 118.6 34.52 1.09 0.62 0.59 2.03 1014 2061 
腐食 53 N-6 37.0 291.8※  34.28 0.65 0.45 0.68 1.90 1079 2047 
腐食 54 P-12 32.0 214.6※  31.17 1.13 0.91 0.48 2.48 1027 2545 
※は 200h で未破断であったため，試験を中止した時間を示す．  
 
表 5.7 活性溶解型応力腐食割れ電食切欠き試験結果一覧 11) 
試験 
番号 
破断時間(h) αmod σave (N/mm2) 
σmax 
(N/mm2)1 2 3 平均  
健全 1 200h 越え破断なしと判断  - - 1042 - 
健全 2 145.3 145.3 1291 
電食 1 21.7 20.8 19.1 20.6 2.06 1147 2365 
電食 2 11.7 11.4 12.6 11.9 2.06 1304 2689 
電食 3 16.3 20.7 26.1 21.0 2.02 1265 2555 
電食 4 20.2 24.0 21.4 21.9 2.02 1290 2606 
電食 5 28.6 17.7 20.2 22.2 1.97 1195 2353 
電食 6 17.4 18.8 15.1 17.1 1.97 1291 2541 
電食 7 32.8 34.0 26.0 30.9 3.03 1136 3437 
電食 8 25.6 19.6 24.5 23.3 3.03 1314 3977 
電食 9 43.6 44.0 39.8 42.5 2.94 1220 3589 
電食 10 37.3 25.6 18.3 27.1 2.94 1290 3795 
電食 11 166.5 44.9 155.1 122.1 2.84 1152 3272 
電食 12 127.3 21.9 51.9 67.0 2.84 1290 3663 
 
シリーズ 1 試験後の各 PC 鋼線の破断状況を写真 5.4 に示す．全ての PC 鋼線で応力集中
が生じていると考えられる局部腐食の端部を基点として，長手方向に亀裂が進展している．
シリーズ 2 試験後の各 PC 鋼線の破断状況を写真 5.5 に示す．M-9，O-10，M-1，O-12 の破
断状況をみると，シリーズ 1 試験と同様の長手方向に亀裂が進展する破断性状となった．
M-9，O-12 は 100h 以内に破断しており，特に d が大きい局部腐食箇所より亀裂が進展し
ている．局部腐食を起点とし，脆性的に PC 鋼線長手方向に亀裂が進展し，残存部分が引
張応力に耐えられなくなり延性破断に至ったものと推察できる．一方，O-9，N-2，P-3 に
ついては，その他 PC 鋼線とは異なる破断性状であった．これら 3 本の PC 鋼線は，ゴム栓
と PC 鋼線が接している箇所が破断箇所となっており，すきま腐食が形成・進展し，破断  
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      腐食 1              腐食 2             腐食 3 
     
      腐食 4              腐食 5             腐食 6 
     
      腐食 7              腐食 8             腐食 9 
     
      腐食 10             腐食 11             腐食 12 
     
      腐食 13             腐食 14             腐食 15 
     
      腐食 16             腐食 17             腐食 18 
     
      腐食 19             腐食 20             腐食 21 
     
      腐食 22             腐食 23             腐食 24 
     
      腐食 25             腐食 26             腐食 27 
     
      腐食 28             腐食 29             腐食 30 
     
      腐食 31             腐食 32             腐食 33 
     
      腐食 34             腐食 35             腐食 36 
     
      腐食 37             腐食 38             腐食 39 
     
      腐食 40             腐食 41             腐食 42 
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じている電食切欠き端部を基点とした長手方向への亀裂が進展している．  
破断箇所の腐食深さ d と破断時間の関係を図  5.18 に示す．シリーズ 1，2 の試験結果に
おいて，d が 1.2mm を超過している PC 鋼線は破断時間が短い傾向が確認できる．また，
破断箇所の段違い量 t と破断時間の関係を図  5.19 に示す．シリーズ 1，2 の試験結果にお
いて，t が 0.8mm を超過している PC 鋼線は破断時間が短い傾向が確認できる．一方，d が
1.2mm 以下もしくは t が 0.8mm 以下の PC 鋼線については，同程度の d もしくは t でも破
断時間に大きなばらつきが見られる．d と t の関係を図  5.20 に示す．d と t には概ね正の相
関がみられるが，一部 d が 1.0mm を超える局部腐食でありながら，t は 0.6mm 以下である
箇所が確認できる．これは，d の計測は，局部腐食の最深部の残存直径 d0 を電子ノギスで
計測し健全時 PC 鋼線径より d0 を引くことで d を算定していることから，d には一様腐食
による断面減少の影響が含まれていることが原因であると考えられる．  
破断箇所の残存断面積 Ares と破断時間の関係を図  5.21 に示す．シリーズ 1，2 の試験結
果において，Ares が 32mm2 程度を下回ると破断時間が短くなることが確認できる．  
平均応力 σave と破断時間の関係を図  5.22 に示す．シリーズ 1，2 および電食切欠きの試
験結果において， σave が 1300N/mm2 程度を超過すると破断時間が短くなり， σave が
1100N/mm2 程度を下回ると破断時間が 100h を超過し，破断感受性が低くなる傾向がみられ
る．また，σave が 1200N/mm2 程度の PC 鋼線については，同程度の σave であるにも係わら
ず，破断時間にばらつきがみられる．  
仮想最大応力 σmax と破断時間の関係を図  5.23 に示す．シリーズ 1，2 および電食切欠き
の試験結果において，σmax が 2500N/mm2 程度を超過すると破断時間が短くなる傾向がみら
れる．また，σmax が 2000N/mm2 程度の PC 鋼線については，同程度の σmax であるにも係わ
らず，破断時間にばらつきがみられる．  
σave が 1200N/mm2 程度もしくは σmax が 2000N/mm2 程度の PC 鋼線において破断時間に大
きなばらつきがみられることは，腐食した PC 鋼線の遅れ破壊に対する感受性については
統計的に評価する必要があることを示している．  
 
  
120 
 
 
  
図 5.18 腐食深さ d と破断時間の関係 図 5.19 段違い量 t と破断時間の関係 
 
  
図 5.20 腐食深さ d と段違い量 t の関係 図 5.21 残存断面積 Ares と破断時間の関係 
 
図 5.22 平均応力σave と破断時間の関係 図 5.23 仮想最大応力σmax と破断時間の関係
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100h 以内で破断した M-9 および O-12 は，局部腐食の端部が破断の起点となっている．
破断の起点となっている局部腐食端部の d は 1mm を超過しており，さらに弾性応力集中
係数 αmod についても 2.3 を超過している．一方，100h を超えて破断した O-10 および M-1
は，破断の起点となった局部腐食の近傍にも局部腐食が存在しており，近傍の局部腐食に
沿って破断が進展している状況が確認できた．  
局部腐食の端部が破断の起点となっていることが明確に確認でき，100h 以内に破断した
M-9，O-12 について，各 PC 鋼線に発生した全ての局部腐食に関する局部腐食パラメータ
（Ares，t，ρ）および仮想最大応力 σmax のヒストグラムを，それぞれ図 5.25 および図 5.26
に示す．図中矢印は，それぞれ破断の起点となった局部腐食のデータを示している．M-9，
O-12 の破断の起点は，全ての局部腐食の中で，t が最大で，かつ ρ が最小で，かつ Ares が
最小である局部腐食で破断していることが確認できた．前章の検討において，3D スキャン
を行った PC 鋼線（計 16 本）について，PC 鋼線素線の腐食グループ毎の局部腐食パラメ
ータ（Ares，t，ρ）のそれぞれの相関関係について取りまとめを行ったところ，全ての素線
の腐食グループの各局部腐食パラメータの相関関係については，ばらつきが大きく明確な
相関関係は確認できなかったことを示している．つまり，100h 以内と比較的短時間に破断
した M-9，O-12 については，偶然にも t が最大で，かつ ρ が最小で，かつ Ares が最小とな 
 
   
       (a) 段違い量               (b) 曲率半径  
図 5.25 M-9，O-12 の段違い量 t，曲率半径ρのヒストグラム 
 
   
       (a) 残存断面積              (b) 仮想最大応力  
図 5.26 M-9，O-12 の残存断面積 Ares，仮想最大応力σmax のヒストグラム 
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る組み合わせの局部腐食が存在しており，その局部腐食が破断の起点となったことを示し
ている．なお，その局部腐食は，平均応力および仮想最大応力についても最大となる局部
腐食である． 
 
5.4.5 破断データの統計解析 
(1) 統計解析の概要 
PC 鋼線の破断現象について，通常の環境下での寿命を予測することは，数十年といった
長期間に渡る試験を実施する必要があることから現実的ではない．よって，過酷な条件下
での促進破断試験において PC 鋼線が破断に至るまでの時間より，通常の供用条件下での
寿命を推定することになる．促進破断試験では，事前に設定した試験時間（本試験では 200h）
に至った場合に，PC 鋼線が破断していなくとも試験を終了した．通常の供用条件下では全
く破断が起きない場合もあることから，PC 鋼線の寿命を予測する場合には，設定した試験
時間までに破断しなかったデータも含めた統計解析を行う必要がある13)．  
 
(2) 試験結果のヒストグラム 
活性溶解型応力腐食割れ試験においては，破断感受性の評価に関して明確な規定はない．
ここでは，水素脆化割れ試験において一般に用いられる FIP 試験法における試験時間 200h
を参考とし，200h 以内に破断した PC 鋼線を破断感受性が高い，200h を超えて破断しなか
った PC 鋼線を破断感受性が低い試験結果として評価することとした．平均応力 σave およ
び仮想最大応力 σmax のヒストグラムをそれぞれ図 5.27，図 5.28 に示す．ここで，破断し
なかったデータ（青色）は，シリーズ 2 試験で 200h 以内に破断しなかった PC 鋼線（表 5.6
の腐食 43,46,48,53,54）の全ての局部腐食のデータ（176 データ）であり，破断データ（赤
色）は，シリーズ 1,2 試験で 200h 以内に破断した試験結果（46 データ）である．  
平均応力 σave のヒストグラムについて，破断しなかったデータは平均値 μ=991N/mm2，
標準偏差 σ=49 となり，破断したデータは平均値 μ=1242N/mm2，標準偏差 σ=103 となった．
σave が 1014N/mm2 で 2 本破断に至った PC 鋼線が確認されたものの，1150N/mm2 未満では  
 
   
図 5.27 平均応力 σave のヒストグラム 図 5.28 仮想最大応力 σmax のヒストグラム
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破断の可能性は低く，1100N/mm2 を超えると顕著に破断を引き起こす可能性が高くなる傾
向が確認できる．つまり，局部腐食部分の断面減少が大きいものほど破断の可能性が大き
くなるといえる．  
仮想最大応力 σmax のヒストグラムについて，破断しなかったデータは平均値
μ=1575N/mm2，標準偏差 σ=264 となり，破断したデータは平均値 μ=2210N/mm2，標準偏差
σ=366 となった．σmax が 1600N/mm2 を超過した供試体から破断発生が開始し，σmax が大き
くなるにしたがって，破断する PC 鋼線の割合が増加している傾向が確認できる．  
 
(3) 平均応力と仮想最大応力の関係 
平均応力 σave と仮想最大応力 σmax の関係を，図 5.29 に示す．σave が 1100N/mm2 以下，か
つ σmax が 2300N/mm2 以下になると，破断の可能性が低くなることが確認できる．σave と σmax
の関係からも，活性溶解型応力腐食割れの破断感受性は σave と σmax の 2 つの指標を考慮し
た評価を行う必要があることがわかる．  
 
  
図 5.29 平均応力 σave と仮想最大応力 σmax の関係 
 
(4) ワイブル分布モデルの評価 
ワイブル分布（Weibull Distribution）14)は，物体の強度を統計的に記述するために W.ワ
イブル（Waloddi Weibull）によって提案された確率分布である．ワイブル分布は，一般に
鎖を引っ張る場合において最も弱い輪が破壊することにより鎖全体が破壊したとするモデ
ル（最弱リンクモデル）として理解されており，物体の脆性破壊に対する強度を統計的に
記述する場合などに広く利用されている．すなわち，PC 鋼線に直列に存在する n 個の局部
腐食に引張応力が負荷された場合，最も弱い局部腐食において破断するという考え方であ
る．ここでは，ワイブル分布を適用し，応力腐食割れ破断現象の統計的な評価を行った． 
ワイブル分布の累積分布関数 F(σ)は，σT を引張応力とし，式（5.10）で与えられる．σ0
を尺度（scale）パラメータ，m を形状（shape）パラメータといい，実験的に求められる定
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数であり，ともに正である．  
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ここで，  σT ：引張応力  
σ0 ：尺度（scale）パラメータ  
m ：形状（shape）パラメータ  
確率密度関数 f(σ)は，累積分布関数 F(σ)をσで微分し，式（5.11）で与えられる．  
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仮想最大応力 σmax を例に説明すると，最初の破断は図 5.28 に示すように 1511N/mm2 で
発生した．この引張応力作用時に破断していないデータは 131 データあるので，1511N/mm2
での破断率は，1/131=0.00763 と推定され，直後の生存率（未破断率）は 1-0.00763=0.992
と推定される．次の破断は 1537N/mm2 で発生しているが，その間 6 データが未破断である
ことから，それらの未破断データの生存率は 0.992 のままと考慮する．この引張応力作用
時に破断していないデータは， 124 データあるので， 1537N/mm2 での破断率は，
1/124=0.00806 と推定され，直後の生存率は 0.992×(1-0.00806)=0.984 となる．  
このように，n 本の PC 鋼線が順次破断するならば，n-1 本目での生存率は，  
nn
n
n
n
n
n
nnn
F n
1
2
1
3
2
2
3
1
211
2
113
112
111
11111)( 1
=××…×−
−×−
−×−×=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −×⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −×…×⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
−−×⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
−−×⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −×=−
　　　　
σ
 
となり，n 本目が破断すれば，全て破断したことになる．  
01
111)( =⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −×=
n
F nσ  
このように，破断が発生した直前の生存率に，破断発生時の破断率を掛け合わせ，その
後の生存率を推定する手法は，生存率のノンパラメトリックな推定法として知られている
カプラン・マイヤー法（Kaplan-Meier）に一致しており，途中打ち切りのあるデータに対
して統計モデルを使わないノンパラメトリックな方法として標準的に使われている．  
PC 鋼線応力腐食割れ試験データである，平均応力 σave および仮想最大応力 σmax と生存率
によるカプラン・マイヤー曲線を図 5.30 に示す．  
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       (a) 平均応力              (b) 仮想最大応力  
図 5.30 PC 鋼線応力腐食割れ試験データのカプラン・マイヤー曲線 
 
ワイブル分布の各パラメータの推定においては，最尤推定法を用いた．各時点での破断
データ σi については，ワイブル分布の確率密度関数 f (σ)にしたがうとして，それを尤度と
して取り扱う．一方，未破断データについては，その時点まで未破断であるが，その後に
いつ破断が発生するかは不明であるが，その時点までは「生存」していることは明らかで
あることから，ワイブル分布の生存関数 [1- F(σ)] を尤度とすることが望ましい．  
分布の確率密度関数と累積分布関数の両者で尤度を定義し，それらを同時に考慮するこ
とは，寿命データ統計解析の特徴である．破断，未破断を同時に考慮した尤度関数は，式
（5.12）で与えられる．  
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ここで，  σi ：i 番目データの引張応力  
 δi ：破断データの場合は δi=1，未破断データは δi=0 
最尤推定法によるワイブル分布の推定結果を，表 5.8 および図 5.31 に示す．また，ワ
イブル分布と破断率の関係を図 5.32 に示す．それぞれの図において，破線は 95%信頼区
間を示す．図 5.32 に示すとおり，仮想最大応力 σmax に着目すると，全 46 本の破断率デー
タは，概ね 95%信頼区間内に含まれていることが確認できる．一方，平均応力 σave に着目
すると，一部区間は 95%信頼区間内には含まれていないことが確認できる．これは，図  5.27
に示すとおりに，当初 2 本の破断が 1014 N/mm2 で発生した後，次の破断が 1120 N/mm2 で
発生しており，その間に未破断のデータが 58 データ存在している．そのような偏ったデー
タであることが，σave が比較的低い段階のデータが 95%信頼区間内には含まれていない要
因と考えられ，今後 σave に関してさらなる破断データの蓄積を進める必要がある．また本
0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
900 1000 1100 1200 1300 1400 1500 1600
生
存
率
平均応力 σave (N/mm2)
0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1500 2000 2500 3000
生
存
率
仮想最大応力 σmax (N/mm2)
127 
 
推定結果は，室内促進試験結果より得られたデータより導かれたものである．よって，本
研究において推定した，活性溶解型応力腐食割れの遅れ破壊を評価したワイブル分布パラ
メータについては，実橋梁より採取した腐食した PC 鋼線に関する詳細な検討により検証
される必要があり，今後の課題といえる．  
 
表 5.8 最尤推定法によるワイブル分布パラメータの推定結果 
ワイブル分布  σo m 
平均応力に着目  1306 12.89 
仮想最大応力に着目  2490 7.70 
 
   
       (a) 平均応力              (b) 仮想最大応力  
図 5.31 累積破断確率のワイブル分布による推定結果 
 
   
       (a) 平均応力              (b) 仮想最大応力  
図 5.32 ワイブル分布と破断率の関係 
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5.5 水素脆化割れ試験 
5.5.1 試験に使用する PC 鋼線 
水素脆化割れ試験について，白川15)は電食による切欠きを施した PC 鋼線について試験
を実施している．電食切欠きは，PC 鋼線の両側に長さ 1.0mm と 40.0mm，深さ 0.5mm の
切欠きを施したパターンと，片側に長さ 1.0mm，深さ 1.0mmの切欠きを施したパターンの，
合計 3 パターンの加工を施されている．電食切欠きを施した PC 鋼線の状況を写真 5.1 に
示す．  
本試験では，これまでに局部腐食を有する PC 鋼線を用いた試験は行われていないこと
から，図  5.13 に示す手法により作成したグラウト充填不良部を模擬した促進腐食試験よ
り得た PC 鋼線 14 本（質量減少率は約 8～20%）を用いて，試験を行った．本試験に使用
した PC 鋼線の規格および引張試験結果を表  5.1 に示す．  
なおここでは比較のために，白川が試験を行った電食による切欠きを施した PC 鋼線に
おける水素脆化割れ試験結果を参考に，仮想最大応力を再評価した結果についても併せて
述べる． 
 
5.5.2 試験要因・試験方法 
本試験で用いた試験機の概要を写真 5.2，図 5.14 に示す．試験機は，前節において述べ
た活性溶解型応力腐食割れ試験に用いたものと同じ構成である．水素脆化割れ試験は FIP
試験法16)にもとづき，水素脆化割れを促進させるための腐食液として 20wt%のチオシアン
酸アンモニウム水溶液（50°C）を使用した．  
促進腐食試験より得た PC 鋼線を用いた試験においては，試験荷重として，PC 道路橋の
PC 鋼線における許容引張応力度（0.6σpu または 0.75σpy のうち小さい値）を参考にして，
0.6Pu=40.1kN（Pu：表 5.1 に示す引張試験により測定した最大試験値）を用いている．腐
食深さの測定は，図  5.15 に示す手法により，電子ノギスを用いて行った．残存断面積の
測定は，図  5.16 に示すように破断した部分の 4 方向の直径を電子ノギスにより測定し，
その平均値を直径としてもつ円の面積を断面積として求め，試験荷重（40.1kN）を残存断
面積で除すことにより平均応力を算定した．腐食深さ d および残存断面積 Ares は，亀裂発
生箇所の局部腐食のみを対象として測定した．測定に用いた電子ノギスの先端形状を図 
5.17 に示す． 
また，電食切欠きを施した PC 鋼線の試験荷重については，0.6Pu=40.1kN を用いるのに
加えて，許容引張応力度より平均応力を上げ，かつ電食切欠きの各パターンにて平均応力
レベルを同一にすることを目的に，0.2%耐力の 85%荷重についても行った．  
PC 鋼線をガラス管の中に挿入し，ガラス管中に腐食液に充填させるとともに，ガラス管
の両端をゴム栓にて封かんした．そして，ガラス管周りのヒーターにて熱し，腐食液の温
度が常に 50℃程度になるよう設定した．この状態で，PC 鋼線に試験荷重を作用させ，破
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断までに要する時間（破断時間）を計測した．  
実施した試験ケースの一覧を，表  5.9 および表 5.10 に示す．  
 
表 5.9 水素脆化割れ試験電食切欠きケース一覧 
試験  
番号  試験荷重(kN) 
試験  
本数  位置 
腐食 
長さ 
L(mm) 
残存 
断面積
(mm2) 
腐食 
量 d 
(mm) 
曲率 
半径 ρ 
 (mm) 
健全 1 設計荷重  40.1 1 本  
－ － 38.48 － － 
健全 2 0.2％耐力の 85% 49.7 1 本  
電食 1 設計荷重  40.1 3 本  
両側  1.00 34.97 0.50 0.66 
電食 2 0.2％耐力の 85% 45.2 3 本  
電食 3 設計荷重  40.1 3 本  
両側  40.00 33.54 0.50 0.73 
電食 4 0.2％耐力の 85% 43.3 3 本  
電食 5 設計荷重  40.1 3 本  
片側  1.00 35.31 1.00 0.66 
電食 6 0.2％耐力の 85% 45.6 3 本  
※電食切欠きでは，腐食量と段違い量は同じ  
 
表 5.10 水素脆化割れ試験促進腐食ケース一覧 
試験  
番号  
鋼線  
番号  
質量減少
率(%) 
試験荷重
(kN) 
残存 
断面積
(mm2) 
腐食 
量 d 
(mm) 
腐食 1 A-7 9.27 40.1 32.70 0.68 
腐食 2 A-11 9.22 40.1 32.22 0.70 
腐食 3 C-2 7.95 40.1 34.21 0.57 
腐食 4 C-3 11.26 40.1 32.04 0.85 
腐食 5 C-10 15.45 40.1 31.72 0.94 
腐食 6 D-3 21.13 40.1 30.56 0.85 
腐食 7 E-3 18.60 40.1 28.70 1.39 
腐食 8 E-8 22.47 40.1 30.04 1.58 
腐食 9 E-11 8.33 40.1 34.13 0.61 
腐食 10 F-7 5.08 40.1 35.34 0.56 
腐食 11 G-2 19.77 40.1 29.61 1.18 
腐食 12 G-3 8.00 40.1 36.13 0.44 
腐食 13 I-8 6.95 40.1 35.78 0.34 
腐食 14 J-7 8.39 40.1 33.90 0.72 
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5.5.3 試験結果および考察 
水素脆化割れ試験について，電食切欠きの試験結果を表  5.11 に，促進腐食の試験結果を
表 5.12 に示す．各表中の局部腐食パラメータ（残存断面積 Ares，腐食深さ d，弾性応力集
中 αmod）は，試験において破断した局部腐食箇所のデータである．各電食切欠き形状の測
定および弾性応力集中係数は，活性溶解型応力腐食割れシリーズ 1 試験と同様の手法によ
り，電子ノギスおよび側面デジタル写真画像を用いて計測した局部腐食パラメータを用い
て算定した．  
試験後の各 PC 鋼線の亀裂発生箇所の破断状況を写真 5.7 および写真 5.8 に示す．すべ
ての PC 鋼線で電食切欠きの端部を基点として，ガラス棒が割れたような破断状況であり，
長手方向に亀裂が進展している応力腐食割れ試験後の破断状況とは異なる特徴が確認でき
た．なお，促進腐食試験より得た PC 鋼線を用いた試験後の亀裂発生箇所においては，  
 
表 5.11 水素脆化割れ電食切欠き試験結果一覧 
試験  
番号  
破断時間(h) αmod σave (N/mm2) 
σmax 
(N/mm2)1 2 3 平均  
健全 1 200h 越え破断なしと判断  － 
－ 
1,042 
－ 
健全 2 142.8 142.8 1,291 
電食 1 8.8 15.8 14.6 13.1 2.06 1,147 2,365 
電食 2 22.7 6.9 6.4 12.0 2.06 1,291 2,664 
電食 3 9.5 11.2 8.8 9.8 1.97 1,195 2,353 
電食 4 6.6 9.7 5.7 7.3 1.97 1,291 2,542 
電食 5 13.0 7.9 8.4 9.7 3.03 1,136 3,437 
電食 6 6.4 5.6 6.9 6.3 3.03 1,291 3,908 
 
表 5.12 水素脆化割れ促進腐食試験結果一覧 
試験  
番号  
鋼線 
番号 
試験  
荷重  
(kN) 
破断  
時間  
(h) 
Ares 
(mm2)
d 
(mm)
t 
(mm)
ρ 
(mm) αmod 
σave 
(N/mm2) 
σmax 
(N/mm2)
腐食 1 A-7 40.1 22.3 32.70 0.68 － － － 1226 － 
腐食 2 A-11 40.1 35.4 32.22 0.70 － － － 1245 － 
腐食 3 C-2 40.1 25.5 34.21 0.57 － － － 1172 － 
腐食 4 C-3 40.1 15.6 32.04 0.85 － － － 1251 － 
腐食 5 C-10 40.1 16.5 31.72 0.94 － － － 1264 － 
腐食 6 D-3 40.1 5.0 30.56 0.85 － － － 1312 － 
腐食 7 E-3 40.1 4.0 28.70 1.39 － － － 1397 － 
腐食 8 E-8 40.1 4.8 30.04 1.58 － － － 1335 － 
腐食 9 E-11 40.1 22.7 34.13 0.61 － － － 1175 － 
腐食 10 F-7 40.1 18.0 35.34 0.56 － － － 1135 － 
腐食 11 G-2 40.1 9.2 29.61 1.18 － － － 1354 － 
腐食 12 G-3 40.1 24.9 36.13 0.44 － － － 1110 － 
腐食 13 I-8 40.1 33.0 35.78 0.34 － － － 1121 － 
腐食 14 J-7 40.1 16.3 33.90 0.72 － － － 1183 － 
 写真 5.
たことか
ては，表
 
 
8 に示すよ
ら，それ
 5.12 には
うに，明確
らパラメー
示していな
写真 5.7 
腐食 1 
腐食 3 
腐食 5 
腐食 7 
腐食 9 
腐食 11 
腐食 13 
写真 5.8 
な段違い量
タおよびパ
い．  
(a) 電食
(b) 電食
(c) 電食
水素脆化割
     
     
     
     
     
     
     
水素脆化
131 
t および曲
ラメータか
1（両側電
3（両側電
5（片側電
れ電食切欠
  
      
  
      
  
      
  
      
  
      
  
      
  
      
割れ促進腐
率半径 ρ
ら算定さ
  
食 1mm）
 
食 40mm）
  
食 1mm）
き試験後
     
     
     
     
     
     
     
食試験後の
を計測する
れる仮想最
 
 
 
の破断状況
腐食 2 
腐食 4 
腐食 6 
腐食 8 
腐食 10 
腐食 12 
腐食 14 
破断状況 
ことが困難
大応力 σma
 
であっ
x につい
 
 
 
 
 
 
 
132 
 
破断箇所の腐食深さ d と破断時間の関係を図  5.33 に示す．促進腐食試験結果において，
d が 1.0mm を超過している PC 鋼線は，破断時間が短くなる傾向が確認できる．一方，両
試験結果において d が 1.0mm 以下の PC 鋼線については，同程度の d でも破断時間に大き
なばらつきが見られる．  
破断箇所の残存断面積 Ares と破断時間の関係を図  5.34 に示す．促進腐食試験結果におい
て，Ares が 30mm2 程度より少ない PC 鋼線は破断時間が短くなる傾向が確認できる．一方，
両試験結果において Ares が 30mm2 より大きい PC 鋼線については，同程度の Ares でも破断
時間に大きなばらつきが見られる．  
平均応力 σave と破断時間の関係を図  5.35 に，仮想最大応力 σmax と破断時間の関係を図  
5.36 に示す．平均応力および仮想最大応力と破断時間との関係は明確ではないことがわか
る．水素脆化割れは，金属材料中に吸蔵された水素に起因してある 1 点から亀裂発生に至
るメカニズム17)であることから，引張応力や局部腐食形状のみに着目した分析では，水素
脆化割れの感受性を評価することは困難であると考えられる．  
 
  
図 5.33 腐食深さ d と破断時間の関係 図 5.34 残存断面積 Ares と破断時間の関係 
 
図 5.35 平均応力σave と破断時間の関係 図 5.36 仮想最大応力σmax と破断時間の関係
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5.6 引張試験 
5.6.1 試験に使用する PC 鋼線 
引張試験は，載荷速度を変化させた場合の基本的な破断性状および力学的特性を確認す
ることを目的とし，健全な PC 鋼線および局部腐食を有する PC 鋼線を用いた試験を行った．
局部腐食を有する PC 鋼線は，図  5.13 に示す手法により作成したグラウト充填不良部を模
擬した促進腐食試験より得た PC 鋼線を用いた．また，腐食 PC 鋼線については，実橋梁内
の PC 鋼線の状況により近づけるために，促進腐食試験により得られた PC 鋼線を，さらに
3％濃度の塩水に 3 週間浸漬し腐食させ，除錆しない状態で引張試験を行った．本試験に使
用した PC 鋼線の規格を表 5.1 に示す．  
 
5.6.2 試験要因・試験方法 
試験機器は，精密万能試験機を使用し，変位制御により荷重と鋼材の伸びを測定した．
載荷速度については，速度を変化させた場合の破断性状および力学的特性について評価す
るために，4 段階の速度を設定した．低ひずみ速度試験としては JISZ2241 に規定される基
準試験速度よりさらに 1/5000，1/500 および 1/50 遅い速度を設定した，また高ひずみ速度
試験としては基準試験速度より 2.25 倍速い速度を設定した．試験ケースを表 5.13 に示す．
ここで，「0.2%耐力+1mm から」とは，0.2%耐力を過ぎてから試験変位 1mm 経過以降の載
荷速度を意味する．供試体長さは No.1～4，No.8～13 が 425mm，No.5～7 が 520mm である．
標点間距離はそれぞれ 325mm，420mm とした．  
 
表 5.13 引張試験実施ケース 
鋼線名  1～25kN 25kN から  0.2%耐力  +1mm から  
JISZ2241 試験速
度基準値との比  
No.1 
1mm/sec 
0.005mm/min
1mm/min 
1/5000 
No.2～4 0.05mm/min 1/500 
No.5～7 0.6mm/min 1/50 
No.8 1mm/sec －  
2.25 No.9,10 
1mm/sec 
No.11,12(健全) 
No.13(健全) 1mm/min 0.6mm/min 1mm/min 1/50 
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5.6.3 試験結果および考察 
引張試験の結果を表 5.14 に示す．局部腐食を有する PC 鋼線（No.1～10）の試験結果と
比較するため，健全 PC 鋼線（No.11，12）の試験結果についても併せて示した．表  5.14
中の No.13 健全 PC 鋼線の試験結果は，3 本の引張試験結果の平均値を示す．なお，引張試
験後の PC 鋼線を別途実施した破面解析に用いたため，質量減少率は除錆せずに腐食生成
物を残した状態で測定した結果を示す．  
高ひずみ速度にて引張試験を行った腐食 PC 鋼線 No.8，および低ひずみ速度にて引張試
験を行った腐食 PC 鋼線 No.7 の荷重変位曲線を，図  5.37 に示す．それぞれの PC 鋼線の質
量減少率は同程度であったにも係わらず，No.8 については 0.2%耐力に達する前に脆性的
に破断した．  
破断荷重残存率と質量減少率の関係を図  5.38 に示す．なお，破断荷重残存率の減少と
質量減少率の増加が 1:1 となる直線を破線にて併せて図示している．全ての腐食 PC 鋼線
の試験結果において，質量減少率の増加以上の割合で破断荷重残存率が低下する傾向が確 
 
表 5.14 引張試験結果一覧 
鋼線名  0.2%耐力  (kN) 
破断荷重  
(kN) 
質量減少率  
(%) 
絞り  
(%) 
No.1 49.90 57.10 8.92 32.7 
No.2 54.29 61.61 4.25 33.3 
No.3 51.33 58.08 9.47 35.5 
No.4 47.23 51.95 13.83 30.7 
No.5 41.20 44.62 23.01 33.2 
No.6 42.87 46.61 20.78 34.6 
No.7 51.26 52.83 9.58 35.0 
No.8 - 47.02 9.90 26.1 
No.9 56.07 61.05 7.13 38.4 
No.10 59.83 61.82 6.04 38.5 
No.11 61.11 67.95 0.00 43.8 
No.12 59.83 67.76 0.00 44.4 
No.13 59.20 67.93 0.00 42.0 
 
  
図 5.37 荷重変位曲線（No.7，8） 図 5.38 破断荷重残存率と質量減少率の
関係 
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認できた．また，高ひずみ速度引張試験を行い脆性的に破断した No.8 の試験結果について
は，残存率は 0.7 程度と，他の試験結果と比較して大幅に低下している．  
破断断面の絞りと質量減少率の関係を図  5.39 に，絞りと破断荷重残存率の関係を図  
5.40 に示す．健全 PC 鋼線の絞り（No.11，12，13）と比較して，腐食 PC 鋼線の絞りは全
体的に低下する傾向が確認できた．特に No.8 については，同程度の質量減少率である No.1，
3，7 の試験結果と比較しても絞りの低下は大きいことからも，脆性的に破断している状況
が確認できる．  
 
図 5.39 絞りと質量減少率の関係 図 5.40 絞りと破断荷重残存率の関係 
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生じることにより水素イオンが発生する20)．Fe-H2O 系の酸化物系を対象にした酸化・還元
反応の平衡電位と溶液の pH との関係を図 5.43 に示す．線で囲まれた領域は，図 5.43 に
記載される物質が熱力学的に安定であることを示している．図 5.43 の線ⓐ ,ⓑは，H2O の
安定領域を示すもので，線ⓐは水素発生線，線ⓑは酸素発生線と呼ばれる．鋼材表面には
局部腐食による錆の発生によって水素が吸着する．その大部分は水素分子となって空気中
へ放出されるが，一部の水素は鋼材内に侵入し，鋼材を脆化させ，水素脆化割れを生じさ
せる．表 5.15 に示される元素を含む化合物は水素侵入を促進する水素侵入促進剤（触媒）
であることが知られており，それら水素侵入促進剤が存在した場合には，水素の鋼材内部
への侵入量が増加する21)．しかし，水素侵入促進剤が存在しない場合には水素侵入量は極
めて少なく，水素脆化割れは発生し難い．したがって水素侵入促進剤が存在しない場合に
は，水素脆化割れより先に，活性溶解型応力腐食割れが発生するものと推察することがで
きる．表 5.15 に示される水素侵入促進剤は，一般的な環境下における既設 PC 道路橋のコ
ンクリートおよび PC 鋼線の内部にはほとんど存在しない元素である．このことから，そ
れらの元素が存在しうるような特殊な環境下におかれている場合を除き，既設 PC 道路橋
における PC 鋼線の遅れ破壊メカニズムにおいては，水素脆化割れは起こり難いと考えら
れる．  
一方，金属材料が腐食性環境下で繰り返し応力を受けることで，繰り返し応力のみが作
用した場合に比べて大きく強度低下し，脆性破壊する現象が知られている．これが腐食疲
労破壊である．竹内ら22)が，塩害劣化により架替に至った日本海沿岸部の PC 道路橋より
採取した PC 鋼線（φ5mm）を用いて行った疲労試験より得た S-N 線図を，図  5.44 に示す．
試験結果から，腐食 PC 鋼線の疲労強度は，健全 PC 鋼線よりも低下する傾向にあることが
確認されている．また村越ら23)は，旧建設省の標準設計とほぼ同形状のポストテンション
方式単純 PCT 桁橋（支間 30m）において，活荷重作用時に PC 鋼材に生じる応力を約 30N/mm2 
 
 
表 5.15 水素侵入促進剤としての効果が
ある元素 20) 
14 族  15 族  16 族  
 P S 
 As Se 
Sn Sb Te 
Pb Bi  
図 5.43 Fe-H2O 系の電位と pH の関係(25℃)20)  
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と試算している．図 5.44 の試験結果を踏まえると，PC 鋼材に質量減少率換算で約 5%の
腐食が生じているような場合においても，この程度の応力振幅の繰り返し載荷では疲労に
よる PC 鋼材の破断が深刻な問題となる可能性は低いことを指摘している．  
 
 
図 5.44 健全・腐食 PC 鋼線の S-N 線図 22) 
 
これまで説明した，腐食環境下における既設 PC 道路橋の PC 鋼線遅れ破壊メカニズムを，
図 5.45 に示す．PC 鋼線が遅れ破壊に至る要因としは，伸び・絞りをあまり伴わない脆性
的な引張破壊，活性溶解型応力腐食割れ，水素脆化割れおよび腐食疲労の可能性が考えら
れる．しかし，実構造物での脆性破断事例において長手方向へ亀裂が進展している状況が 
 
 
図 5.45 腐食環境下における既設 PC 道路橋の PC 鋼線脆性破断メカニズム 
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報告されていること，一般的な環境下にある既設 PC 道路橋には水素侵入促進剤が存在し
ていないことから水素脆化割れが生じる可能性は低いと考えられること，および PC 道路
橋の活荷重による応力振幅は小さいことから腐食疲労が生じる可能性は低いと考えられる
こと等の理由より，一般的な環境下における既設 PC 道路橋主桁内部の PC 鋼線において生
じる遅れ破壊は，活性溶解型応力腐食割れに起因したものであると推察できる．  
しかし本考察は，あくまで局部腐食を模擬した PC 鋼線を用いた各種遅れ破壊に関する
実験的検討により導かれたものである．促進腐食供試体の各種条件は，実橋梁主桁内の PC
鋼線束の状況（腐食環境条件，グラウト充填不良部の長さ・角度および PC 鋼線束の結束
状況）とは異なっていることが考えられる．よって，本研究において結論づけた腐食環境
下における既設 PC 道路橋の PC 鋼線遅れ破壊メカニズムについては，実橋梁より採取した
腐食した PC 鋼線に関する詳細な検討により検証される必要があり，今後の課題といえる． 
 
5.9 まとめ 
本章においては，既設ポストテンション方式 PCT 桁道路橋の曲上げ部付近に発生するグ
ラウト充填不良部境界を模擬した PC 鋼線の促進腐食試験により作成した促進腐食させた
PC 鋼線および電食切欠きを有する PC 鋼線について，遅れ破壊に関する実験的検討を実施
し，遅れ破壊の感受性評価を行った．また，実験後の PC 鋼線について，走査型電子顕微
鏡（SEM）を用いてそれぞれの破断面を観察し，それぞれの破断の機構について考察した．
得られた結果について下記に示す．  
(1) PC 鋼線に発生した局部腐食箇所における応力集中を評価するための，応力集中係数評
価モデルは，これまで提案されているモデルを適用するには，それぞれ適用範囲に限
界がある．そこで，FEM 解析結果を重回帰分析し，段差型板状モデルに対する補正係
数を設定することにより，修正段差型板状モデルを提案した．  
(2) 活性溶解型応力腐食割れ試験を行った結果，シリーズ 1，2 の促進腐食した PC 鋼線試
験結果および電食切欠きを施した PC 鋼線試験結果ともに，応力集中が生じていると
考えられる局部腐食の端部を基点として長手方向に亀裂が進展する破断性状を確認で
きた．  
(3) 活性溶解型応力腐食割れ試験結果において，平均応力 σave が 1300N/mm2 程度を超過す
ると破断時間が短くなり，σave が 1100N/mm2 程度を下回ると破断時間が 100h を超過し
破断感受性が低くなる傾向がみられた．また，σave が 1200N/mm2 程度の PC 鋼線につい
ては，同程度の σave であるにも係わらず破断時間にばらつきがみられる．一方，仮想
最大応力 σmax が 2500N/mm2 程度を超過すると破断時間が短くなる傾向がみられる．ま
た，σmax が 2000N/mm2 程度の PC 鋼線については，同程度の σmax であるにも係わらず
破断時間にばらつきがみられた．  
(4) 活性溶解型応力腐食割れ試験結果について，途中打ち切りのあるデータに対して統計
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モデルを使わないノンパラメトリックな推定法として知られているカプラン・マイヤ
ー法を適用し，ワイブル分布を用いて統計的な評価を行った．仮想最大応力 σmax につ
いては，全 43 本の破断率データは概ね 95%信頼区間内に含まれていることが確認でき
た．一方，平均応力 σave については，累積破断確率が 0.15 程度以下の破断データにつ
いては 95%信頼区間内には含まれていないが，累積破断確率が 0.15 を超過する区間の
破断データについては 95%信頼区間内に含まれていることが確認できた．  
(5) 水素脆化割れ試験を行った結果，促進腐食した PC 鋼線試験結果および電食切欠きを
施した PC 鋼線試験結果ともに，全ての PC 鋼線においてガラス棒が割れたような破断
状況であり，長手方向に亀裂が進展している応力腐食割れ試験後の破断状況とは異な
る特徴を示すことが確認できた．また，平均応力 σave および仮想最大応力 σmax と破断
時間の関係は明確ではないことを確認した．  
(6) 引張試験を行った結果，局部腐食を有する PC 鋼線は，引張載荷速度が大きくなると，
局部腐食箇所を起点とした脆性的な破断を引き起こす可能性がある．また，脆性的な
破断が発生した場合，最大荷重残存率は大きく低下する．  
(7) 引張試験により破断させた健全な PC 鋼線について破断面を観察した結果，破断面か
らは延性破断に特徴的なディンプル破面が確認できた．  
(8) 活性溶解型応力腐食割れにより破断させた促進腐食 PC 鋼線についても水素脆化割れ
と同様に，側面の状況から PC 鋼線は絞られることなく脆性破断を起こしていること
が確認できた．破断面を観察した結果，破断が開始した局部腐食近傍の破面ではリバ
ーパターンを形成するへき開破面が確認でき，PC 鋼線の断面中心部では引張試験後の
PC 鋼線と同様のディンプル破面が確認できた．これらの状況から，まず PC 鋼線表面
部の局部腐食から活性溶解型応力腐食割れによる亀裂が入り，亀裂が長手方向へ進展
しつつ，断面中心方向へも進展し，残存断面積の減少に比例した引張応力の増加によ
り最終的に延性破壊に至ったものと推察できる．  
(9) 水素脆化割れにより破断させた促進腐食 PC 鋼線について，側面の状況から PC 鋼線は
絞られることなく脆性破断を起こしていることが確認できた．破断面を観察した結果，
破断開始点近傍の破面では擬へき開破面が確認でき，PC 鋼線の断面中心部では引張試
験後の PC 鋼線と同様のディンプル破面が確認できた．これらの状況から，まず PC 鋼
線表面部から水素脆化割れによる亀裂が入り，亀裂が断面中心方向へ進展し，残存断
面積の減少に比例した引張応力の増加により最終的に延性破壊に至ったものと推察で
きる．  
(10) PC 鋼線の遅れ破壊は，活性溶解型応力腐食割れ，水素脆化割れおよび腐食疲労の発生
する可能性が考えられるが，実構造物での脆性破断事例において長手方向へ亀裂が進
展している状況が報告されていること，一般的な環境下にある既設 PC 道路橋には水
素侵入促進剤が存在していないことから水素脆化割れが生じる可能性は低いと考えら
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れること，および PC 道路橋の活荷重による応力振幅は小さいことから腐食疲労が生
じる可能性は低いと考えられること等の理由より，一般的な環境下における既設 PC
道路橋主桁内部の PC 鋼線において生じる遅れ破壊は，活性溶解型応力腐食割れに起
因したものであると推察できる．  
(11) 本考察は，あくまで局部腐食を模擬した PC 鋼線を用いた各種遅れ破壊に関する実験
的検討により導かれたものである．促進腐食供試体の各種条件は，実橋梁主桁内の PC
鋼線束の状況（腐食環境条件，グラウト充填不良部の長さ・角度および PC 鋼線束の
結束状況）とは，異なっていることが考えられる．よって，本研究において結論づけ
た腐食環境下における既設 PC 道路橋の PC 鋼線遅れ破壊メカニズムについては，実橋
梁より採取した腐食した PC 鋼線に関する詳細な検討により検証される必要があり，
今後の課題といえる．  
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第6章 塩害劣化した既設 PC 道路橋の遅れ破壊を考慮した構造安全性評価およ
び維持管理の信頼性向上 
6.1 概説 
凍結防止剤を使用する環境下にある上縁定着ケーブルを有する既設ポストテンション
方式 PCT 桁道路橋（以降，既設ポステン T 桁橋）においては，定着部から曲上げ部の区間
においてブリーディング等により生じたグラウト充填不良部が存在することにより，グラ
ウト充填部と充填不良部の境界部が発生し，その部分で凍結防止剤に由来する塩化物イオ
ンに起因したマクロセル腐食が発生することが懸念されている．また，腐食した PC 鋼線
については，遅れ破壊（活性溶解型応力腐食割れ）により脆性的な破断に至る可能性が考
えられる．  
イギリスでは 1985（昭和 60）年に，Ynys-y-Gwas 橋の落橋が発生している1)．落橋の要
因は，グラウト充填不良を起因とした PC 鋼線の破断と考えられている．また，国内にお
いても一般国道 18 号に架かる妙高大橋（新潟県妙高市）にて，箱桁下床版部の PC 鋼線が
破断していることが判明している2)．これらの事例からも，塩害劣化した PC 橋においては，
腐食した PC 鋼線の機械的性質の低下に加えて，遅れ破壊の発生が構造安全性の低下に直
結することがわかる．  
腐食した PC 鋼線を有する既設ポステン T 桁橋が有する現状の安全性を評価するために
は，建設当初の設計では考慮されない種々の要因の影響，例えば PC 鋼線に発生する腐食
程度のばらつきや腐食 PC 鋼線の機械的性能低下のばらつき等を考慮する必要がある．特
に限界状態に近い場合には，耐荷力および断面力のばらつきを考慮することが重要となる．
そのための現実的な評価手法として，信頼性指標（安全性指標）による方法がある．信頼
性指標は，基本的には材料特性，荷重作用等の安全性に影響を及ぼす因子の平均値および
標準偏差が測定等によって得られれば，モンテカルロシミュレーションにより算定できる． 
既往の研究例えば3),4),5),6),7)で示されるとおり，構造安全性や耐久性に関わる各種パラメー
タの不確定性を同時に考慮したモンテカルロシミュレーションにもとづいた信頼性評価を
行う手法は，劣化のばらつきの大きな塩害に着目した検討においては合理的な手法といえ
る．ただし，この手法における評価指標である信頼性指標 β に工学的な有意性を与えるた
めには，実橋調査等により信頼性のあるデータを採取し，考慮する各要因に代入すること
が必要である．  
本章では，第 4 章で示した PC 鋼線束および PC 鋼線素線毎の凍結防止剤使用環境下にお
ける局部腐食の進行モデル，および第 5 章で示した局部腐食を有する PC 鋼線素線の遅れ
破壊発生確率モデルを用いて，既設ポステン T 桁橋の構造安全性を信頼性指標 β にもとづ
いて評価した．対象は，凍結防止剤に起因した塩害劣化事例の多い，グラウト充填不良部
が確認されている上縁定着構造を有する既設ポステン T 桁橋とした．  
また，実橋の構造特性が劣化時の構造安全性に対して影響を与えることが予想されるた
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め，本研究では文献8)に収録されている 1969（昭和 44）年の建設省制定「土木構造物標準
設計」（以下，単に建設省標準設計）に示される支間長 20m，30m，40m の PC 桁を用いた
標準的な既設ポステン T 桁橋を対象とするとともに，実橋において実施された詳細調査結
果を参考に構造諸元および損傷状況を設定した 1 橋を合わせ，構造特性の異なる 4 橋を対
象に評価した．  
 
6.2 劣化進行のモデル化 
6.2.1 評価の概要 
橋梁等の道路構造物が急速に老朽化していくことを踏まえ，各道路管理者の責任による
点検→診断→措置→記録というメンテナンスサイクルを確立するために，2014（平成 26）
年に道路法施行規則が改正され，道路の維持・修繕に関する具体的な基準として「道路法
施行規則の一部を改正する省令」9)が制定・施行された．ここでは，具体的な点検頻度や
方法等が定められており，道路橋については，国が定める統一的な基準により 5 年に 1 回
の頻度で近接目視により点検を行うことが基本とされ，点検・診断の結果については統一
的な尺度で健全性の診断結果を分類・記録・保存することが定められている．  
道路橋を含む一般的な構造物の維持管理の手順を図 6.1 に示す．点検において損傷を確
認した場合には，詳細調査が行われ，診断，必要な補修・補強対策が検討される．本研究
対象とする，既設ポステン T 桁橋についても，今後は基本的に 5 年に 1 回の頻度にて外観 
 
 
＊）対策として解体・撤去が選択された場合には，記録を行った後に終了する．  
図 6.1 構造物の維持管理の手順10) 
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目視点検が行われることとなる．  
5 年に 1 回の頻度にて実施される外観目視点検において，既設ポステン T 桁橋にシース
に沿ったひび割れや遊離石灰が確認された場合を想定した，評価，診断から対策方針の策
定に至るまでの一般的な流れを説明する．  
凍結防止剤を使用する環境下で，かつ上縁定着構造を有する構造形式の構造物であった
場合，グラウト充填不良およびシース内 PC 鋼線に腐食が発生している状況が強く疑われ
る．このため，診断内容を確定させ，対策方針を策定するために，PC 鋼線の詳細調査が行
われることとなる．この詳細調査においては，ひび割れや遊離石灰を確認した箇所を抽出
し，まずは非破壊調査によりグラウトの充填状況を確認する．そしてグラウト充填不良が
確認された場所を中心にコア削孔し，PC 鋼線の腐食や破断状況を目視にて確認し，局部腐
食の発生状況を評価することとなるが，目視により確認できる PC 鋼線の局部腐食は，コ
ア削孔位置での PC 鋼線束もしくは PC 鋼より線の側面のみに限定されることに注意する必
要がある．つまり，PC 鋼線束内部の腐食状況や，全体的な腐食の発生状況を把握すること
は困難であることから，内部の目視不可能な PC 鋼線の腐食状況を，側面に位置する目視
可能な PC 鋼線の腐食状況より推定する必要がある．  
そのように，塩害劣化した既設ポステン T 桁橋の構造安全性評価においては，各種パラ
メータを推定する必要があり，これらのばらつきの影響が大きいため，ばらつきが考慮可
能な信頼性指標 β にもとづいた評価が行われることが望ましい．  
そこで，第 4 章で示した，PC 鋼線束の劣化レベルの進行と PC 鋼線素線の腐食グレード
の関係，および PC 鋼線素線の腐食グレード毎に評価した質量減少率Δw，断面積減少率Δ
A，段違い量 t，曲率半径 ρ の各局部腐食パラメータ等について，ばらつきを考慮できる発
生確率分布モデルとして評価した．  
また，腐食した PC 鋼線素線は，遅れ破壊（活性溶解型応力腐食割れ）により脆性的な
破断に至る可能性が考えられる．そこで，第 5 章で示した，各 PC 鋼線素線における平均
応力または仮想最大応力により，遅れ破壊の発生確率を推定するモデルを適用し評価した． 
さらに，腐食した PC 鋼線素線は，腐食量に応じて機械的性能が低下することが知られ
ている．ここでは，塩害劣化した実橋梁（暮坪陸橋）から得られた腐食した PC 鋼線（各
素線）の試験結果，および鴨谷ら 5)が設定した評価モデルを参考に設定した．  
 
6.2.2 PC 鋼線の腐食劣化進行モデル 
凍結防止剤使用環境下において，シースの曲上げ部のグラウト充填不良部分が塩害劣化
した既設ポステン T 桁橋の構造安全性を詳細に評価するには，まず局部腐食が生じた PC
鋼線束内の各 PC 鋼線素線の腐食程度を適切に評価する必要がある．点検結果や非破壊試
験により詳細調査を実施する範囲を決定し，コア削孔し，主ケーブル（PC 鋼線束）の腐食
状況を把握し，劣化主ケーブル本数を特定するとともに劣化レベルを評価する．さらに，
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PC 鋼線束内の各 PC 鋼線素線の腐食グレードを設定する．  
主ケーブル（PC 鋼線束）の劣化レベルについては，コンクリート標準示方書［維持管理
編］では鋼材腐食の簡易的な評価方法として腐食グレードⅠ～Ⅳによる評価が提案されて
いることを踏まえ，第 4 章に示したグラウト充填不良部分を模擬した PC 鋼線束に関する
促進腐食試験を行った結果における外面の平均局部腐食深さ Dave より，局所的に局部腐食
が発生しているレベルから PC 鋼線の大幅な断面欠損が認められるような著しい腐食状態
までの状態を 4 段階で判定する表  6.1 に示す劣化レベル案を設定した．この劣化レベル判
定案は，本研究で独自に仮定したものであり，その判定案を用いることにより，コア削孔
により把握した主ケーブル（PC 鋼線束）外面の腐食状況より，主ケーブル（PC 鋼線束）
の平均的な質量減少率を評価することが可能となる．  
 
表 6.1 主ケーブル（PC 鋼線束）の劣化レベル判定案 
劣化  
レベル  主ケーブル（PC 鋼線束）の腐食状態  
外面の 
平均局部腐食 
深さ Dave(mm) 
平均  
質量  
減少率
Ⅰ  局所的に局部腐食が発生している  ～0.01 6% 
Ⅱ  腐食が発生しており，局部腐食が複数認められる  0.01～0.03 8% 
Ⅲ  腐食が発生しており，多数の局部腐食が認められる  0.03～0.04 10% 
Ⅳ  著しい腐食が発生しており，大幅な断面欠損や破断が想定される 0.04～  12% 
 
また，腐食した PC 鋼線素線単位の腐食グレードは，第 4 章に示したグラウト充填不良
部分を模擬した主ケーブル（PC 鋼線束）に関する促進腐食試験を行った結果における素線
の最大断面積減少率より設定したものであり，局所的に局部腐食が発生している状態から
PC 鋼線素線の大幅な断面欠損が認められるような著しい腐食状態までの状態を 4 段階で
判定する表  6.2 に示す腐食グレード案を設定し，評価した．腐食した PC 鋼線素線の腐食
グレード判定案についても，本研究で独自に仮定したものである．PC 鋼線素線の腐食グレ
ードの素線位置毎の進行状況を，表 6.3，図 6.2，表  6.4 に示す．主ケーブル（PC 鋼線束）
の劣化レベルの進行に伴い，PC 鋼線素線の断面位置毎に素線の腐食グレードが進行してい
る状況がわかる．特に PC 鋼線 No.1,6，2,5，9,12 については，素線の腐食グレードの進行
度が大きい．一方，主ケーブル（PC 鋼線束）内部に位置する PC 鋼線素線 No.7,8 について
は素線の腐食グレードの進行度は遅く，主ケーブル（PC 鋼線束）の劣化レベルがⅣの段階
においても，素線の腐食グレードは②に留まっている．  
主ケーブル（PC 鋼線束）の劣化レベルの進行と PC 鋼線素線の腐食グレードの進行の関
係を用いることにより，コア削孔により把握した主ケーブル（PC 鋼線束）外面の腐食状況
より評価した主ケーブル（PC 鋼線束）の劣化レベルをもとに，素線毎の腐食グレードを評
価することが可能となる．  
 腐食グ
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③  
④  
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6.2.3 腐食した PC 鋼線の遅れ破壊評価モデル 
腐食した PC 鋼線を有する既設道路橋が保有する現状の安全性を評価するためには，腐
食した PC 鋼線の遅れ破壊の影響を信頼性解析に詳細に考慮することが必要である．本研
究では，凍結防止剤使用環境下におけるシースの曲上げ部のグラウト充填不良部分におい
て発生した局部腐食の状況に応じた遅れ破壊評価モデルを，信頼性解析に考慮した．  
腐食した PC 鋼線素線の破断現象は，ワイブル分布により評価した．ワイブル分布は，
第 5 章に示した活性溶解型応力腐食割れ試験結果より得られた破断の発生有無データを，
平均応力 σave および仮想最大応力 σmax について統計解析することにより推定したものであ
り，本研究で独自に仮定したものである．  
遅れ破壊評価に用いる仮想最大応力 σmax を式（6.1）に示す．PC 鋼線の有効緊張力 σpe
に，局部腐食の修正段差型板状モデルによる弾性応力集中係数 αmod（式（6.2））を乗じる
ことにより算出した．  
modpemax ασσ ×=   · ···································································  （6.1） 
( ){ } βρα ×⎥⎦⎤⎢⎣⎡ −×+= 6502821 .mod bB.t   · ············································  （6.2）  
ここで，  σpe ：PC 鋼線の有効緊張力  
  αmod ：修正段差型板状モデルによる弾性応力集中係数  
        σmax ：仮想最大応力  
        t ：段差の高さ  
        ρ ：段差の曲率半径  
  B ：段差が無い部分の部材厚さ  
  b ：段差がついた部分の部材厚さ  
  β ：補正係数  
L≦0.5 のとき β=1.3536-0.0506ρ+0.02447t-0.3771L 
L＞0.5 のとき β=1.1023-0.0088ρ-0.0028t 
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6.2.4 腐食した PC 鋼線の機械的性能低下評価モデル 
凍結防止剤使用環境下において，シースの曲上げ部のグラウト充填不良部分が塩害劣化
した既設ポステン T 桁橋の構造安全性を詳細に評価するためには，腐食量に応じた機械的
性能について適切に評価することが重要である．ここでは，塩害劣化した実橋梁（暮坪陸
橋）から得られた腐食した PC 鋼線素線の試験結果11)，および鴨谷 5)らが設定した評価モデ
ルを参考に，腐食した PC 鋼線の機械的性能低下評価モデルを設定した．  
塩害劣化した実橋梁（暮坪陸橋）から得られた腐食した PC 鋼線素線の質量減少率 Δwwi
と，最大荷重および最大荷重時伸び残存率の関係を，図  6.4 に示す．最大荷重時伸びは試
験区間 100mm の平均伸び量であり最大荷重時伸び残存率は腐食した PC 鋼線における試験
値の健全な PC 鋼線の試験値に対する比である．  
最大荷重残存率と質量減少率の関係をみると，ばらつきはみられるものの質量減少率の
増加以上の割合で残存率が低下する傾向が確認できる．最大荷重残存率 1.0 と質量減少率
0%を原点とした回帰式を式（6.5）に示す．  
最大荷重時伸び残存率と質量減少率の関係をみると，同じくばらつきはみられるものの
質量減少率が 3%程度以下の段階で最大荷重時伸び残存率は 20～30%程度まで著しく低下
し，その後は質量減少率が増加するにしたがい最大荷重時伸び残存率も徐々に低下してい
る．最大荷重時伸び残存率 1.0 と質量減少率 0%を原点とした回帰式を式（6.6），式（6.7）
に示す．質量減少率が 2.58%をしきい値とした，2 直線モデルとなるのが特徴である．  
この腐食した PC 鋼線の伸び性能低下は，健全な状態の PC 桁の終局状態（上縁コンクリ
ートの圧縮破壊）とは異なり，塩害劣化した PC 桁が PC 鋼材の破断により終局状態に至る
要因と考えられる．  
10163.0 +Δ×−= wiwi wSR   · ··························································  （6.5）  
1258.0 +Δ×−= wiwi wER        (0  <  Δww i  < 2.58)  ································  （6.6）  
345.00039.0 +Δ×−= wiwi wER    (2 .58 < Δww i  )  ···································  （6.7）  
ここで，  SRwi ：各素線の最大荷重残存率（%）  
        ERwi ：各素線の最大荷重時伸び残存率（%）  
  Δwwi ：各素線の質量減少率（%）  
また，図 6.4 に対して，最大荷重および最大荷重時伸び残存率の，平均値と変動係数を
図 6.5 に示す．腐食した PC 鋼線の機械的性能低下評価モデルとしては，式（6.5）から式
（6.7）より，最大荷重残存率および最大荷重時伸び残存率の平均値をそれぞれ算定し，さ
らに変動係数（最大荷重残存率：7.1%，最大荷重時伸び残存率：34.7%）を考慮すること
で，PC 鋼線の機械的性能低下とそのばらつきを考慮した．  
 
  
 
 
図 6.
図 6.
最
 
4 暮坪陸
最大
5 暮坪陸
大荷重およ
 
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
0
変
動
係
数
各
橋から得ら
荷重およ
橋から得ら
び最大荷重
各素線
5 10
各素線の腐素線の質量
159 
れた腐食し
び最大荷重
れた腐食し
時伸び残存
の質量減少
15 20 2
食減量率 ΔW減少 Δw
た PC 鋼線
時伸び残存
た PC 鋼線
率の平均
率Δwwi 
5 30
wiwi 
 
の質量減少
率 
の質量減少
値と変動係
最大荷重残存率
平均値 7.1%
最大荷重時伸
平均値 34.7%
率と 
率と 
数 
び残存率
 
160 
 
6.3 信頼性評価手法 
6.3.1 対象橋梁モデル 
(1) 対象橋梁モデル概要 
本研究では，建設省標準設計に示される支間長 20m，30m，40m の PC 桁を用いた標準的
な既設ポステン T 桁橋を対象とするとともに，兵庫県内に架橋されている M 橋を参考に構
造諸元を設定した 1 橋を合わせ，構造特性の異なる 4 橋を対象に評価した．建設省標準設
計に示される 3 橋および M 橋ともに，構造形式はポステン単純 PCT 桁であり，TL-20 活荷
重で設計されている．建設省標準設計の 3 橋については，上下線 1 車線ずつの幅員に相当
する有効幅員 7900mm，全幅員 8300mm に統一した．M 橋については，支間長および有効
幅員・全幅員については実橋と同値，斜角については 90 度に変更している．また，対象橋
梁モデル 4 橋ともに，舗装厚については標準的な厚みとして 80mm に設定した．主桁コン
クリート強度は全対象橋梁モデルにおいて 40N/mm2 とした．評価対象モデルとした既設ポ
ステン T 桁橋の構造図を図 6.6～図 6.9 に，評価対象モデルの構造諸元および材料一覧表
をそれぞれ表 6.6 および表 6.7 に示す．  
現在では PC 道路橋の主ケーブルとして一般に PC 鋼より線が使用されているが，本研究
対象橋梁モデルとして選定した 4 橋が設計された昭和 40 年代前半では，PC 鋼線束が一般
的に使用されていた．そこで，本研究においては当時の設計条件に対応し，支間の比較的
小さな建設省標準設計 L=20m 橋では 12φ5mm（引張強度 1650N/mm2），また建設省標準設
計 L=30m 橋，L=40m 橋および M 橋では 12φ7mm（引張強度 1550N/mm2）を考慮した．  
 
表 6.6 評価対象既設ポステン T 桁橋の構造諸元一覧表 
橋梁名  支間長  L(m) 主桁数
桁高  
H(mm)
桁幅  
W(mm) L/H 
床版厚  
(mm) 
間詰め
幅(mm)
L=20m (建設省標準) 20 6 1200 1200 16.7 180 220 
L=30m (建設省標準) 30 5 1600 1500 18.8 180 200 
L=40m (建設省標準) 40 5 2100 1500 19.0 180 200 
M 橋  22.3 6 1000 900 22.3 160 240 
 
表 6.7 評価対象既設ポステン T 桁橋の使用材料一覧表 
橋梁名  
主桁  
σck 
(N/mm2) 
主ケーブル  
仕様  引張強度(N/mm2) 
ケーブル
本数  
最外縁か
ぶり(mm) 
断面積  
(mm2) 
L=20m (建設省標準) 
40 
12φ5mm 1650 10 62.5 2356 
L=30m (建設省標準) 12φ7mm 1550 10 57.5 4618 
L=40m (建設省標準) 12φ7mm 1550 13 57.5 6004 
M 橋  12φ7mm 1550 7 57.5 2771 
 
  
161 
 
 
図 6.6 評価対象既設 PC 道路橋の構造図（建設省標準設計 L=20m 橋）8) 
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図 6.7 評価対象既設 PC 道路橋の構造図（建設省標準設計 L=30m 橋）8) 
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図 6.8 評価対象既設 PC 道路橋の構造図（建設省標準設計 L=40m 橋）8) 
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(a) 桁側断面図  
 
(b) 断面図  
図 6.9 評価対象既設 PC 道路橋の構造図（M 橋） 
 
(2) 対象橋梁モデルの有効緊張力の設定 
PC 桁に荷重が作用する場合の主桁の曲げ耐力照査を行うためには，主ケーブルの有効緊
張力を評価する必要がある．主ケーブルの有効緊張力は，設計計算書が現存している場合
には，そこから引用するのが望ましい．しかし，竣工後数十年が経過した既設ポステン T
桁橋では，設計計算書が現存しない場合も多い．本研究では，緊張直後の PC 鋼線緊張力 σpt
については主桁上縁および下縁のコンクリート合成応力度が許容値（－1.5～18N/mm2）を
満足する引張応力度と，PC 鋼線の緊張時の許容引張応力度上限（φ5mm 線は 1155N/mm2，
φ7mm 線は 1085N/mm2）のうち小さい方の値とし，道路橋示方書12)に示される式（6.8）
～式（6.10）を用いて復元設計している鴨谷の研究13)，および M 橋詳細調査報告書14)より
引用し，表  6.8 に示すとおりに設定した．  
Δσp y  =γ σp t  · ······································································  （6.8）  
ここで，Δσpy ：PC 鋼材のリラクセーションによる緊張応力低下量(N/mm2) 
       σpt ：緊張直後の PC 鋼材の引張応力度(N/mm2) 
       γ  ：PC 鋼材のリラクセーション率(＝0.05) 
Δσpφ  = ( nφσc p+Epε s  ) /｛ 1+ n(σ c p t  /σp t  )(1+φ /2) ｝  · ······················  （6.9）  
ここで，Δσpφ ：クリープ・乾燥収縮による緊張応力低下量  (N/mm2) 
       n ：PC 鋼材とコンクリートの弾性係数比(= 7) 
       σcp ：死荷重時 PC 鋼線図心位置でのコンクリート合成応力度(N/mm2) 
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       Ep ：PC 鋼線の弾性係数(N/mm2) 
       εs ：乾燥収縮度(= 0.0002) 
       σcpt ：緊張直後 PC 鋼線図心位置でのコンクリート合成応力度(N/mm2) 
       σpt ：緊張直後 PC 鋼線緊張力 (N/mm2) 
       φ ：クリープ係数(＝2.6) 
σp e  = σ p t  －  Δσp y  －  Δσpφ  · ·······················································  （6.10）  
ここで，σpe ：PC 鋼材の有効緊張力 (N/mm2) 
 
表 6.8 有効緊張力の一覧 
橋梁名  有効緊張力（N/mm2）  
L=20m (建設省標準) 790 
L=30m (建設省標準) 778 
L=40m (建設省標準) 829 
M 橋  888 
 
6.3.2 発生断面力モデル 
(1) 載荷荷重モデル 
考慮する載荷荷重モデルの内，活荷重は設計当時の TL-20 活荷重ではなく，現行の道路
橋示方書15)において示される B 活荷重を採用した．また，森川ら16)に準じて超過重量車両
の通行を考慮し，変動係数 16.6%17)の正規乱数を乗じた値とした．ここで，鴨谷の研究 13)
において，阪神高速道路湾岸線における活荷重データ18)と，本研究で用いる活荷重につい
て比較している．その結果，本研究の活荷重条件は，大型車混入率が高い重交通路線にお
いて，超過重量車の存在を考慮した場合に相当すると考えられ，現行の設計荷重に対して
も安全側の評価を与える荷重として考慮できることが示されている．  
本研究で用いた，死荷重の算定に用いた部材毎の単位重量を表 6.9 に，活荷重条件を図 
6.10 に示す．一般に PCT 桁橋は断面力の最も大きな主桁に対して設計が行われていること
を考慮し，本研究では断面力が最も大きくなる主載荷荷重を高欄側に偏載した場合を想定
した．また主載荷荷重の橋軸方向位置については，評価断面において最も断面力が大きく
なる位置を設定した．  
 
表 6.9 本研究で用いた死荷重算定用単位重量 
部 材  単位重量  
鉄筋コンクリート，  
プレストレストコンクリート  24.5kN/m
3  
舗装  23.0kN/m3  
高欄  6.0kN/m  
 
166 
 
 
図 6.10 本研究で用いた活荷重条件 
 
(2) 構造解析モデル 
対象橋梁モデルに作用する断面力は，図 6.11 に示す支間を 12 分割した平面格子解析モ
デルに，死荷重と活荷重を載荷することにより算定した．一般に PCT 桁橋は断面力の最も
大きな主桁に対して設計が行われていることを考慮し，本研究では断面力が最も大きくな
る主載荷荷重を高欄側に偏載した場合の，主載荷荷重直下に位置する外桁の断面力を用い 
 
 
図 6.11 対象橋梁モデルの平面格子解析モデル 
地覆＋高欄
地覆＋高欄
G1
G2
G3
G4
G5
   5.0m    5.0m
上り
車線
支間中央
下り
車線
5.5m
主載荷荷重 p1+p2
13.5 kN/㎡
(橋軸方向へ移動)
本載荷条件で最も不利になる外桁（G1桁）
(a) 構造解析モデルイメージ 
(b) 骨組み構造解析モデル 
橋軸方向 橋軸直角方向 
節点 
主桁梁要素 
横桁梁要素 
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て評価した．また本研究では，凍結防止剤使用環境下においてシースの曲上げ部のグラウ
ト充填不良部分が塩害劣化した既設ポステン T 桁橋の構造安全性を評価することを目的と
していることから，支間 1/4 点および支間 1/8 点を評価断面として抽出した．  
主桁の断面定数については，著しい塩害劣化を受けた PCT 桁ではコンクリートの浮きや
はく落が発生し，供用開始時から減少する場合が考えられるが，PC 橋の断面定数は全断面
有効として算出するためその減少量は小さいと考えられることから，本研究では主桁の断
面定数は供用開始時の数値を用いることで安全側の評価とした．また，本研究での平面格
子解析モデルでは，支承の回転拘束や地覆や高欄の主桁断面剛性への寄与については，設
計時と同様に無視することで安全側の評価とした．  
対象橋梁モデルの評価断面を図 6.12，図 6.13 に示す．評価断面はシースの曲上げ部に
位置していることから，評価断面毎に主ケーブルの本数および配置位置が異なることとな
る．PCT 桁の耐荷力評価においては，評価断面毎に主ケーブルの本数および配置位置を考
慮した．  
 
(a) 建設省標準設計 L=20m 橋  
 
(b) 建設省標準設計 L=30m 橋  
 
(c) 建設省標準設計 L=30m 橋  
図 6.12 対象橋梁モデルの評価断面（建設省標準設計） 
支間 1/4支間 1/8
支間 1/4支間 1/8
支間 1/4支間 1/8
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(3) 主ケーブルの破断を考慮した PC 桁のせん断耐力 
主ケーブルが定着部付近で破断した場合には，主桁のせん断耐力に対しても影響を及ぼ
すことが考えられる．村田ら24)は，定着部付近での主ケーブルの破断を模擬した引張力を
解放させた PC 桁の供試体を作製し，載荷実験を行っている．載荷実験の結果，定着部付
近で主ケーブルの引張力を解放した場合でも，主ケーブルの引張力を解放しない状態を想
定し算定したせん断耐力以上の耐力を有していることが確認されている．このことから，
主ケーブルが定着部付近で破断する現象は，せん断破壊に関する終局状態の安全性に対し
て大きな影響を与えないことを指摘している．  
そこで本研究では，塩害劣化した PC 桁の終局状態については，安全性指標に大きな影
響を与える曲げ耐荷力に着目し，評価を行うこととした．  
 
(4) 供用直後の構造安全性に関するばらつきの考え方 
前節において述べたように，塩害劣化の影響を受ける PC 桁の耐荷力は，PC 鋼線素線の
腐食劣化進行モデルにおいて，ばらつきを考慮した評価を行う必要がある．  
一方，供用開始直後の構造安全性についても，経年劣化の影響はないものの，実際には
設計計算により求めた安全性に対してばらつきが生じている可能性がある．  
PC 橋の供用直後の構造安全性に対して影響を与える要因は，大きく材料的要因と施工的
要因に分けられる．前者は，特にコンクリートと PC 鋼材の材料特性であり，ばらつきに
対して適切な材料係数が定められており，一般に設計基準強度や規格値より大きな値とな
る．よって，入念な施工が行われ，施工的要因が無視できる場合の供用直後の PC 橋にお
ける実測値の設計値に対する比は，文献25)に示される図 6.16 の分布（付着がある PC はり
32 本についての分布）のように概ね 1 以上の範囲でばらつくと考えられる．また森川ら 16)
は RC 橋の性能評価において，実 RC 橋耐荷力の耐荷力計算値に対する比のばらつきを変  
 
 
図 6.16 供用開始直後の PC 桁の実験値/計算値 25) 
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動係数として考慮している．  
そこで本研究では，入念な施工が行われた PC 橋を対象とすることで，供用直後の PC 橋
における実測値の設計値に対する比を平均値 1.07 変動係数 6.8%として評価した．今後の
検討により詳細なデータが得られれば供用開始直後のばらつきに関する評価を随時更新し
ていく必要があると考えられる．  
 
6.3.4 モンテカルロシミュレーションによる信頼性指標βの評価 
(1) 信頼性評価のながれ 
コンクリート構造物を適切に維持管理していくためには，構造物の性能について適切な
信頼性を考慮した評価を行い，対策の必要性を判定することが重要となる．塩害劣化した
既設ポステン T 桁橋の維持管理においても，構造物が現状保有する安全性を適切に評価し
たうえで，対策方針を決定することが不可欠である．ここで既設ポステン T 桁橋は，建設
当初の設計では考慮されない種々の要因の影響を受けており，特に限界状態に近い場合に
は，耐荷力および断面力のばらつきを考慮した信頼性の評価を行う必要がある．そのよう
な信頼性の評価において，現実に適用可能な手法として，種々の不確定性を詳細に考慮で
きるモンテカルロシミュレーションがある．  
本研究では，モンテカルロシミュレーションを採用し，塩害により腐食した PC 鋼線の
腐食程度のばらつき，機械的性能低下のばらつき，および破断現象をモデル化した PC 桁
の性能低下評価を試みた．また，多主桁橋には剛性低下の変動による荷重再配分が起こり
うることに着目し，上部構造物全体としての信頼性評価についても試みた．本研究で考慮
した信頼性評価の全体フローを図  6.17 に示す．5 年に 1 回の頻度にて実施される外観目視
点検において，既設ポステン T 桁橋にシースに沿ったひび割れや遊離石灰が確認された時
点から，評価フローは開始する．  
凍結防止剤を使用する環境下で，かつ上縁定着構造を有する構造形式の構造物であった
場合，グラウト充填不良およびシース内 PC 鋼線に腐食が発生している状況が強く疑われ
ることから，PC 鋼線の詳細調査が行われる．詳細調査においては，ひび割れや遊離石灰を
確認した箇所を抽出し，まずは非破壊調査によりグラウトの充填状況を確認する．そして
グラウト充填不良が確認された場所を中心にコア削孔し，グラウト充填不良箇所，主ケー
ブル（PC 鋼線束）の腐食状況を確認する．この詳細調査結果より，各主ケーブルの劣化  
レベル（Ⅰ～Ⅳ）およびグラウト充填不良箇所を設定することができる．  
本研究で考慮した，塩害劣化した PC 桁の耐荷力算出の手順を図 6.18 に示す．PC 桁の
耐荷力を算定するためには，各主ケーブル内の PC 鋼線素線毎に局部腐食を考慮する必要
がある．目視により確認できる PC 鋼線の局部腐食は，コア削孔位置での PC 鋼線束の側面
に限定されることから，PC 鋼線束内部の腐食状況や全体的な腐食の発生状況を把握するこ
とは困難である．よって，各 PC 鋼線素線の腐食パラメータは，主ケーブルの劣化レベル  
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図 6.17 信頼性評価全体フロー 
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引張力の再配分を
繰り返し計算
 
図 6.18 塩害劣化した PC 桁の耐荷力算出手順 
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毎に設定した PC 鋼線素線の腐食グレード（図 6.2）毎に，質量減少率，断面積減少率，段
違い量および曲率半径について正規分布乱数もしくは対数正規分布乱数（表  6.4）により
考慮した．さらに素線毎に引張力-ひずみ関係より素線の破断を判定し，それらを主ケーブ
ル毎に足し合わせることで，主ケーブルの引張耐力-ひずみ関係を算定している．  
また本研究で考慮した，PC 鋼線素線毎に設定した局部腐食パラメータからの，平均応力
および仮想最大応力の評価方法を図 6.19 に示す．ここでは，PC 鋼線素線毎に 40 組の局部
腐食を正規分布乱数もしくは対数正規分布乱数（表  6.4）により設定し，それぞれについ
て PC 鋼線素線毎に再配分を考慮した平均応力および仮想最大応力を算定している．そし
て，40 組の中で最大となる平均応力および仮想最大応力を抽出し，その最大値を用いて
PC 鋼線素線毎の遅れ破壊発生確率を評価した．ここで，PC 鋼線素線毎に考慮した局部腐
食数 40 個は，第 4 章において実施した促進腐食試験において PC 鋼線素線毎にカウントし
た局部腐食数の概ね平均値である．  
 
 
図 6.19 PC 鋼線素線毎の局部腐食パラメータと平均・仮想最大応力の評価方法 
 
次に，本研究で考慮した，主ケーブル内での引張力再配分について説明する．近藤 20)
は，PC 鋼材が破断した後の PC 桁におけるプレストレス損失に関して，調査・研究事例を
収集，整理している．そこでは，ポステン PC 桁においては，PC 鋼材破断後のプレストレ
スの損失は部分的なものに留まり，PC 鋼材破断後に発生すると考えられる剛性低下が発生
しないことを指摘している．つまり，本研究で想定する PC 鋼線素線が質量減少もしくは
遅れ破壊の影響により破断した場合においても，プレストレスの損失は限定的なものであ
ると考慮すると，主ケーブル内に残された PC 鋼線素線に対して引張力の再配分が生じる
ことが考えられる．そこで本研究においては，PC 鋼線素線の遅れ破壊の評価について安全
側を考慮しプレストレスの損失が生じないと仮定し，主ケーブル内の残存 PC 鋼線素線に
対する引張力の再配分を，繰り返し計算にて評価した．  
これらの計算を行い，全ての主ケーブルについてそれぞれ算出した引張耐力-ひずみ関係
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を用いて，主桁の耐荷力を算定した．そして，別途平面格子解析により算定した発生断面
力を用いて，信頼性指標 β を導出した．  
本研究で用いた信頼性評価条件の一覧を，表  6.10 に示す．  
 
表 6.10 本研究で用いた信頼性評価条件一覧 
評価項目  評価内容  データ変動条件  
発生  
断面  
力  
構造解析モデル  平面格子解析モデルにより荷重分配効果を考
慮  - 
活荷重モデル  超過重量車両の通行を考慮  変動係数 16.6% 
耐  
荷  
力  
耐荷力算定手法  グラウトが充填されていないアンボンド PC 桁
の，曲げ耐荷性能低下を考慮  - 
供用開始直後の  
ばらつき  
供用直後の PC 橋における実測値の設計値に対
する比を考慮  
平均値 1.07 
変動係数 6.8% 
各主ケーブルの  
劣化と素線腐食
グレードの関係  
主ケーブルの劣化レベルⅠ～Ⅳ（表 6.1）毎に，
PC 鋼線素線の腐食グレードを表 6.3 および図
6.2 に示す関係により考慮  
- 
PC 鋼線素線の  
腐食グレード  
素線の腐食グレード①～④毎に，質量減少率，
断面積減少率，段違い量，曲率半径のばらつき
を考慮  
表 6.4 に示すパラメータ  
PC 鋼線素線の  
機械的性能低下  
質量減少率と，最大荷重残存率および最大荷重
時伸び残存率の関係を，ばらつきを考慮し評価
変動係数（最大荷重残存
率：7.1%，最大荷重時伸
び残存率：34.7%）  
PC 鋼線素線の  
遅れ破壊  
素線毎に，平均応力・仮想最大応力を算定し，
ワイブル分布により破断確率を算定  表 6.5 に示すパラメータ  
主ケーブル内で
の引張力再配分  
主ケーブル毎に引張力の再配分を算定し，素線
毎に破断有無を判定  - 
 
(2) 信頼性指標βの評価手法 
構造安全性の評価については，理想的にはより正確な手法として破壊確率にて信頼性を
評価することが望ましい．しかし，破壊確率による評価方法は，評価のためのデータ収集
および構造計算にかなり困難が伴う．本研究においては，採用した信頼性評価モデルにお
いて現実に適用可能な手法として，1 次近似 2 次モーメント法 26)（FOSM：First-Order 
Second-Moment Method）（式（6.11）および式（6.12））を用いて信頼性指標 β を算定する
ことにより，構造安全性の評価を行った．森川ら 16)の研究においても，塩害劣化 RC 橋の
安全性評価について，弾塑性 FEM 解析による主桁耐荷力をモンテカルロシミュレーショ
ンにて行っており，試行回数の制約があったことから FOSM を用いて信頼性指標 β を算出
している．  
2010 年に改訂された ISO1382227)では，既設構造物において評価した信頼性指標を対策
要否判定のための指標として取り込むことを規定しており，既設構造物の維持管理におけ
る構造安全性に関する目標信頼性指標として，構造物崩壊の社会的影響が大きい場合につ
いては β=4.3，社会的影響が非常に小さい場合については β=2.3 を提案している．それを踏
まえ，本研究では，既設ポステン T 桁橋における目標信頼性を β=4.3 と設定し，評価・考
察した．  
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M
M
σ
μβ =   · ···········································································  （6.11） 
SRM −=   · ·········································································  （6.12） 
ここで， β ：信頼性指標  
μ ：平均値  
σ ：標準偏差  
M ：安全余裕  
R ：耐力  
S ：断面力  
ここで，FOSM については，安全余裕 M が線形で正規分布にしたがう場合には信頼性指
標 β を評価することができるが，対象とする性能関数が非線形性を有している場合にはそ
の適用性について十分に検証する必要がある．そこで，モンテカルロシミュレーションに
より算定した安全余裕 M を用いて，FOSM にて評価した信頼性指標 β と，安全余裕 M が
ゼロを下回る回数より算定した破壊確率の値から換算した信頼性指標 β とを比較するとと
もに，安全余裕 M の分布特性を評価することで，FOSM の適用性について検証した．また，
モンテカルロシミュレーションの試行回数が信頼性指標 β の評価結果に及ぼす影響を検討
し，次節以降に行うモンテカルロシミュレーションにて採用する試行回数を決定した．こ
こで，モンテカルロシミュレーションの試行回数は 3 万回まで実施している．これは，シ
ミュレーションデータ作成に用いたリレーショナル型データベースソフトウェア
Microsoft Access 2013 における，最大ファイル容量（2GB）による制約である．  
安全余裕 M より FOSM にて評価した信頼性指標 β と，破壊確率の値から換算した信頼性
指標 β を比較した結果を図 6.20 に示す．支間 1/8 断面の比較においては，試行回数 400 回
にて安全余裕 M が負になるケースが 1 回発現し，試行回数 3 万回においては 28 回発現し
ている．また，試行回数 1000 回以上においては，破壊確率の値から換算した信頼性指標 β
が，FOSM にて評価した信頼性指標 β を上回っている．一方，支間 1/4 断面の比較におい  
 
    
(a) 支間 1/8 断面                        (b) 支間 1/4 断面  
図 6.20 シミュレーション試行回数検討（M 橋,現況劣化,遅れ破壊考慮） 
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ては，試行回数 400 回にて安全余裕 M が負になるケースは 44 回発現し，試行回数 3 万回
においては 4061 回発現している．また，試行回数 200 回以上において，FOSM にて評価し
た信頼性指標 β と破壊確率の値から換算した信頼性指標 β とは，ほぼ同じ値である．支間
1/8 断面および支間 1/4 断面の比較においては，FOSM にて評価した信頼性指標 β について
は試行回数 1000 回以上において概ね収束している状況が確認できる．  
安全余裕 M の分布特性を整理した状況を，図  6.21～図 6.24 に示す．ここで，各図にお
いてそれぞれ，(a)は安全余裕 M を正規確率紙にプロットした状況を，(b)は安全余裕 M の
モンテカルロシミュレーションにおける確率密度分布と，安全余裕 M の平均値および標準
偏差より算定した正規分布の比較を，(c)は(b)に示した確率密度分布および正規分布につい
て，分布が開始する部分を拡大した状況を示している．  
各図(a)の正規確率紙において示すように，全ケースにおいて安全余裕 M の算出結果と正
規分布の関係は，概ね 1:1 の直線上に分布している．しかし，最大値および最小値付近に
おける分布の両端部付近では 1:1 の直線から若干はずれており，安全余裕 M にばらつきが
生じている状況が確認できる．  
また，各図(b)の安全余裕 M の確率密度分布と正規分布の関係は，試行回数 1000 回の確
率密度分布には若干凹凸がみられるものの，全体的にはよく適合しており，安全余裕 M は
正規分布にしたがっていることが確認できる．  
一方，各図(c)に，安全余裕 M の最小値近傍の確率密度分布が開始する付近を拡大した状
況を示す．正規確率紙において分布の端部では 1:1 の直線から若干はずれていたことから
もわかるように，支間 1/8 断面の結果において，確率密度分布と正規分布には乖離があり，
正規分布は確率密度分布を上回っている状況が確認できた．この傾向は，図  6.20(a)に示す
試行回数 1000～3 万回の結果において，破壊確率の値から換算した信頼性指標 β が，FOSM
にて評価した信頼性指標 β を上回る傾向と一致している．これは，FOSM にて評価した信
頼性指標 β と比較して，破壊確率の値より信頼性指標 β を評価することは，試行回数を 3
万回に設定した場合においても危険側の評価となる可能性があることを示している．  
また，より信頼性指標が高い（β=9.2，β=6.6）ケースの安全余裕 M の確率密度分布と正
規分布の関係を図 6.25 に示す．これらの結果から，信頼性指標 β の値が高い場合には試
行回数 1000 回で確率密度分布と正規分布はほぼ一致している状況が確認できる．また，信
頼性指標 β の値が低い場合（図 6.21～図 6.24）と比較して，安全余裕 M の分布の山の幅
が狭くなっている状況が確認できる．  
これらの結果より，モンテカルロシミュレーションより算定した安全余裕 M の平均値お
よび標準偏差を用いて FOSM により信頼性手法 β を算定することは，本研究で考慮した解
析手法を用いた場合には，安全側の評価を行うことができることが確認できた．また，モ
ンテカルロシミュレーションの試行回数は，概ね収束性が確認できた 1000 回とした．  
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(a) 正規確率紙  
 
(a) 正規確率紙  
 
(b) M の発生確率  
 
(b) M の発生確率  
 
(c) M の発生確率（一部拡大）  
 
(c) M の発生確率（一部拡大）  
図 6.21 安全余裕 M の分布特性(β=2.6) 
（M 橋,現況劣化,遅れ破壊考慮, 
支間 1/8 断面，試行回数 1000 回） 
図 6.22 安全余裕 M の分布特性(β=2.6) 
（M 橋,現況劣化,遅れ破壊考慮, 
支間 1/8 断面，試行回数 3 万回） 
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(a) 正規確率紙  
 
(a) 正規確率紙  
 
(b) M の発生確率  
 
(b) M の発生確率  
 
(c) M の発生確率（一部拡大）  
 
(c) M の発生確率（一部拡大）  
図 6.23 安全余裕 M の分布特性(β=1.1) 
（M 橋,現況劣化,遅れ破壊考慮, 
支間 1/4 断面，試行回数 1000 回） 
図 6.24 安全余裕 M の分布特性(β=1.1) 
（M 橋,現況劣化,遅れ破壊考慮, 
支間 1/4 断面，試行回数 3 万回） 
 
   
(a) 劣化無し（β=9.2）             (b) 現況劣化，遅れ破壊考慮無し（β=6.6）  
図 6.25 安全余裕 M の分布特性（M 橋，支間 1/8 断面，試行回数 1000 回） 
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6.4 建設省標準設計橋に対する信頼性評価 
(1) 検討ケース 
建設省標準設計橋に対する信頼性評価の検討ケースを表  6.11 に示す．本研究で対象とし
ている劣化は，凍結防止剤を使用する環境下にある上縁定着主ケーブルを有する既設ポス
テン T 桁橋の定着部から曲上げ部の区間においてブリーディング等により生じたグラウト
充填不良部における主ケーブル（PC 鋼線束）の腐食であることから，劣化対象とする主ケ
ーブルは上縁定着主ケーブルのみを考慮するとともに，比較のために全主ケーブルを劣化
させた場合についても検討した．なお，上縁定着主ケーブルのみの劣化を考慮する場合に
ついては，その他の桁端部定着主ケーブルについては，健全なものとし，かつ遅れ破壊は
考慮しないものとした．  
主ケーブルの劣化については，健全な状態から，劣化レベルⅠからⅣへ劣化が進行して
いくことを想定し，それぞれの主ケーブル劣化レベル毎に PC 鋼線素線の腐食を考慮した．
また，主ケーブルに劣化が生じている場合について，遅れ破壊を考慮した場合について検
討するとともに，比較のために遅れ破壊を考慮しない場合についても検討した．  
 
表 6.11 建設省標準設計橋に対する信頼性評価検討ケース一覧 
対象  劣化対象  
主ケーブル  遅れ破壊  主ケーブル劣化レベル  
L=20m 
支間 1/4 
支間 1/8 
上縁定着  
主ケーブル  
考慮せず  健全  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  
考慮  －  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  
全主ケーブル  考慮せず  健全  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  
考慮  －  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  
L=30m 
支間 1/4 
支間 1/8 
上縁定着  
主ケーブル  
考慮せず  健全  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  
考慮  －  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  
全主ケーブル  考慮せず  健全  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  
考慮  －  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  
L=40m 
支間 1/4 
支間 1/8 
上縁定着  
主ケーブル  
考慮せず  健全  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  
考慮  －  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  
全主ケーブル  考慮せず  健全  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  
考慮  －  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  
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(2) 信頼性評価結果（超過重量車の影響を考慮） 
建設省標準設計橋の支間 1/4 断面および支間 1/8 断面における，主ケーブル劣化レベル
毎の信頼性指標 β を，図 6.26～図  6.28 に示す．ここで，図中「劣化無し」とはグラウト
充填不良が生じておらず，かつ主ケーブルの劣化も生じていないケースを示す．また，図
中「劣化レベル 0」とは，グラウト充填不良が生じているものの，主ケーブルの劣化は生
じていないケースを示す．  
支間 1/8 断面において，上縁定着主ケーブルのみが劣化した場合について，遅れ破壊考
慮の有無に係わらず β の顕著な低下はみられず，全ての検討ケースについて支間中央断面
健全時の信頼性と同程度以上の結果であり，構造安全性に対する信頼性は非常に高いとい
う結果が得られた．一方，支間 1/4 断面において，上縁定着主ケーブルのみが劣化した場
合については，遅れ破壊考慮の有無に係わらず，劣化レベルの進行に伴い β は低下する傾
向が確認できた．L=20m および L=30m については全ての劣化レベルで，支間中央断面健
全時の信頼性を下回るが ISO13822 に示される社会的影響が大きな構造物に求められる目
標信頼性である β＝4.3 は上回る結果であった．一方，L=40m については，主ケーブルに遅
れ破壊を考慮した場合の劣化レベルⅣにおいては，目標信頼性である β＝4.3 を下回る結果
となった．  
上縁定着主ケーブルのみ劣化を考慮した場合について，支間 1/8 断面と比較して支間 1/4
断面の信頼性指標が低くなり，また L=20m および L=30m と比較して L=40m の信頼性指標
が低くなる傾向は，照査断面内の主ケーブルに占める上縁定着主ケーブルの割合（表  6.12）
が大きいことが要因と考えられる．  
比較のために，全ての主ケーブルを劣化させた場合について検討した．遅れ破壊考慮の
有無に係わらず，劣化レベルの進行に伴い β は顕著に低下する傾向が確認できた．また，
遅れ破壊を考慮した場合については，全てのケースにおいて目標信頼性である β＝4.3 を下
回る結果であり，構造安全性に対する信頼性は著しく低くなるという結果が得られた．  
凍結防止剤を使用する環境下にある上縁定着主ケーブルを有する既設ポステン T 桁橋に
おいて，上縁定着主ケーブル曲上げ部区間のグラウト充填不良部に主ケーブルの腐食劣化
を考慮した場合の主桁の構造安全性を，信頼性指標にて評価した結果，遅れ破壊を考慮し
ない場合には目標信頼性である β＝4.3 を下回る可能性は低いが，遅れ破壊を考慮した場合
には劣化レベルの進行に伴い信頼性は低下し，劣化レベルⅣにおいては目標信頼性である
β＝4.3 を下回る可能性があることが確認できた．  
また，今回実施した信頼性評価結果から，設計荷重として TL-20 活荷重が採用されてい
た建設省標準設計による既設ポステン T 桁橋は，現行の道路橋示方書において示される B
活荷重に対しても十分な安全性を保有していることが確認できた．  
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    (a) 支間 1/8 断面              (b) 支間 1/4 断面  
図 6.26 建設省標準設計（L=20m）の主ケーブル劣化レベル毎の信頼性指標 β 
 
   
    (a) 支間 1/8 断面              (b) 支間 1/4 断面  
図 6.27 建設省標準設計（L=30m）の主ケーブル劣化レベル毎の信頼性指標 β 
 
   
    (a) 支間 1/8 断面              (b) 支間 1/4 断面  
図 6.28 建設省標準設計（L=40m）の主ケーブル劣化レベル毎の信頼性指標 β 
 
表 6.12 評価断面位置の端部定着・上縁定着主ケーブル本数 
橋梁名  
支間 1/8 断面  支間 1/4 断面  
端部定
着本数
上縁定
着本数
上縁定
着率  
端部定
着本数
上縁定
着本数  
上縁定
着率  
L=20m (建設省標準) 5 2 29% 5 4 44% 
L=30m (建設省標準) 5 2 29% 5 5 50% 
L=40m (建設省標準) 6 3 33% 6 7 54% 
M 橋  3 2 40% 3 4 57% 
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(3) 信頼性評価結果（超過重量車の影響を考慮しない） 
前節では載荷荷重モデルの内，活荷重については超過重量車両の影響を考慮したモデル
を用いた評価を行ったが，ここでは，比較のために，活荷重においては超過重量車両の影
響を考慮しない場合について検討した．建設省標準設計橋の支間 1/4 断面および支間 1/8
断面における，主ケーブル劣化レベル毎の信頼性指標 β を，図 6.29～図 6.31 に示す．  
超過重量車の影響を考慮した場合と比較し，考慮しない場合の信頼性指標は，L=20m に  
 
    
    (a) 支間 1/8 断面              (b) 支間 1/4 断面  
図 6.29 建設省標準設計（L=20m）の主ケーブル劣化レベル毎の信頼性指標 β 
 
   
    (a) 支間 1/8 断面              (b) 支間 1/4 断面  
図 6.30 建設省標準設計（L=30m）の主ケーブル劣化レベル毎の信頼性指標 β 
 
   
    (a) 支間 1/8 断面              (b) 支間 1/4 断面  
図 6.31 建設省標準設計（L=40m）の主ケーブル劣化レベル毎の信頼性指標 β 
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(2) 詳細調査結果 
M 橋の全主桁（G1～G6）の全主ケーブル（C1～C7）において，起点側・終点側曲上げ
部区間にて行われた詳細調査結果を表 6.13 に示す．  
84 箇所調査した中で，82 箇所にてグラウト充填不良が確認されており，主ケーブルの
定着位置（上縁定着，端部定着）に係わらず，ほぼ全ての主ケーブルにてグラウト充填不
良が発生している状況がわかる．グラウト充填不良長のヒストグラムを図  6.32 に示す．
グラウト充填不良長の平均は，上縁定着ケーブルで約 697mm，端部定着ケーブルで約
810mm であった．桁端部における主ケーブルの曲上げ部区間にてグラウト充填不良が発生
しており，支間中央部の主ケーブルが主桁下フランジ内に配置されている区間においては，
グラウト充填不良は発生していないことが確認できている．  
主ケーブルより採取した錆について塩分量調査を行った結果，上縁定着ケーブルからは
48 箇所中 40 箇所（約 83%）にて塩分量が検出された．一方，端部定着ケーブルについて
は 36 箇所中 1 箇所（約 3%）のに塩分量が検出された．このことから，橋面に散布された
凍結防止剤に由来した塩化物イオンは，上縁定着部を経由してシース内に浸入している状
況が推察できる．  
最も主ケーブルの腐食劣化が進行していた G6 桁の各削孔位置における，削孔直後およ
び削孔内のグラウト除去，除錆後の状況を，図 6.33 および写真 6.2 に示す．除錆を行う
前の外観からは局部腐食の進行を把握することが困難であるが，除錆を行うことにより断
面欠損を伴う局部腐食を目視することが可能になっている状況が確認できる．  
全主ケーブルの劣化レベルについて，表  6.1 に示す劣化レベルⅠ～Ⅳにて判定した結果
を，表 6.13 に示す．それぞれの桁内の主ケーブル（C1～C7）において，健全な状態から
劣化レベルⅣの状態まで，ケーブル毎の劣化状況には，ばらつきが生じていることが確認
できる．  
 
 
図 6.32 M 橋のグラウト充填不良長のヒストグラム 
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表 6.13 M 橋における詳細調査結果概要 
桁  
No 
ケー  
ブル  
No 
定着  
グラウト充填
状況※1 
主ケーブル  
劣化レベル※2 
錆層内塩分量  
(mg/L) 
グラウト充填  
不良長(mm) 
起  終  起  終  起  終  起  終  
G1 
C1 上縁  × × Ⅰ  Ⅳ  (素線破断) 200 200 500 1150 
C2 上縁  × × Ⅱ  Ⅱ  100 200 900 650 
C3 上縁  × × 健全  健全  0 200 350 400 
C4 上縁  × × Ⅰ  Ⅰ  200 200 750 650 
C5 端部  × × 健全  Ⅰ  0 0 250 200 
C6 端部  × × 健全  健全  - - 1650 650 
C7 端部  × × 健全  健全  - - 950 600 
G2 
C1 上縁  × × Ⅲ  Ⅱ  200 0 500 850 
C2 上縁  × × Ⅱ  Ⅰ  10 200 100 250 
C3 上縁  × × Ⅱ  Ⅰ  100 200 100 200 
C4 上縁  × × Ⅱ  Ⅰ  200 0 100 350 
C5 端部  × × 健全  Ⅰ  0 0 550 2100 
C6 端部  × × 健全  健全  - - 1600 600 
C7 端部  × × Ⅰ  健全  - - 500 500 
G3 
C1 上縁  × × Ⅲ  Ⅰ  200 200 500 200 
C2 上縁  × × Ⅳ  Ⅱ  5 0 1250 1900 
C3 上縁  × × Ⅱ  Ⅱ  100 0 350 250 
C4 上縁  × × Ⅰ  Ⅰ  200 0 750 1100 
C5 端部  × × 健全  健全  0 0 750 400 
C6 端部  × × Ⅰ  健全  - - 1600 1800 
C7 端部  × × 健全  健全  - - 600 1700 
G4 
C1 上縁  × × Ⅱ  Ⅱ  150 200 1350 900 
C2 上縁  × × Ⅰ  Ⅰ  200 0 450 1200 
C3 上縁  × × Ⅲ  Ⅳ  200 200 1100 400 
C4 上縁  × × Ⅲ  Ⅱ  10 20 650 400 
C5 端部  × × Ⅰ  Ⅰ  0 0 550 1200 
C6 端部  ○  × 健全  健全  - - - 1150 
C7 端部  × × 健全  健全  - - 500 1100 
G5 
C1 上縁  × × Ⅳ  (素線破断) Ⅱ  5 200 500 1100 
C2 上縁  × × Ⅲ  Ⅲ  10 200 650 800 
C3 上縁  × × Ⅱ  Ⅱ  10 10 400 450 
C4 上縁  × × 健全  Ⅰ  0 200 950 1000 
C5 端部  × × 健全  健全  0 0 400 1050 
C6 端部  × × 健全  健全  - - 750 650 
C7 端部  ○  × 健全  健全  - - - 800 
G6 
C1 上縁  × × Ⅲ  Ⅲ  200 30 1150 1450 
C2 上縁  × × Ⅳ  Ⅳ  (素線破断) 200 75 600 350 
C3 上縁  × × 健全  Ⅱ  200 200 1000 1350 
C4 上縁  × × Ⅱ  Ⅳ  (素線破断) 150 200 550 600 
C5 端部  × × 健全  Ⅰ  0 75 650 100 
C6 端部  × × Ⅱ  健全  - - 150 1050 
C7 端部  × × 健全  健全  - - 1700 350 
※1 グラウト充填有り：○，グラウト充填不良：× 
※2 主ケーブル劣化レベルは表  6.1 に示す内容にて判定  
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(a) M 橋－G6 桁－起点側の C2 ケーブル上段側  
  
(b) M 橋－G6 桁－終点側の C2 ケーブル上段側  
写真 6.2 M 橋－G6 桁の削孔写真（左：削孔直後，右：グラウト除去，除錆後） 
 
(3) 信頼性評価結果（詳細調査時の劣化状況を考慮） 
M 橋の詳細調査結果を取りまとめた結果，G6 桁終点側主ケーブルの劣化レベルが最も
進行している状況であることが確認できたことから，ここでは，G6 桁終点側の支間 1/4 断
面および支間 1/8 断面を抽出し，詳細調査結果により把握した各主ケーブルの劣化レベル
を考慮した信頼性評価を行った．信頼性指標 β の評価結果を図 6.34 に示す．  
支間 1/8 断面においては，遅れ破壊を考慮しない場合には β＝6.6 と目標信頼性である β
＝4.3 は上回る結果であったが，遅れ破壊を考慮した場合には β＝2.6 と β＝4.3 を下回る結
果となった．また，支間 1/4 断面においても同様に，遅れ破壊を考慮しない場合には β＝
5.3 と目標信頼性である β＝4.3 は上回る結果であったが，遅れ破壊を考慮した場合には β
＝1.1 と β＝4.3 を大きく下回る結果となった．  
前節にて示した同じ支間長である建設省標準設計橋 L=20m における上縁定着主ケーブ
ルのみ劣化を考慮した場合の信頼性評価と比較し，M 橋 G6 桁終点側主ケーブルの劣化レ
ベルを考慮した信頼性評価は，劣化無しの場合には同程度であるが，劣化を考慮した場合
には大きく低下する傾向であった．この傾向は，建設省標準設計橋と比較して M 橋は，断
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面にて考慮する主ケーブルに占める上縁定着主ケーブルの割合が大きい（表  6.12）ことが
要因と考えられる．また，M 橋の主ケーブル端部定着本数（3 本）が，建設省標準設計橋
L=20m の主ケーブル端部定着本数（5 本）と比較して少ないことは，M 橋の主桁高さ 1.0m
が，建設省標準設計橋 L=20m の主桁高さ 1.2m と比較して低いことが理由と考えられる．  
ここで，本研究において考慮した評価条件と，実橋梁条件との相違点について説明する．
多主桁橋では特定桁の剛性低下の影響による荷重再配分が起こりうる．つまり，M 橋 G6
桁の劣化レベルが進行し終局状態に近づいた場合，他の比較的健全な主桁が荷重を受け持
つことが想定されるが，本研究では主桁の断面定数は供用開始時の数値を用いることで安
全側の評価としている．また，M 橋は兵庫県中部地域山間部の県道に位置しており，当該
県道は大型車の通行はあるものの，連行した大型車が頻繁に通行している状況ではない．
本研究では，現行の道路橋示方書において示される B 活荷重を採用することで安全側の評
価としている．さらに，本研究で用いた平面格子解析モデルでは，支承の回転拘束や地覆
や高欄の主桁断面剛性への寄与については，設計時と同様に無視することで安全側の評価
としている．  
これら本研究において考慮した評価条件は，実橋梁条件と比較し，種々の安全側の条件
を考慮している．実橋梁に関して算定した信頼性指標 β に工学的な有意性を与えるために
は，実橋梁の構造特性および通過交通に関する調査（例えば，基準車両を用いた載荷試験
や実通行車両に対する応力頻度測定）により信頼性のあるデータを採取し，各評価条件に
代入することが必要である．M 橋について算定した信頼性指標 β についても，これらの調
査を踏まえた検討により検証される必要があり，今後の課題といえる．  
 
 
図 6.34 M 橋－G6 桁の信頼性指標 β（詳細調査時の劣化状況を考慮） 
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(4) 信頼性評価結果（修繕対策効果を考慮） 
M 橋は，これまで示したように点検および詳細調査結果において主ケーブルに著しい損
傷が確認されたことから，既に修繕対策工事が行われている．修繕対策としては，詳細調
査にて確認されたグラウト充填不良部に亜硝酸リチウム水溶液を注入することで内部の塩
化物イオンを無害化し，PC 鋼線に不動態被膜を再形成させ，その後亜硝酸リチウムを添加
した補修材を再充填する工法が採用されている．グラウトが再充填されたことによる修繕
効果として，グラウトが健全で完全付着していると仮定した設計式を適用することが可能
となる．つまり，グラウトが再充填された PC 鋼線については，グラウト充填不良の主ケ
ーブルを有する断面の曲げ終局耐力の 30%低減を考慮しなくともよいこととなる．また，
PC 鋼線が再不動態化することによる修繕効果としては，遅れ破壊（活性溶解型応力腐食割
れ）の発生確率が低下することが考えられる．  
G6 桁終点側の支間 1/4 断面および支間 1/8 断面について，主ケーブルの修繕効果を考慮
した信頼性評価を行った結果を図  6.35 に示す．信頼性指標は修繕前と比較し大きく改善
し，遅れ破壊を考慮しない場合には支間中央部の健全時信頼性と同程度の水準となった． 
また，比較のために算定した遅れ破壊を考慮した場合についても，支間 1/8 断面につい
ては β＝4.2 と目標信頼性である β＝4.3 と同程度であり，支間 1/4 断面については β＝2.5
と β＝4.3 を下回っているものの，ISO13822 に示される社会的影響が小さい構造物に求め
られる目標信頼性である β＝2.3 は上回る結果であった．塩害環境下において腐食した PC
鋼線が，再不動態化することにより遅れ破壊（活性溶解型応力腐食割れ）感受性が低下す
る効果については詳細な検討により検証される必要があり，今後の課題といえる．  
 
 
図 6.35 M 橋－G6 桁の信頼性指標 β（修繕対策効果を考慮） 
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6.6 塩害劣化した既設 PC 道路橋の構造安全性評価および維持管理の信頼性向上に関
する提案 
これまで述べたように，我が国では，高度成長期以降に整備した道路橋が今後一斉に老
朽化し，今後 20 年間で建設後 50 年以上を経過する道路橋の割合が加速度的に高くなるこ
とが予測されている．そのような状況の下，一斉に老朽化する道路橋を効率的・効果的に
維持管理することが求められている．しかしながら，道路橋，特に市町村が管理する道路
橋について，急速な老朽化が進行・顕在化している．2013（平成 H25）年 4 月 1 日現在，
全国の道路橋で 1381 橋28)が通行止めもしくは通行規制が行われている．その内，1380 橋
が自治体，内 1222 橋が市区町村の管理橋である．兵庫県内の市町管理道路橋においても，
深刻な損傷が発生していると評価された健全度 10 点未満の橋梁が，PC 橋で 333 橋，RC
橋で 170 橋，鋼橋で 121 橋確認されている．  
多様な環境条件下で長期間供用される道路橋では，様々な要因により様々な損傷が生じ
る．よって，当初設計時に設定していた仮定条件や目標性能に係わらず，供用し続けてい
る間は定期的な点検・調査・診断から対策実施，データ蓄積に至る一連のながれを，適切
に運用していくことを前提としての，道路橋マネジメントサイクルを構築する必要がある． 
自治体が管理する道路橋のマネジメントは，点検の計画を策定し点検を実施することか
らスタートし，対策工事実施からそれらデータのデータベースへの入力・蓄積に至るサイ
クルが基本となる．道路橋のマネジメントサイクルにおける，市町村管理橋梁の維持管理
の信頼性向上を実現するための提案内容を，図 6.36 および表 6.14 に示す．  
 
 
図 6.36 市町村管理道路橋のマネジメントサイクルと信頼性向上に関する提案 
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表 6.14 市町村管理橋梁の維持管理の信頼性向上に関する提案 
組織  取り組み内容  目  的  
市町村  
内部組織  
での対応  
市町村内に橋梁維持管理の専門的な知
識を有した土木系技術専門職員を養成
市町村職員の技術力向上  
危機管理体制の強化  
維持管理に係る業務を一元化した組織
体制作り  行政判断の効率化  
橋梁維持管理業務の民間業者への外部
委託  市町村職員の負担軽減  
府県等から  
の支援  
橋梁台帳・点検 DB の一元運用  市町村の負担軽減  
市町橋梁点検業務の一括発注  点検結果のチェック体制の構築  
DB 登録作業受託  点検結果の集約体制の構築  
外郭団体内に専門的な知識を有する外
郭団体職員を独自に養成  
外郭団体内に技術・ノウハウを蓄積し，
市町村への技術支援を強化  
 
長寿命化修繕計画の策定から対策実施に至るまでの道路橋のマネジメントサイクルに
ついては，市町村職員を中心においた体制により構築する必要があるが，迅速かつ適切な
対応をするためには，市町村内に橋梁維持管理の専門的な知識を有した土木系技術専門職
員を養成することが必要である．そのような土木系技術専門職員を市町村内に養成するこ
とが不可能であるならば，橋梁維持管理現場体制の包括的な支援，つまり橋梁維持管理業
務の民間業者への外部委託を検討する必要がある．さらに，老朽化した橋梁に重大な損傷
を発見した場合の対応方針の行政的判断において，市町村内部の組織体制による違いによ
る影響を受けないようなシステムを構築していく必要がある．また，府県本庁組織から市
町村への支援方法のあり方は，市町村における長寿命化修繕計画策定の進捗状況や適切な
維持管理体制が構築できているかどうかに，大きな影響を及ぼしており，市町村職員の点
検技術力向上や，点検結果の集約・チェック体制の構築において府県等からの支援体制を
強化する必要がある．さらに，市町村への支援に外郭団体を活用することは有効であり，
外郭団体内に専門的な知識を有する外郭団体職員を独自に養成し技術ノウハウを組織内に
蓄積していくことが必要である．市町村管理道路橋の維持管理の信頼性を向上させるため
には，これらの提案内容に配慮したマネジメントサイクルを導入することにより，定期的
な点検と予防的修繕対策を行うことが可能となる．  
次に，橋梁の点検・診断，特に既設ポステン T 桁橋の診断技術の向上に関する提案を述
べる．塩害劣化した既設ポステン T 桁橋に損傷を把握した場合の，構造安全性評価の具体
的フローを図 6.37 に示す．塩害劣化した既設ポステン T 桁橋におけるコア削孔による詳
細調査は，調査位置において腐食した PC 鋼線に酸素供給が促される等の理由により腐食
が進行する恐れがあることから，グラウト再充填などの補修対策実施前の補修箇所確認の
ために行われる場合が多くある．本来であれば，補修対策実施前に行った詳細調査にて把
握したデータをもとに既設ポステン T 桁橋が現状で有する構造安全性の評価を行い，補修
対策実施後の維持管理にその情報を活かすことが望ましい．しかしこれまでは，主桁側面
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のコア削孔により把握した PC 鋼線束外周側面の観察結果から内部の腐食状況を推定する
ことができず，詳細調査結果を踏まえた既設ポステン T 桁橋の構造安全性評価を行うこと
は困難であった．本研究にて示した手法を用いることにより，塩害劣化した既設ポステン
T 桁橋の遅れ破壊を考慮した現状の構造安全性評価を行うことが可能となり，供用中の既
設ポステン T 桁橋について，通行車両に対する構造安全性評価を適切に行うことにより，
道路管理者は通行止めや交通規制等の迅速かつ適切な判断を下すことが可能となる．さら
に，目標性能を確保するために必要となる修繕対策内容・範囲を合理的に選定することが
できる．また，現状行われている塩害劣化した既設ポステン T 桁橋の詳細調査および診断
は，費用が高額でありまた診断技術も高度であることから，市町村管理橋梁において実施
することは現実的に困難である場合も考えられる．今後，実橋梁における詳細調査（グラ
ウト充填調査，PC 鋼線の腐食状況調査）結果や，実橋梁から採取した PC 鋼線を用いた遅
れ破壊試験結果を蓄積・検証し，詳細調査および診断の簡素化を検討する必要がある．  
 
 
    (a) これまでの評価フロー      (b) 本研究成果を反映した評価フロー  
図 6.37 塩害劣化した既設 PC 道路橋の構造安全性評価フロー 
 
これらの提案した手法を採用することで，市町村管理道路橋の維持管理の信頼性向上を
図るとともに，既設ポステン T 桁橋等おける既設構造物の性能評価技術の信頼性向上を図
ることができる．その結果，「市町村管理道路橋のマネジメントサイクル全体」としての信
頼性を向上させることが可能となる．  
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6.7 まとめ 
本章においては，第 4 章で示した PC 鋼線束および PC 鋼線素線毎の凍結防止剤使用環境
下における局部腐食の進行モデル，および第 5 章で示した局部腐食を有する PC 鋼線素線
の遅れ破壊発生確率モデルを用いて，凍結防止剤使用環境下における遅れ破壊を考慮した
既設ポステン T 桁橋の構造安全性を，信頼性指標 β にもとづいて評価した．また，市町村
管理道路橋のマネジメントサイクルの改善策を提案するとともに，既設ポステン T 桁橋の
構造安全性評価および維持管理の信頼性向上に関する提案を取りまとめた．得られた結果
について下記に示す．  
1) 凍結防止剤を使用する環境下にある上縁定着主ケーブルを有する既設ポステン T 桁橋
において，上縁定着主ケーブル曲上げ部区間のグラウト充填不良部に主ケーブルの腐
食劣化を考慮した場合の主桁の構造安全性を，信頼性指標 β にもとづいて評価した．
ここでは，建設省標準設計に示される支間長 20m，30m，40m の PC 桁を用いた標準的
な既設ポステン T 桁橋を対象とするとともに，兵庫県内に架橋されている M 橋を参考
に構造諸元を設定した 1 橋を合わせ，構造特性の異なる 4 橋を対象に評価した．  
2) 塩害劣化した既設ポステン T 桁橋の構造安全性評価においては，各種劣化パラメータ
のばらつきの影響が大きいことからこれらを推定する必要がある．ここでは，第 4 章
で示した PC 鋼線束および PC 鋼線素線毎の凍結防止剤使用環境下における局部腐食の
進行モデル，および第 5 章で示した局部腐食を有する PC 鋼線素線の遅れ破壊評価モ
デルを適用し，モンテカルロシミュレーションにより評価した．  
3) 建設省標準設計橋の支間 1/4 断面および支間 1/8 断面における，主ケーブル劣化レベル
毎の信頼性指標 β を評価した．その結果，上縁定着主ケーブルのみ劣化を考慮した場
合について，遅れ破壊を考慮しない場合には目標信頼性である β＝4.3 を下回る可能性
は低いが，遅れ破壊を考慮した場合には劣化レベルの進行に伴い信頼性は低下し，目
標信頼性である β＝4.3 を下回る可能性があることが確認できた．  
4) 兵庫県内に架橋されている M 橋の支間 1/4 断面および支間 1/8 断面における，詳細調
査結果により把握した各主ケーブルの劣化レベルを考慮した信頼性指標 β を評価した．
その結果，遅れ破壊を考慮しない場合においても信頼性は大きく低下し，さらに遅れ
破壊を考慮した場合については，支間 1/4 断面および支間 1/8 断面ともに目標信頼性で
ある β＝4.3 を下回っていることが確認できた．  
5) 主ケーブルの修繕効果を考慮した M 橋の信頼性指標 β を評価した結果，支間 1/4 断面
および支間 1/8 断面について，信頼性指標は修繕前と比較し大きく改善し，遅れ破壊
を考慮しない場合には支間中央部の健全時信頼性と同程度の水準となった．また，比
較のために算定した遅れ破壊を考慮した場合についても，支間 1/8 断面については β
＝4.2 と目標信頼性である β＝4.3 と同程度であり，支間 1/4 断面については β＝2.5 と β
＝4.3 を下回っているものの，ISO13822 に示される社会的影響が非常に小さい構造物
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に求められる目標信頼性である β＝2.3 は上回る結果であった．  
6) 老朽化が進行・顕在化している市町村管理道路橋について構造安全性評価および維持
管理体制の信頼性向上を図るために，道路橋マネジメントサイクルのマネジメントサ
イクル全体に関する信頼性向上，および個別損傷の診断技術の信頼性向上が必要であ
ることを示した．  
7) 長寿命化修繕計画の策定から対策実施に至るまでの道路橋のマネジメントサイクルに
ついては，市町村職員を中心においた体制により構築する必要があるが，迅速かつ適
切な対応をするためには，市町村内に橋梁維持管理の専門的な知識を有した土木系技
術専門職員を養成することが必要である．そのような土木系技術専門職員を市町村内
に養成することが不可能であるならば，橋梁維持管理現場体制の包括的な支援，つま
り橋梁維持管理業務の民間業者への外部委託を検討する必要がある．  
8) 老朽化した橋梁に重大な損傷を発見した場合の対応方針の行政的判断において，自治
体内部の組織体制による違いによる影響を受けないようなシステムを構築していく必
要がある．  
9) 府県本庁組織から市町村への支援方法のあり方は，市町村における長寿命化修繕計画
策定の進捗状況や適切な維持管理体制が構築できているかどうかに，大きな影響を及
ぼしており，市町村職員の点検技術力向上や，点検結果の集約・チェック体制の構築
において府県等からの支援体制を強化する必要がある．また，市町村への支援に外郭
団体を活用することは有効であり，外郭団体内に専門的な知識を有する外郭団体職員
を独自に養成し技術ノウハウを組織内に蓄積していくことが必要である．  
10) 塩害劣化した既設ポステン T 桁橋に損傷を把握した場合の構造安全性評価に，本研究
で提案した手法を用いることにより，塩害劣化した既設ポステン T 桁橋の遅れ破壊を
考慮した構造安全性評価を行うことが可能となり，目標性能を確保するために必要と
なる修繕対策内容・範囲を合理的に選定することができる．さらに，供用中の既設ポ
ステン T 桁橋について，通行車両に対する構造安全性評価を適切に行うことにより，
道路管理者は通行止めや交通規制等の迅速かつ適切な判断を下すことが可能となる．  
11) これらの提案した手法を採用することで，市町村が管理する道路橋の維持管理の信頼
性向上を図るとともに，既設ポステン T 桁橋等おける既設構造物の性能評価技術の信
頼性向上を図ることができる．その結果，「市町村管理道路橋のマネジメントサイクル
全体」としての信頼性を向上させることが可能となる．  
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第7章 結論 
既設 PC 道路橋においては，グラウト充填不良に起因した塩害劣化により鋼材の腐食・
破断といった深刻な損傷が生じている．しかしながら，橋梁の診断に関する技術が確立さ
れておらず，さらに，自治体，特に市町村においては維持管理組織体制が脆弱であること
から，橋梁点検においてに重大な損傷を把握した場合においても，速やかに修繕対策が行
われることは困難な状況にある．つまり，既設 PC 道路橋の維持管理においては，既設構
造物の構造安全性評価技術の信頼性向上を図るとともに，管理者である自治体内の組織体
制を強化することにより，道路橋維持管理の信頼性向上を図ることが肝要であるが，その
方法は未だ確立されていない．  
本研究は，このような問題に対処するため「市町村管理道路橋の維持管理マネジメント
サイクル全体」としての信頼性を高めることに着目し，そこに劣化した既設 PC 道路橋の
診断技術の信頼性に関する課題と，自治体内の組織体制の信頼性に関する課題を抽出した． 
まず，社会的な課題となっている既設 PC 道路橋の長寿命化および LCC の縮減を実現す
るための基礎的な検討として，これまで劣化メカニズムが明らかになっていない凍結防止
剤使用環境下のグラウト充填不良を有する既設ポステン PCT 桁橋の PC 鋼線の腐食および
破断の発生現象を対象に，構造安全性評価手法の信頼性を向上させることを目的に研究を
行った．  
また，自治体における道路橋梁を取り巻く組織体制，特に維持管理段階における組織体
制に着目し，府県と市町村内部組織のマネジメントシステムにまで踏み込んだ実態を分析
し，問題点を明らかにするとともに，橋梁維持管理の実践事例を示し，市町村管理道路橋
の維持管理の信頼性を向上させることを目的に研究を行った．  
そして，それらの研究を取りまとめ，「市町村管理道路橋のマネジメントサイクル全体」
としての信頼性を高める手法を提案した．以下に各章のまとめを示すとともに，得られた
知見を総括し今後の課題・展望について述べる．  
 
7.1 結論 
「第 1 章 緒論」では，まず，既設 PC 道路橋における維持管理の現状および劣化損傷
事例や，全国の自治体における道路橋の維持管理の現状について概観した．そして，自治
体が管理する道路橋維持管理において長寿命化修繕計画の策定，点検実施については進捗
状況の改善が見られる一方，対策の実施は遅れており修繕履行率は低いレベルに留まって
いる状況を示した．そこから，自治体内部の組織体制の信頼性と，塩害劣化した既設ポス
テン PCT 桁橋の診断技術に焦点を当て，本研究で解決すべき課題を明示した．さらに，本
研究の目的と構成について明示した．  
 
「第 2 章 既往の調査研究と本研究の位置づけ」では，本研究と関連の深い，国内の橋
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梁管理機関における橋梁の維持管理に関する取り組み，既設 PC 道路橋の点検方法と性能
評価，既設 PC 道路橋における塩害発生要因，腐食した PC 鋼線および PC 桁に関する既往
の研究について概観し，現状における課題を整理した．そして本研究で行った各検討の位
置づけについて明確化した．  
 
「第 3 章 自治体道路橋梁維持管理の現状と対策の検討」では，兵庫県内 39 市町（神
戸市，西宮市除く）における長寿命化修繕計画策定進捗率および修繕履行率について整理
し，未だ低い水準にあることを指摘した．また，兵庫県内 39 市町の点検データを分析した
結果，塩分総量規制前に建設された PC 橋の内，約 20%の橋梁において深刻なひび割れ損
傷が確認されており，これら PC 桁のひび割れ損傷について，今後，劣化状況を詳細評価
し PC 桁の性能評価を行う必要があることを指摘した．  
府県および市町村の橋梁維持管理体制について比較，考察した．市町村において維持管
理に係る土木系技術公務員の配属数は都道府県と比較して少なく，幅広い内容を少人数に
て担当する必要があり，市町村の担当者への負担が大きくなっていることを指摘した．維
持管理に係る職員を増員することが簡単にはできない状況において，数年で他部署へ異動
を繰り返す現状の人事システムにおいては，橋梁維持管理の技術力を持った職員を養成す
ることは困難であるという構造的な課題があることを抽出した．  
また，橋梁に重大な損傷を把握した際の対応つまり危機対応の体制は，自治体の職員を
中心においた体制により構築する必要があるが，迅速かつ適切な対応をするためには，自
治体内に橋梁維持管理の専門的な知識を有した土木系技術専門職員を養成することが必要
であり，そのような土木系技術専門職員を自治体内に養成することが不可能であるならば，
橋梁維持管理現場体制の包括的な支援，つまり橋梁点検，診断，調査設計から工事発注・
監理に至る全体プロセスに関する包括的発注者支援の建設コンサルタント等への外部委託
と，道路施設等の日常的な点検・維持管理作業に関する包括型維持管理契約の民間業者へ
の外部委託を検討する必要があることを指摘した．さらに，老朽化した橋梁に重大な損傷
を発見した場合の対応方針の行政的判断において，自治体内部の組織体制による違いによ
る影響を受けないようなシステムを構築していく必要があることを指摘した．  
また，府県本庁組織から市町村への支援方法のあり方は，市町村における長寿命化修繕
計画策定の進捗状況や適切な維持管理体制が構築できているかどうかに，大きな影響を及
ぼしており，市町村職員の点検技術力向上や，点検結果の集約・チェック体制の構築にお
いて府県等からの支援が必要とされていることを指摘した．そして，市町村への支援に外
郭団体を活用することは有効であり，外郭団体内に専門的な知識を有する外郭団体職員を
独自に養成し技術ノウハウを組織内に蓄積していくことにより，橋梁維持管理体制全体に
対する包括的かつ継続的な技術支援を行うことが可能となることを指摘した．  
以上において，自治体における橋梁維持管理体制について，府県と市町村内部組織のマ
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ネジメントシステムにまで踏み込んだ現状を分析し，今後の対策を示したのは，本研究が
最初であると思われる．  
 
「第 4 章 グラウト充填不良部を模擬した促進腐食試験における PC 鋼線の局部腐食発
生状況の分析」では，既設ポステン PCT 桁橋の曲上げ部付近に発生するグラウト充填不良
部境界を模擬した供試体を作製し，PC 鋼線の促進腐食試験を行い，PC 鋼線の局部腐食の
発生状況を分析した．また，促進腐食試験後の PC 鋼線について，3D スキャナを用いた三
次元計測を行い，3D デジタル画像モデルを作成して複雑な形状の各局部腐食パラメータを
計測し，局部腐食の特徴分析を行った．  
局部腐食を桁側面から削孔したコアにより直接目視可能な PC 鋼線束の外周側面に位置
する局部腐食と，それ以外の PC 鋼線束内部の目視不可能な局部腐食とに分類し，平均局
部腐食深さ Dave 指標を用いて分析した結果，目視可能な外周側面の Dave および目視不可能
な内面の Dave ともに，PC 鋼線束の腐食期間が短いものに関しては進行度が低く局部腐食
位置による明確な関係がみられないが，腐食期間が長くなると Dave が局部腐食位置により
増減する傾向が確認できた．また，同位置での外面と内面の Dave を比較した結果，PC 鋼
線束の腐食期間が短いものに関しては進行度が低く局部腐食位置による明確な関係がみら
れないが，PC 鋼線束の腐食期間が長くなると Dave には正の相関関係がみられ，局部腐食
位置がグラウト不良境界部から 200mm 以下の位置では内面の Dave が卓越する傾向が確認
できた．これらの結果より，既設 PC 道路橋の詳細劣化調査においてコア削孔した孔内よ
り目視可能な外面の PC 鋼線において局部腐食の形状を測定できた場合に，目視不可能な
内面の PC 鋼線に関する局部腐食の進行度について推察できる可能性があることを示した． 
促進腐食試験後の PC 鋼線について，3D デジタル画像モデルを用いて複雑な形状の各局
部腐食パラメータを計測し，最大断面積減少率に着目した PC 鋼線素線の腐食グループに
よる局部腐食パラメータの発生傾向分析を行い，素線の腐食グレード毎に各腐食パラメー
タの確率分布モデルを提案した．  
以上において，既設ポステン PCT 桁橋の曲上げ部付近に発生するグラウト充填不良部境
界における局部腐食を有する PC 鋼線を対象とし，腐食の進行過程を詳細に分析し，素線
の腐食グレード毎に各腐食パラメータの確率分布モデルを提案したことは，本研究におけ
る特徴的な点で，従来の研究には見られないものである．  
 
「第 5 章 局部腐食を考慮した PC 鋼線の腐食環境下における遅れ破壊特性評価」では，
第 4 章にて行った試験により作成した促進腐食させた PC 鋼線および電食切欠きを有する
PC 鋼線について，遅れ破壊（活性溶解型応力腐食割れ，水素脆化割れ）に関する実験的検
討を実施し，遅れ破壊の感受性評価を行った．また，実験後の PC 鋼線について，走査型
電子顕微鏡（SEM）を用いてそれぞれの破断面を観察し，それぞれの破断の機構について
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考察した．  
その結果，PC 鋼線の遅れ破壊は，活性溶解型応力腐食割れ，水素脆化割れおよび腐食疲
労の発生する可能性が考えられるが，実構造物での脆性破断事例において長手方向へ亀裂
が進展している状況が報告されていること，一般的な環境下にある既設 PC 道路橋には水
素侵入促進剤が存在していないことから水素脆化割れが生じる可能性は低いと考えられる
こと，および既設 PC 道路橋の活荷重による応力振幅は小さいことから腐食疲労が生じる
可能性は低いと考えられること等の理由より，一般的な環境下における主桁内部の PC 鋼
線において生じる遅れ破壊は，活性溶解型応力腐食割れに起因したものであると推察でき
ることを指摘した．  
活性溶解型応力腐食割れ試験結果において，平均応力および仮想最大応力と破断時間の
間に相関関係があることを明らかにした．そして，活性溶解型応力腐食割れ試験結果につ
いて，途中打ち切りのあるデータに対して統計モデルを使わないノンパラメトリックな推
定法として知られているカプラン・マイヤー法を適用し分析することにより，ワイブル分
布による遅れ破壊評価モデルを提案した．  
以上において，既設ポステン PCT 桁橋の曲上げ部付近に発生するグラウト充填不良部境
界における局部腐食を有する PC 鋼線を対象とし，遅れ破壊メカニズムを詳細に分析し，
活性溶解型応力腐食割れの遅れ破壊評価モデルを提案したことは，本研究における特徴的
な点で，従来の研究には見られないものである．  
 
「第 6 章 塩害劣化した既設 PC 道路橋の遅れ破壊を考慮した構造安全性評価および維
持管理の信頼性向上」では，第 4 章で示した PC 鋼線束および PC 鋼線素線毎の凍結防止剤
使用環境下における局部腐食の進行モデル，および第 5 章で示した局部腐食を有する PC
鋼線素線の遅れ破壊評価モデルを用いて，凍結防止剤使用環境下における遅れ破壊を考慮
した上縁定着主ケーブルを有する既設ポステン PCT 桁橋において，上縁定着主ケーブル曲
上げ部区間のグラウト充填不良部に主ケーブルの腐食劣化を考慮した場合の主桁の構造安
全性を各種劣化パラメータのばらつきの影響を考慮したモンテカルロシミュレーションに
より信頼性指標 β にもとづいて評価した．  
その結果，建設省標準設計橋については上縁定着主ケーブルのみ劣化を考慮した場合に
ついて，遅れ破壊を考慮しない場合には目標信頼性である β＝4.3 を下回る可能性は低いが，
遅れ破壊を考慮した場合には劣化レベルの進行に伴い信頼性は低下し，β＝4.3 と同程度ま
で低下する可能性があることが確認できた．また，兵庫県内に架橋されている M 橋につい
ては，詳細調査結果により把握した各主ケーブルの劣化レベルを考慮した結果，遅れ破壊
を考慮しない場合においても信頼性は大きく低下し，さらに遅れ破壊を考慮した場合につ
いては，β＝4.3 を下回っていることが確認できた．また，主ケーブルのグラウト再注入に
よる修繕効果を考慮した M 橋の信頼性指標 β を評価した結果，信頼性指標は修繕前と比較
201 
 
し大きく改善し，遅れ破壊を考慮しない場合には支間中央部の健全時信頼性と同程度の水
準となった．また，比較のために算定した遅れ破壊を考慮した場合についても，支間 1/8
断面については β＝4.2 と目標信頼性である β＝4.3 と同程度であり，支間 1/4 断面について
は β＝2.5 と β＝4.3 を下回っているものの，ISO13822 に示される社会的影響が小さい構造
物に求められる目標信頼性である β＝2.3 は上回ることを確認した．  
さらに，市町村管理道路橋のマネジメントサイクルの改善策を提案するとともに，既設
PC 道路橋の構造安全性評価および維持管理の信頼性向上に関する提案を取りまとめた．長
寿命化修繕計画の策定から対策実施に至るまでの道路橋のマネジメントサイクルについて
は，市町村職員を中心においた体制により構築する必要があるが，迅速かつ適切な対応を
するためには，市町村内に橋梁維持管理の専門的な知識を有した土木系技術専門職員を養
成することが必要であり，そのような土木系技術専門職員を市町村内に養成することが不
可能であるならば，橋梁維持管理現場体制の包括的な支援，つまり橋梁維持管理業務の民
間業者への外部委託を検討する必要があることを指摘した．また，老朽化した橋梁に重大
な損傷を発見した場合の対応方針の行政的判断において，市町村内部の組織体制による違
いによる影響を受けないようなシステムを構築していく必要があることを指摘した．府県
本庁組織から市町村への支援方法のあり方は，市町村における長寿命化修繕計画策定の進
捗状況や適切な維持管理体制が構築できているかどうかに，大きな影響を及ぼしており，
市町村職員の点検技術力向上や，点検結果の集約・チェック体制の構築において府県等か
らの支援体制を強化する必要があり，また市町村への支援に外郭団体を活用することは有
効であり，外郭団体内に専門的な知識を有する外郭団体職員を独自に養成し技術ノウハウ
を組織内に蓄積していくことが必要であることを指摘した．  
さらに，塩害劣化した既設 PC 道路橋に損傷を把握した場合の構造安全性評価に，本研
究で提案した手法を用いることにより，塩害劣化した既設 PC 道路橋の遅れ破壊を考慮し
た構造安全性評価を行うことが可能となり，目標性能を確保するために必要となる修繕対
策内容・範囲を合理的に選定することができ，さらに，供用中の既設 PC 道路橋について，
通行車両に対する構造安全性評価を適切に行うことにより，道路管理者は通行止めや交通
規制等の迅速かつ適切な判断を下すことが可能となることを示した．  
以上において，塩害劣化した既設 PC 道路橋を対象とし遅れ破壊現象を詳細に考慮した
構造安全性評価手法を提案したこと，および，府県と市町村内部組織のマネジメントシス
テムにまで踏み込んだ今後の対策を提案したことは，本研究における特徴的な点で，従来
の研究には見られないものである．  
これらの提案した手法を採用することで，道路橋の維持管理の信頼性向上を図るととも
に，既設 PC 道路橋等おける既設構造物の性能評価技術の信頼性向上を図ることができる．
そして，その結果「市町村管理道路橋のマネジメントサイクル全体」としての信頼性を向
上させることが可能となる．  
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7.2 今後の課題 
本研究から得られた今後の課題を以下に示す．  
 
7.2.1 市町村における維持管理実施体制への支援 
本研究において，府県本庁組織から市町村への支援方法のあり方について提案を行った
が，近年，府県において市町村への支援を目的とした外郭団体が再編成されるなど，市町
村に対する支援体制は急速に整備されてきている．これらの対応により，橋梁点検実施や
点検結果の集約などに対する基本的体制については，整備・構築されることになるであろ
う．しかしながら，今後増加することが想定される老朽化した橋梁の重大な損傷などに対
する発見・診断体制の充実については，未だ課題が残る．老朽化した橋梁は，損傷の進展
速度が速いため，よりこまめな点検・維持対策が必要となる．自治体が委託発注する点検
業務による 5 年サイクル程度の点検体制が構築されることに加えて，地元に居住する有資
格者のボランティア活動などを活用した 1 年未満のサイクル（数ヶ月）での点検体制を構
築し，老朽化した橋梁に対しても信頼性がより高い維持管理実施体制を構築することが，
今後必要となると考えられる．  
また，ボランティア活動を活用した点検体制を構築する上では，損傷の見過ごしや事故
発生に対する責任のあり方について整理することも必要となる．  
 
7.2.2 グラウト充填不良部における PC 鋼線の局部腐食発生 
本研究において，既設ポステン PCT 桁橋の曲上げ部付近に発生するグラウト充填不良部
境界を模擬した供試体を作製し，PC 鋼線の促進腐食試験を行い，PC 鋼線の局部腐食の発
生状況を分析し，目視可能な外周側面の PC 鋼線素線において局部腐食の形状を測定でき
た場合に，目視不可能な内面の PC 鋼線素線の局部腐食進行度について推察できる可能性
があることを示した．今後，実橋梁の詳細劣化調査におけるコア削孔箇所において，局部
腐食形状の測定を行い，詳細に分析することで，実橋梁に対する適用性を検証する必要が
ある．  
 
7.2.3 局部腐食を有する PC 鋼線の遅れ破壊特性 
本研究において，局部腐食を模擬した PC 鋼線を用いた各種遅れ破壊に関する実験的検
討により，腐食環境下における既設ポステン PCT 桁橋の PC 鋼線遅れ破壊メカニズムを結
論づけるとともに，活性溶解型応力腐食割れ発生のワイブル分布パラメータについて推定
した．しかしながら，それらはあくまで実験的検討により導いたものであり，実橋梁より
採取した腐食した PC 鋼線に関する詳細な検討により検証される必要がある．  
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7.2.4 PC 道路橋のモニタリング 
塩害劣化した既設 PC 道路橋は，PC 鋼線の腐食および破断によりプレストレスが損失す
ることとなる．その場合，終局時の安全性に加えて使用状態の安全性も低下するが，グラ
ウトと PC 鋼線が付着していることにより，プレストレスの損失は部分的なものになる．
また既設 PC 道路橋は，活荷重による主桁下縁の応力振幅が小さい．それら理由により，
PC 鋼線が破断した後に発生すると考えられる剛性低下が生じず，たわみ測定等による破断
の検知を難しくする原因となっている．  
今後，既設 PC 道路橋の PC 鋼線腐食および破断による部分的なプレストレスロス等につ
いて把握できる，高精度なモニタリング手法を開発する必要があると考えられる．また，
既設 PC 道路橋にモニタリング機器を設置する際には，構造的・物理的な制約があること
から，効率的・効果的な機器配置が困難となる場合がある．今後は，新設時にモニタリン
グ機器を主桁内部に設置し，供用開始後から定期的に計測することで，より高精度の性能
評価および性能の経時変化を評価することも，検討する必要があると考えられる．  
 
7.2.5 塩害劣化した既設 PC 道路橋の遅れ破壊を考慮した構造安全性評価 
本研究において，凍結防止剤使用環境下における遅れ破壊を考慮した上縁定着主ケーブ
ルを有する既設ポステン PCT 桁橋の主桁の構造安全性を評価した．凍結防止剤による塩害
は，飛来塩分による塩害と同時に発生することも考えられることから，複数の塩害メカニ
ズムを同時に考慮した場合の構造安全性についても検討が必要となると考えられる．  
グラウト充填不良部を有する既設ポステン PCT 桁橋の予防保全対策として，一般的にグ
ラウト再充填対策が採用されることが多い．想定される修繕効果としては，グラウトが健
全で完全付着していると仮定した設計式を適用することが可能となるとともに，遅れ破壊
の発生確率が低下することが考えられる．今後，グラウト再充填対策が施された後の PC
鋼線の遅れ破壊特性について，詳細に検証する必要がある．  
また，現状行われている塩害劣化した既設ポステン T 桁橋の詳細調査および診断は，費
用が高額でありまた診断技術も高度であることから，市町村管理橋梁において実施するこ
とは現実的に困難である場合も考えられる．今後，実橋梁における詳細調査（グラウト充
填調査，PC 鋼線の腐食状況調査）結果や，実橋梁から採取した PC 鋼線を用いた遅れ破壊
試験結果を蓄積・検証し，詳細調査および診断の簡素化を検討する必要がある．  
今後，既設ポストテンション方式 PCT 桁道路橋に対して最大限に耐久性が期待でき信頼
性が高い維持管理が継続できるように，PC 鋼線の遅れ破壊の発生や構造安全性評価につい
て実橋梁の詳細調査から得られる知見が検証・蓄積され，更に合理的な道路橋のマネジメ
ントサイクルが構築されることを期待する．  
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